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第１章 序 論                                   
                                 
１．１ 研究の背景 
 
１．１．１ ⼆国間における経済活動に伴う環境負荷検討の必要性  
 
（１）環境負荷と⼆国間関係 
 
 現状の先進各国や国連等の各種国際機関で取り上げられ、その対策が講じられ始めてい
る環境負荷は、表１−１の複合化・ボーダレスな⼆酸化炭素をはじめとしたものであること
は、⾔うまでもない。しかし、グローバル化が進展した現代社会においても、⽇本企業の
ASEAN 等における原材料・製品製造のための⼯場建設等に際し、地域住⺠や関係 NGO が
施設の建設に反対する場合がある。新たな投資により建設される施設の環境負荷が、既に建
設された⼯場等の環境負荷に付加されることへの懸念から⽣ずる⾏動と考えられる。これ
は、その国の⽣産活動の⼯業化への移⾏がグローバルに進み、先進国と中進国との間で発⽣
した国際間の歪の⼀例である。また、今後、このような関係は中進国と発展途上国との間で
も⽣じる問題でもある。経済活動に起因して相互に発⽣する国際間の環境負荷の相互のや
り取りを理解し、相互の発展を⽬指すことが重要である。 
 勿論この課題は多国間の国際的な課題の⼀環であるが、基本的には⼆国間の問題に帰着
し、海外直接投資・貿易に起因する⼆国間の環境負荷の不公平感（収⽀）が均衡し、更にそ
のトータルの環境負荷の最⼩化が、⼆国間と周辺諸国を含めた国際間の経済活動を円滑に
進めるために望ましい。⼆国間の環境負荷の不均衡が⽣じた場合、グローバルに活動ができ
る公的な組織と異なる⺠間企業では、⺠間企業⾃らが取り組むことが可能な⼆国間の問題
解決が特に重要である。このような観点での政策も必要である。 
 環境負荷の⼆国間の関係を重要視する理由は下記のとおりである。 
 
a.グローバル化： 「これまで存在した国家、地域等が縦割りの境界を超え、地球が 1 つ
の単位になる変動の趨勢や過程（知恵蔵(2015)）」と理解すると、確かに現在世界はこの⽅
向に進もうと努⼒している。しかし、これを進めるために各種の歪が発⽣して来る。 
b.歪： 国と国を分けている隔たり・障壁が⼩さくなり、海外直接投資や貿易（輸出⼊）
が⾃由に実施される⽅向に向かう場合、企業の海外進出が前提となる。ある国で他国資本の
⼯場が建設・操業されるとそこで発⽣する環境負荷（廃棄物発⽣、⼆酸化炭素の発⽣、⽔質
の汚染等）は、他国資本に起因し、そのメリットもかなりの部分他国資本が受けるにも関わ
らず、環境負荷は投資先で発⽣する。これに対し投資先の利害関係者は、感情⾯も含めた不
公平感（ストレス）を感じる。また、貿易の場合も同様で、輸⼊した製品は輸出国で⽣産さ
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れ、この環境負荷は輸出国で発⽣し、輸出国の住⺠は不公平感（ストレス）を感じる。 
c.⼆国間関係の重要性： 上記のような不公平感（ストレス）に基づく問題は、まず⼆国
間関係で明確になってくる。また、問題が⽣じた場合、関係⼆国間の協議により関係改善が
始まるのが⼀般的である。これらを地域集約していけば、もちろん多国間の国際関係になる。
この問題の解決策を⼀気にグローバルに多国間関係で解決できればベストであるが、組織
的にも、時間的にも⾦銭的にも余裕のない⺠間企業としては困難な課題となる。更に、⼆国
間の関係改善を積み重ねればグローバルな歪を解決することに繋がる。グローバルな歪解
決策の⼀環として、あえて⼆国間の関係にフォーカスした。 
d.⼆国間の環境負荷に関する取り組み例： ⼆国間クレジット制度（JCM）やバーチャル
ウォータによる評価等があると理解している。また、直近の国際間の取り組みを⾒た場合、
⽶国⼤統領の政治的取り組みや英国の EU 離脱等を例として、相対的に⼆国間の国際関係
からのアプローチの重要性が再認識されてきている。 
  
 表 1-1 環境負荷の定義とその質の歴史的変遷等 
環境負荷の定義 ⼈の活動が、⼈を取巻く環境に対し各種の⼲渉を⽣じ、⾃然に負荷
を⽣じさせること。 
経済的、社会的な諸
活動との関連 
環境負荷が拡⼤すると、開発、汚染物質の放出等が環境へ衝撃（影
響）を与える。 
⽣産活動の基礎の変化による環境負荷 
農業・畜産業→ ⼯業（都市型社会）→ 複合化・ボーダレス（近年） 
⾃然が耕地に変えられて
も、⾃然の⽣態系の環境
受け⼊れ容量が⼤きく相
対的に環境負荷は⼩さ
い。 
環境負荷： 肥料の地下
⽔汚濁、湖沼・海域の富
栄養化。農薬不適正使⽤
による農作物⽣育、安全
性、周辺への悪影響。園
芸施設加温、農機、⽔⽥、
施肥に伴う⼆酸化炭素等
の温室効果ガス発⽣。使
⽤済ビニルハウスの廃棄
物。家畜排せつ物の悪臭
と⽔質汚濁。 
負荷量が相対的に増加。特に
⽇本では 1960 年代の⽯油、
鉄鋼を中⼼とした重化学⼯業
化の急速な発展と、都市の巨
⼤化に伴い、都市を中⼼に負
荷が極度に拡⼤。⽣活環境の
質を急速に悪化。 
公害対策、廃棄物処理、乱開
発規制等は、この環境負荷の
抑制・コントロール⼿段。 
 
環境負荷： ⼤気の汚染、⽔
質の汚濁、⼟壌の汚染及び騒
⾳等に係る環境上の条件。 
地球温暖化やオゾン層の破壊
問題などを契機として、グロ
ーバルな視点から環境を考え
る重要性が指摘され、環境負
荷も地球規模で判断していか
ざるを得ない状況。 
⼆酸化炭素の排出抑制やフロ
ンガスの使⽤禁⽌等、産業活
動や⽇常⽣活に⼤きな影響が
出ても環境負荷の抑制要請。 
 
環境負荷：複合化、ボーダレ
ス。 
出典：ブリタニカ国際⼤百科事典 ⼩項⽬事典等に基づき、筆者加筆・修正・作表  
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（２）⼆国間の環境負荷問題の実例 
 
当論⽂作成のきっかけは、筆者の 2009 年 2 ⽉〜2012 年 6 ⽉のタイでの 3 年半の廃棄物
処分場運営経験に基づいている。当初は会社を買収し現地に乗り込み、現地関係も含め⾮常
に上⼿く運営が進んだ。その後新たに新規の有害廃棄物を含む処分場の建設を計画した。環
境影響調査等の⼿続を進める中で、地域住⺠というよりは関係 NGO が計画に反対の運動
を開始した。理由は，廃棄物処分場そのもの建設というよりは、もうこれ以上地域周辺の環
境負荷（含、過去の⽇系企業等の⼯場等建設による環境負荷の蓄積）の増加は御免だという
ものであった。また、廃棄物処分場そのものの建設については、彼らの⼀⽅的な推定であっ
たが、計画している最終処分場へ⽇本から有害廃棄物を輸⼊し持ち込むことによる環境負
荷の増加を懸念していた節もあった。 
 このような中、井上常史 他（2017c）が⽰したように、タイ政府は中進国の罠から抜け
出すための早急な外資の導⼊を積極的に進めており、⼀⽅、タイに進出してくる⽇経企業は、
企業と NGO を含む地域住⺠との調整に⼿間取り、タイ政府と NGO を含む地域住⺠との
関係を調整するのは困難な状況であった。そこで、問題解決の⼀環として⽇系企業⾃らがで
きる施策を模索して来た。 
このような状況は、前項で⽰した⼆国間関係の重要性を⽰唆している。グローバル化が進
む昨今ではあるが、守備範囲が広くグローバルに展開できる国際機関ではない⺠間企業に
とっては、⼀対⼀の局地戦即ち⼆国間関係で地道に課題を解決していくことが重要になっ
てくる。グローバルにこの問題を多国間関係で解決することが理想的ではあるが、公的機関
と⺠間の役割分担として、グローバルな問題解決の政策を念頭に、後者の⽴場で⼆国間の問
題として捉え地域的に問題解決をする研究を進めるのが筆者の⽴場であり、全体の問題解
決にも繋がると考えている。 
 
１．１．２ ⼆国間関係の環境負荷の⼀環としての廃棄物発⽣の位置づけ   
 
2010 年の⽇本のマテリアルバランスの資源投⼊量は 17.7 憶 ton/年であり、8.8 憶 ton/年
の財を⽣産し（49.7%）、この内 6.4 憶 ton/年が構築物等として蓄積される。この財⽣産の
ために投⼊資源の内の 4.4 憶 ton/年のエネルギーを消費し（24.9％）、3.9 憶 ton/年の産業
廃棄物（22.0％）と⼀般廃棄物 0.7 憶 ton/年（4.0％）を発⽣している。 
 現状環境負荷の代表として取り上げられているのは、⼤気中に放出されると植物や海洋
に吸収されない限り半永久的に⼤気に残存し地球温暖化の原因として⼤きな負荷をもたら
す、⼆酸化炭素の排出量である。⼆酸化炭素はエネルギー転換部⾨・産業部⾨からの排出量
が⼤きく（直接排出量 67%、2015 年度）、上述の 4.4 憶 ton/年のエネルギー消費（24.9％）
と密接に関連している。しかし、⼆酸化炭素は気体であり、ボーダレスに⾃由に移動し、そ
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の発⽣・移動を追跡するとすれば、⾮常に困難ある。本論⽂では、このような不確実性が相
対的に少なく、発⽣・処理過程・蓄積が⽐較的明確であり、マテリアルバランス上の占有率
がエネルギーとほぼ同程度の産業廃棄物・⼀般廃棄物廃棄物（26.0％）に着⽬し研究を進め
る。産業廃棄物は⽣産活動などに伴い排出され環境に負荷を与え、中間処理（含、リサイク
ル）が⾏われた後、含まれる物質等に応じて適切な最終処分場に埋⽴処分される。産業廃棄
物の発⽣が増加すると、最終処分場の増設が必要となる。特に、適性に中間処理（含、リサ
イクル）されず、不法投棄される場合、環境に⼤きな負荷を与える。産業廃棄物に⽐較して
発⽣量の少ない⼀般廃棄物も同様な環境負荷を与える。 
 例えば、鉛、カドミウム等の有害物質が使⽤された製品が⼤量に⽣産・消費され、最終的
に廃棄されることにより、有害物質が蓄積する。これが適正に最終処分場で管理されるとし
ても、環境リスクの増⼤の可能性がある。次善の策として、これを回避するため、廃棄物の
蓄積量を削減するため中間処理（含、リサイクル）するとしても、そのための環境負荷の発
⽣は免れない。最上流で廃棄物を発⽣させない対策が重要であり、この発⽣総量に着⽬した。 
 
１．２ 研究の⽬的・先⾏研究・意義 
 
１．２．１ 本研究の⽬的 
 
 本論⽂の研究⽬的は、以下のとおりである。 
 
①廃棄物発⽣不均衡評価指標の開発： 海外直接投資・貿易に起因する⼆国間相互で発⽣
する廃棄物量の不均衡と両国の廃棄物発⽣量を評価する実務的指標を開発する。 
②現状分析： この指標を使⽤して、⽇本と相⼿国（検討対象国）間で相互に発⽣する廃
棄物量の不均衡と両国の廃棄物発⽣量の現状分析を実施する。 
③提⾔： この現状分析に基づき、⽇系企業が中進国・発展途上国に海外直接投資・貿易
で進出するための政策⽴案に資する提⾔を⾏う。 
 
１．２．２ 先⾏研究 
 
（１）先⾏研究 
 
地域間経済活動の⼀環である投資・貿易と環境の研究は、1970 年代から海外を中⼼に開
始され、1990 年代には実証的な研究も盛んになった。⼀⽅、国連⼤学（1994）は、環境負
荷に特化して「Zero Emission（ゼロエミッション：あらゆる廃棄物を原材料等として有効
活⽤し、廃棄物を⼀切出さない資源循環型の社会システム」の概念を⽰した。 
環境負荷の⼀環である廃棄物発⽣量と海外直接投資・貿易の関係のみを明⽰的に⽰した
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研究はなく、先⾏研究としては筆者の研究との関連にフォーカスした。環境負荷と貿易（・
海外直接投資）関係の先⾏研究を表１−２に、それらと関連した指標に関するものを表１−
３に⽰した。 
まず、主に貿易と環境負荷の関係についての記載を以下に⽰す。J. Anthony Allan（1999）
は、「農産物・畜産物の⽣産に要した⽔は，その輸出⼊に伴って売買されているとする、基
本的には⼆地域間関係のバーチャルウォーターの概念」（表１−３）を発表した。Antweiler 
他(2001)は、投資・貿易と環境負荷との関係を検討する基礎的研究を実施した。各種効果の
所得や⽣産規模と環境負荷との関係を研究したが、投資・貿易に及ぼす影響の明⽰的研究で
はない。和気洋⼦ 他（2004）は、産業連関分析とシミュレーションを⽤い、⽇韓 FTA に
よる⽣産の増加に⽐較して環境負荷は増加しないと結論づけている。また、2007 年には、
⽇本と中国との関係で同様な研究を実施している。井村秀⽂ 他(2005)は、産業連関分析に
基づくエネルギー・CO2・⼟地を指標とした研究から、負荷の⼤きな依存関係は⽶と中国を
中⼼に形成、両国が他国の負荷の肩代わりをしている。域内の負荷依存パターンは、技術向
上に⽐較し、最終需要の増加に依存も、技術の急速向上は寄与するとしている。⽇引聡
(2008)は、貿易⾃由化は先進国の排出量を減少させるが、発展途上国ではケースバイケース
である。規模効果、技術効果、構造効果の詳細検討では、規模効果と技術効果は、負荷のボ
ーダレス性と規制の厳しさに依存する。構造効果は、所得の⾼い国ほど負荷削減に寄与し、
これは⽴地の移動と関連しているとしている。Ramstetter（2013）は紙・紙加⼯品、化学⼯
業、窯業・⼟⽯製品製造業、鉄鋼業・⾮鉄⾦属等のエネルギーシェアが⼤きい産業は、移転
による潜在的利益がある。また、直接の彼の研究の結論と関連していないが、⽴地選択のパ
ラメーターとしての海外直接投資利⽤の妥当性についてコメントしている数少ない⽂献の
⼀つである。 
 上述の先⾏研究は、主に貿易の⾃由化と環境負荷との関係を研究したものであり、貿易と
環境の関係を考察するための興味深い研究であるが、相互の海外直接投資と環境負荷の関
係については議論していない。同じ環境負荷の発⽣であっても、受け⼊れ国の環境負荷受け
⼊れ容量（キャパシティ）に差があると、相⼿国の受ける不公平感に影響を及ぼすが、これ
は考慮されていない。また、学術的研究段階のものであり、実務的な活⽤が考慮されていな
い。このような中、井上常史 他（2017a）と井上常史 他（2017b）は、⽇本とアメリカ
の相互の関係で海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣量を同時に扱える指標の考え⽅
を⽰した。 
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 表 1-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル構築に資する考え⽅の先⾏研究 
テーマ注１） 内  容 著 者 
海外直接投資・
貿易に起因する
廃棄物発⽣ 
⽇⽶間に予想される海外直接投資・貿易に起因す
る環境負荷としての⼀次的廃棄物発⽣量に着⽬
し、廃棄物発⽣の不均衡を分析すると共に、その
改善の⽅向性を⽰した。 
井上常史 他 
（2017a） 
(2017b) 
 
汚染逃避地仮説
とｴﾈﾙｷﾞｰ・環境
関連ｺｽﾄ 
紙・紙加⼯品、化学⼯業、窯業・⼟⽯製品製造
業、鉄鋼業・⾮鉄⾦属等のｴﾈﾙｷﾞｰｼｪｱが⼤きい産業
では、移転による潜在的利益がある。また、直接
の結論と関連していないが、⽴地選択のﾊﾟﾗﾒｰﾀｰと
しての海外直接投資利⽤妥当性についてコメント
している。 
Ramstetter
（2013） 
貿易⾃由化と環
境負荷 
貿易⾃由化は、先進国の排出量を減少させ、発
展途上国はｹｰｽﾊﾞｲｹｰｽ。規模効果、技術効果、構造
効果の詳細検討では、規模効果と技術効果は、負
荷のﾎﾞｰﾀﾞﾚｽ性と規制の厳しさに依存。構造効果
は、所得の⾼い国ほど負荷削減に寄与し、これは
⽴地の移動と関連。 
⽇引 聡 
(2008) 
⽇⽶ｱｼﾞｱの産
業・貿易構造と
環境負荷 
産業連関分析に基づくｴﾈﾙｷﾞｰ・CO2・⼟地を指
標とした研究から、負荷の⼤きな依存関係は⽶と
中国を中⼼に形成、両国が他国の負荷の肩代わ
り。域内の負荷依存ﾊﾟﾀ-ﾝは、技術向上に⽐較し、
最終需要の増加に依存も、技術の急速向上は寄
与。 
井村秀⽂ 他 
(2005) 
ｱｼﾞｱの貿易⾃由
化と環境負荷 
産業連関分析とシミュレーションに基づき、⽇
韓 FTA による⽣産の増加に⽐較して環境負荷は
増加しないと結論づけている。 
2007 年にも⽇中関係で同様な研究を実施。 
和気洋⼦ 
(2004) 
 
環境負荷と各種
効果 
投資・貿易と環境負荷との関係を検討する基礎
的研究。各種効果の所得や⽣産規模と環境負荷と
の関係を研究、投資・貿易に及ぼす影響の明⽰的
研究ではない。 
Antweiler et. al 
(2001) 
 出典：京都⼤学(2014)に基づき、筆者が加筆・修正と作表。 
注 1）テーマは、筆者の研究との関連でフォーカスしたものであり、⽂献のタイトルと異なる。 
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 表 1-3 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル構築に資する指標に関する先⾏研究 
指 標 内  容 著 者 
新たな評価⼿法
の提案 
貿易や消費に伴う環境負荷を測る指標例
を提⽰、消費ベース指標と⽣産ベース指標を
定 義 し 、 更 に 多 地 域 間 産 業 連 関 モ デ ル
（MRIO）に基づく個別国間の環境負荷の相
互関係を評価する⼿法を⽰した。先⾏の指標
についてもよく取りまとめている。 
京都⼤学(2014) 
ｴｺﾛｼﾞｶﾙ・ﾌｯﾄﾌﾟ
ﾘﾝﾄ 
環境から国家等の経済システムに流⼊する
物質やｴﾈﾙｷﾞｰと経済ｼｽﾃﾑから環境に流出す
る物質とｴﾈﾙｷﾞｰに関し、ｼｽﾃﾑを維持するため
に必要な⼟地や⽔域の⾯積を合計した指標。 
スｳｨﾘｱﾑ・ﾘｰｽ 他 
(1993) 
 
ﾊﾞｰﾁｬﾙ・ｳｫｰﾀｰ 財やｻｰﾋﾞｽの⽣産過程で直接・間接に使われ
る⽔の量。ﾊﾞｰﾁｬﾙ･ｳｫｰﾀｰを念頭に、財・ｻｰﾋﾞ
ｽを国境を越えてやりとりするﾊﾞｰﾁｬﾙ･ｳｫｰﾀｰ
貿易の概念に基づく環境負荷の移転検討が
可能。 
J. Anthony Allan 
(1990 年代前半) 
ﾊﾞｰﾁｬﾙ・ｶｰﾎﾞﾝ、
ｴﾝﾎﾞﾃﾞｨﾄ ・ﾞｶｰﾎﾞ
ﾝ、ｶｰﾎﾞﾝ・ﾌｯﾄﾌﾟ
ﾘﾝﾄ 
温室効果ガスに関し、⽣産者責任に基づけ
ば、炭素集約度の⾼い財を輸⼊し、炭素集約
度の低い財を⽣産すれば、⾃国の排出量を削
減できる。炭素ﾘｰｹｰｼﾞの問題の発⽣である。
⼀⽅、排出源がどこであるかを問わず、最終
消費者の消費者責任に問うこともできる。こ
うした貿易や消費に体化した 排出量を推計
する指標。 
Wyckoff and Roop 
(1994),  
Peters and Hertwich 
(2008), 
Atkinson et al. 
(2011), 
OECD 
(2011) 
ﾊﾞｰﾁｬﾙ・ﾗﾝﾄﾞ 輸⼊される農産物の⽣産に必要な⼟地⾯積
を表す。⼟地⾯積の評価であり、ｴｺﾛｼﾞｶﾙ・ﾌ
ｯﾄﾌﾟﾘﾝﾄと似ているが、ﾊﾞｰﾁｬﾙ・ﾗﾝﾄﾞは物質フ
ロー分析に基づく算出であり、特定の農産物
の⽣産位置に依存する評価も可能。 
Wichelns(2001)のﾊﾞｰ
ﾁｬﾙ・ｳｵｰﾀｰの概念応
⽤に基づき
Würtenberger et al. 
(2006)が定義 
出典：京都⼤学(2014)に基づき、筆者が加筆・修正と作表。 
 
（２）先⾏研究に基づく廃棄物発⽣量のカウントに関する本研究のスタンス 
 
環境負荷のカウントに関する京都⼤学(2014)の⽤語定義を筆者が加筆・修正し、本論⽂の
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出のスタンスを、⽣産ベース指標と消費ベース指標の関
係で以下に⽰す。 
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⽣産ベース指標： 対象となる国や地域の地理的な範囲内での⽣産に直接投⼊される⾃然
資源の量や、それに伴って⽣じる廃棄物の排出量その他の環境負荷を測る指標である。消費
ベース指標とは逆に、⽣産に伴う環境負荷であれば、製品が輸出されて海外で消費されたと
しても、指標に算⼊することになる。 
消費ベース指標： 消費される財・サービスとこれらの⽣産に⽤いられる中間財の⽣産に
必要とされる、⾃然資源の投⼊と⽣産に伴って⽣じる廃棄物の発⽣量である。ただし、ここ
でいう⽣産は、消費が⾏われる国や地域の地理的な範囲内で⾏われたものに限らない。従っ
て、開放経済を前提とした場合、財の⽣産に伴って他の国や地域で⽣じた環境負荷も指標に
計上する。逆に、国内で⽣産されたものの、その後輸出され、最終財の消費が海外で⾏われ
る分については計上しない。、消費ベース指標にせよ、⽣産ベース指標にせよ、環境負荷の
発⽣源は⽣産活動を想定しており、最終消費者が製品等を直接利⽤する際に⽣じた環境負
荷は含まないが、その製品等が消費後に廃棄物となった場合は、それを指標に計上する。 
公平性（不公平感）を考慮した場合、消費や⽣産における直接の利⽤量のみならず、投資・
貿易を介した間接的な利⽤量を含めて評価することが適切と考えられる。消費ベース指標
は、こうした公平性評価に⽤いることができ、本論⽂の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算
出の基本的スタンスである。尚、筆者の研究では、⾃国内で⾃国の消費のために発⽣した廃
棄物発⽣量は、海外直接投資・貿易とは関係ないため指標に含まない。 
 
１．２．３ 本本研究の意義 
 
本研究に求められるのは、学術的(含、理論的)意義と実務的貢献の意義である。 
  
（１）学術的（含、理論的）意義 
 
⽇系企業等の先進国が、中進国等へ進出したあるいは進出する場合に、双⽅向の海外直接
投資や貿易（輸出⼊）に起因した公害等の環境負荷により国際間の紛争が⽣じることがある。
この負荷は、今までのように先進国が途上国で発⽣させる負荷だけに着⽬して評価するの
ではなく、相互の関係の結果としての直接的間接的な不均衡を評価する必要がある。 
 学術的（理論的）意義は、⼆地域間双⽅向の海外直接投資と貿易の両経済活動に起因する、
廃棄物発⽣の不均衡（不公平感）と負荷（総廃棄物発⽣量）を評価する指標を⼀般式として
定義することである。 
 
（２）学術的成果の政策⽴案等への活⽤意義（実務的意義） 
 
 しかし、前項のような不均衡（不公平感、迷惑をかける度合い、責任）と負荷について、
特に廃棄物（CO2 のように国を跨いで⾃由に移動する気体ではなく、発⽣、蓄積及び処理
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過程が⽐較的明確にも関わらず）発⽣に関する客観的な評価指標が存在せず、紛争の調停が
円滑に進まないのが国際間の状況である。現状の海外直接投資・貿易に起因する廃棄物に関
する発⽣不均衡が評価でき、政策のツールとして、更に利害関係者との協議の場で使⽤でき
る実務的な管理指標に基づくツールが必要である。 
学術的成果の政策⽴案等への活⽤意義（実務的意義）の⼀つ⽬は、上記の⼀般式としての
⼆地域間双⽅向の海外直接投資と貿易の両経済活動に起因する廃棄物発⽣の不均衡と負荷
の指標を⽤いて、分かりやすい不均衡と負荷を評価するためのツールを作成し、現状を分析
することである。このため、指標の算出とツールの作成は、産業連関分析等の詳細な解析を
実施しなくても可能であり、容易に害関係者間で協議するための客観的簡易な共通の尺度
として活⽤できるものである必要がある。これらが今後の利害関係者間の円滑な協議を進
める⼀助となる。⼆つ⽬は、上記の現状分析に基づき、⽇系企業が円滑に中進国・発展途上
国に海外直接投資・貿易で進出するための政策⽴案に資する提⾔を⾏うことである。 
 また、政策等への指標とツールの活⽤は、海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣の不
均衡と負荷の適正化を先進国や中進国・発展途上国間で協議する場において、⼀⽅的な責任
論の議論に終始させず、管理指標とツールという数値に基づく客観的な状況を把握した議
論を導き、前向きな議論展開に資することができる。本研究は、先進国と中進国・発展途上
国間の円滑な経済活動が展開される研究の⼀環となり、⼤変意義のある研究である。 
 
１．３ 本論⽂の構成 
 
本論⽂の構成は図１−１に⽰すとおりである。第１章の「序論」で、研究の背景、⽬的と
意義（含、先⾏研究）を⽰す。第２章の「海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡
評価⼿法の開発」では、海外直接投資・貿易に起因する⼆国間相互で発⽣する廃棄物量の不
均衡と両国の廃棄物発⽣量を評価する理論式としての廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを
定義する。同ベクトルは、マクロなあるいはミクロな視点で算出対応可能である。この章の
記載は、井上常史 他（2018）に関連している。また、指標開発のための基礎となる検討対
象国の廃棄物発⽣量の推定式を構築する。第３章の「廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事
例研究」では、⽇本と相⼿国（検討対象国）間で相互に発⽣する廃棄物量の不均衡と両国の
負荷の現状分析を実施する。このため、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析
を実施の上、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善を検討する。第 5 章の「廃棄物発⽣不
均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性」では、本研究に関する先⾏研究が乏しい中、廃棄物
発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性について分析する。第６章の「研究の結論・展
望・提⾔」では、全章を整理・総括すると共に、研究の展望を記し、事例研究に基づいた政
策⽴案に資する提⾔を述べる。第４章の「第２章と３章に関する関する廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトル補正の試算」は、第６章の展望内容と関連する廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクト
ルの精度向上に関する試算である。 
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図 1-1 本論⽂の構成 
 
  第１章　序論  
  1.1 研究の背景
　1.1.1 二国間における経済活動に伴う環境負荷検討の必要性  
  1.1.2 二国間関係の環境負荷の一環としての廃棄物発生の位置づけ　
1.2 研究の目的・先行研究・意義
　1.2.1 本研究の目的
　1.2.2 先行研究
　1.2.3 本研究の意義
1.3 本論文の構成
   
2.1 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの構築 3.1 相手国（検討対象国）
 　2.1.1 当研究における廃棄物の概念 　 3.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの
   2.1.2 記号と添え字の意味 　 　　 算出方法と使用データ　
 　2.1.3 二国間廃棄物発生量の意味 　  　3.2.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出方法　
 　2.1.4 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの定義 　 　3.2.2 使用データ
　2.1.5 廃棄物不均衡・負荷ベクトル分布の意味 3.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出結果
　2.1.6 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの合成・分解 　3.3.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの日本と相手
2.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出方法           国間の合計値
　2.2.1 海外直接投資・貿易（輸出入）・国内生産額  　3.3.2 日本と相手国毎の廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル　
　2.2.2 海外直接投資・貿易（輸出入）・国内生産額 　3.3.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの成分を用いた指標と
         と廃棄物の発生量 　　　 　廃棄物発生不均衡・負　荷ベクトル分布の関係
2.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出の基本となる 3.4 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析
　　廃棄物発生量 　3.4.1 基準ケースと影響要因
　2.3.1 廃棄物発生量の使用データと廃棄物発生量 　3.4.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの感度分析の結果
         の推定の必要性 3.5 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの改善
　2.3.2 各国の廃棄物発生量の推定 　3.5.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル改善のアプローチ
2.4 第2章のまとめ 　　　 　と影響要因
　 　3.5.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルのアプローチ毎
 　        の改善効果
3.6 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル改善対象国の検討
　3.6.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル改善対象国
          の検討の必要性と対象国
　3.6.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルで早急な改善
　　　　　が必要とされる国
3.7 第3章のまとめ
第４章　第２章と３章に関する廃棄物発生不均衡・負荷
　　　　　ベクトル補正の試算
4.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル補正の必要性
     と補正係数
4.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの補正結果
　4.2.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル（補正済）の日本
         と相手国間の合計値
　4.2.2 相手国毎の廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル(補正済)
4.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの補正前後の比較
　　　と今後の取り組み
4.4 第4章のまとめ
第５章　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性
5.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの算出ロジック
5.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出の基礎データと対象国
　5.2.1 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出に用いた統計データ
　5.2.2 日本と関係する研究対象29ヶ国の選定
5.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出結果の既存文献結果等との整合性
5.4 影響要因が廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出結果に及ぼす影響
　5.4.1 事例研究で業種区分をせず算出したことによる結果への影響
　5.4.2 感度分析による各影響要因の廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出結果への影響
5.5 第5章のまとめ
　
第６章　研究の結論・展望・提言
6.1 研究の結論
　6.1.1 海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発生不均衡評価手法の開発
　6.1.2 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの事例研究
　6.1.3 廃棄物発生不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性
6.2 研究の展望
　6.2.1 有害廃棄物等の廃棄物強度区分の導入
　6.2.2 相手国の廃棄物環境負荷受入容量による補正
6.3 政策への提言
第２章　海外直接投資・貿易に起因する廃棄
　　　　　物発生不均衡評価手法の開発 第３章　廃棄物発生不均衡・負荷ベクトルの事例研究
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第２章 海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡評価⼿法の開発    
 
２．１ 廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の構築 
 
検討対象を以下国及びそれに準じる経済体とするが、本章以降は便宜上「国」と標記し説
明する。 
 
２．１．１ 当研究における廃棄物の概念 
 
 各国内における廃棄物発⽣のフローと廃棄物の種類の関係を⽰した（図２−１）。資源の
投⼊から始まり、図２−１の系内の⼯場で製品・材料等が⽣産され、これらは他⼯場で使⽤
されたり、⾃⼯場で使⽤される。病院等においても製品・材料等が使⽤される。系内の建設
現場では建築物や⼟⽊構築物が建設され、その後解体される。系内のこの過程で発⽣した不
要物が、「産業廃棄物」である。⼀般消費のため、系外に搬出された製品・原材料等は消費
（使⽤）後に、「⼀般廃棄物」として処理される。各廃棄物は、特に毒性のようなリスクが
⾼く特別な扱いが必要な有害廃棄物も含む。 
これらの廃棄物は、分別、収集・運搬及び中間処理の過程を経て、最終的に処理しきれな
かった廃棄物は、基本的に適正に最終処分場に埋め⽴てられる。また，処理に窮し不適正に
貯蔵、不適正に投棄される廃棄物も存在する。⼀部の廃棄物は再⽣資源として、貿易（輸出
⼊）される。 
当研究で対象とした環境負荷としての廃棄物は、図２−１に⽰す⼀次的に発⽣する処理・
処分前の産業廃棄物、⼀般廃棄物及び輸出⼊に伴う廃棄物である。 
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 図 2-1 各国内の廃棄物発⽣フロー 
 
２．１．２ 記号と添字の意味 
 
廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 算出に⽤いた記号と添字の意味を、表２−１に⽰し
た。右上付き添字の（ij）は⽂字の順番で地域間の因果関係を⽰している。左側記載の i 国
が原因国、右側記載の j 国が相⼿国になる。右下付き添字は、海外直接投資貿易の形態（c）、
廃棄物種（w），業種（産業）（b）及び⻄暦年（t）を⽰している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  消費・使⽤
⽣産・操業
・建設等
再利⽤  
  分別 不適正貯蔵産業廃棄物 分別
廃棄物
直接輸⼊   収集・運搬
不適正投棄
産業廃棄物 収集・運搬
 ：廃棄物の⼀次
  発⽣を⽰す。
中間処理
（含、焼
適正最終処分
(埋⽴)産業廃棄
物
中間処理
（含、焼
 
資
源
投
⼊ 再利⽤
 
[系内:⼯場、建設
    現場、病院等]
製品・材料
・構築物等
産業廃棄物発⽣
(含、有害廃棄物）
⼀般廃棄物発⽣
（含、有害廃棄
物）
不適正貯蔵
⼀般廃棄物
不適正投棄
⼀般廃棄物
適正最終処分(埋
⽴)⼀般廃棄物
 廃棄物直接輸出
：系内：⼯場、建設
：再利⽤ ：通常の流れ
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表 2-1 記号と添字の意味 
式 No 記号 意  味 単位 
(2.1)   ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐  廃棄物不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ：（݀௖௪௕௧௜௝ ，ݏ௖௪௕௧௜௝ ）	
ሺiൌ1,2,⋯n；jൌ1,2,⋯nሻ，ሺn：対象国の数ሻ 
― 
(ﾍﾞｸﾄﾙ) 
(2.1)   ݀௖௪௕௧௜௝  ⼆国間廃棄物発⽣の差：ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜  百万 t/年 
(2.1) ݏ௖௪௕௧௜௝  ⼆国間廃棄物発⽣の和：ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜  同上 
(2.1)’ ݓ௖௪௕௧௜௝  ⼆国間廃棄物量（ݓ௖௪௕௧௝௜ は、逆⽅向の発⽣量） 同上 
(2.2) |	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ | 廃棄物不均衡・負荷ベﾍﾞｸﾄﾙの⼤きさ：|	 ࢃࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ |ൌ൛2൫ݓ௖௪௕௧௜௝ 	 ଶ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ 	 ଶ൯ൟ
ଵ/ଶ 同上 
式 No	 添字	 意  味 単位 
共通	 i 原因国 − 
共通 j 相⼿国 − 
共通 c 投資・貿易の形態 c=1：海外直接投資，c=2：製品・材料等の輸⼊，c=3：
製品・材料等の逆輸⼊，c=4：廃棄物の直接輸出， 
 
− 
共通 w 廃棄物の種類 w=1：産業廃棄物，w=2：⼀般廃棄物，w=3：有害産業廃
棄物(w=1 産廃の内数)，w=4：有害⼀般廃棄物(w=2 ⼀廃の内数)，w=5：
w=1 と 2 の合計 
 
− 
共通 b 廃棄物を発⽣する業種（ISIC (Rev4) 注１）） − 
共通	 t 算出対象となる⻄暦年 − 
注１）ISIC：International Standard Industrial Classification 国際標準産業分類。国連の統計委員会が定め
る産業分類であり、⽇本標準産業分類もこれとの⽐較可能性の向上を図っている。 
 
２．１．３ ⼆国間廃棄物発⽣量࢝ࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の意味 
 
廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ を算出するための基礎となる⼆国間廃棄物発⽣量と
してのݓ௖௪௕௧௜௝ （i 国が原因国、j 国が相⼿国）とݓ௖௪௕௧௝௜ （j 国が原因国、i 国が相⼿国）の関係
を、n ヶ国の関係として図２−２に⽰した。 
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図 3-? ⼆国間廃棄物の発⽣ 
図 2-2 ⼆国間廃棄物の発⽣ 
 
(1) ݓଵ௪௕௧௜௝ （c=1 の場合：海外直接投資） 
 
i 国が原因国で相⼿国の j 国に海外直接投資で⼯場等を建設し、j 国内での建設・操業等
により i 国が j 国内に廃棄物を発⽣させた量である。 
 
(2) ݓଶ௪௕௧௜௝ （c=2 の場合：輸⼊） 
 
i 国が原因国で相⼿国である j 国からの製品・材料等の輸⼊により(⽣産はｊ国内)、i 国
が廃棄物を j 国内で発⽣させた廃棄物量である。 
 
(3) ݓଷ௪௕௧௜௝ （c=3 の場合：逆輸⼊の調整） 
 
製品・材料等の逆輸⼊による廃棄物の発⽣量である。逆輸⼊は両国間の直接投資と貿易が
相互に関連している。原因国の i 国が投資により相⼿国の j 国に進出し i 国資本の⼯場等
を建設する。i 国が j 国内で⽣産したこの製品等を i 国が j 国から輸⼊したことにより、こ
の製品等に伴い j 国で発⽣する廃棄物量である。上記の①と②により発⽣する⼆国間廃棄物
                        1 国（j=1） 
  
	 ݓ௖௪௕௧௜ଵ  ( i 国起因 1 国発⽣) 
 
 
ݓ௖௪௕௧ଵ୧   
               ( 1 国起因 i 国発⽣)  
 
i 国                           j 国              
ݓ௖௪௕௧௜௝ ( i 国起因 j 国発⽣) 
 
 
ݓ௖௪௕௧୨୧ ( j 国起因 i 国発⽣) 
                           
                    
                                          n 国（j=n） 
              ݓ௖௪௕௧௡୧ 	 ሺ	 n	 国起因	 i	 	 国発⽣ሻ	  
 
 ݓ௖௪௕௧௜௡ ( i 国起因 n 国発⽣)  
 
 
                 
 
 
  
 
第２章 海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡評価⼿法の開発 
                                          
24 
 
を個別に算出すると、逆輸出分の⼆国間廃棄物をダブルカウントするのを避けるための調
整量である。 
 
(4) ݓସ௪௕௧௜௝ （c=4 の場合：廃棄物の直接輸出） 
 
i 国が原因国で、相⼿国である j 国に廃棄物を直接輸出し j 国に廃棄物を移転させた量
である。 
 
(5)⼆国間廃棄物発⽣量算出の注意点 
 
図２−２の中央のݓ௖௪௕௧௜௝ の⽮印は、上記（1）項〜（4）項で説明した⼆国間廃棄物発⽣量
の和であり、ݓ௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓଵ௪௕௧௜௝ ൅ ݓଶ௪௕௧௜௝ െ ݓଷ௪௕௧௜௝ ൅ ݓସ௪௕௧௜௝ を意味している。ݓ௖௪௕௧௝௜ も同様であり、 
ݓ௖௪௕௧௝௜ ൌ ݓଵ௪௕௧௝௜ ൅ ݓଶ௪௕௧௝௜ െ ݓଷ௪௕௧௝௜ ൅ ݓସ௪௕௧௝௜ となる。理解のため、図２−３に⽇本とアメリカの
関係の説明図を⽰した。 
 
 
図 2-3 ⽇本とアメリカ間の⼆国間廃棄物発⽣の分解例 
 
対象廃棄物の種類は、２．１．１節と２．１．２節（含，図２−１、表２−１）に記載し
た。上記(1)〜(4)の⼆国間廃棄物発⽣量の具体的算出⽅法を２．２．２節に、各種⽤語の説
明と共に⽰した。 
 i 国内の i 国に起因する、あるいは、j 国内の j 国に起因する廃棄物のように、直接投資・
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貿易とは関係なく（相⼿国と相互の関係なく）⾃国内の⾃国のための⽣産に起因する廃棄物
も発⽣する。しかし、本研究の⽬的は、海外直接投資・貿易と廃棄物発⽣の不均衡・負荷の
評価であり、⾃国内の⾃国に起因する廃棄物発⽣は研究の対象外とした。 
 
２．１．４ 廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の定義 
 
廃棄物不均衡・負荷ベクトルは、i 国に起因し j 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量（ݓ௖௪௕௧௜௝ ）
と j 国に起因し i 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量（ݓ௖௪௕௧௝௜ ）の差݀௖௪௕௧௜௝ ሺൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻ
を x 成分、和ݏ௖௪௕௧௜௝ ሺൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻを y 成分とする⼆次元ベクトルとして定義する（（２．
１式）と（２．１）ʼ式及び図２−４）。 
 
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（݀௖௪௕௧௜௝ ，ݏ௖௪௕௧௜௝ ）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ሺ2.1ሻ	
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（൫ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯，൫ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯）・・・・・・・・・・・・・・・・ሺ2.1ሻ’	
ሺiൌ1,2,⋯n；jൌ1,2,⋯nሻ，ሺn：対象国の数ሻ	
|	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 	|ൌሺ݀௖௪௕௧௜௝
ଶ ൅ ݏ௖௪௕௧௜௝
ଶ ሻଵ/ଶ 、       （|	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 	| ： ベクトルの⼤きさ）	
ൌ ൛2൫ݓ௖௪௕௧௜௝ 	 ଶ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ 	 ଶ൯ൟ
ଵ/ଶ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ሺ2.2ሻ         
図 2-4 廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
y軸  
ݓܿݓܾݐ݆݅ ൌ 0                 ݓܿݓܾݐ݆݅ ൌ 0 
ライン      ﾍﾞｸﾄﾙ分布範囲      ライン 
   
 ݏܿݓܾݐ݆݅  
 
                  ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐  
                            
  
      
 
                              x軸 
         0     ݀ܿݓܾݐ݆݅   
ݏܿݓܾݐ݆݅ ൌ ݓܿݓܾݐ݆݅ ൅ ݓܿݓܾݐ݆݅      ݀ܿݓܾݐ݆݅ ൌ ݓܿݓܾݐ݆݅ െ ݓܿݓܾݐ݆݅  
（二国間廃棄物発生量の和），   （二国間廃棄物発生量の差）  
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２．１．５ 廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 分布の意味 
 
（１）廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 分布の理論上の意味 
 
 ①݀௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ＞0（第Ⅰ象限）であれば、i 国が j 国 に⼆国間廃棄物をより 
多く発⽣させている（図２−４）。 
 ②݀௖௪௕௧௜௝ ＜0（第Ⅱ象限）であれば、j 国が i 国に⼆国間廃棄物をより多く発⽣させてい 
る。 
 ③݀௖௪௕௧௜௝ ＝0 の時、i 国と j 国間の⼆国間廃棄物の発⽣量が等しく、ベクトルは y 軸に沿 
い x 軸に垂直になる。 
 ④ݏ௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ 、負荷は常に正値であり、⼆国間廃棄物発⽣量の和を⽰し、 
値が⼤きいほど⼆国の直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣量が⼤きく、環境負荷も結果 
的に⼤きくなる。 
 ⑤廃棄物不均衡・負荷ベクトルは図２−４に⽰したように、ݓ௖௪௕௧௝௜ ൌ0 と ݓ௖௪௕௧௜௝ ൌ 0のラ 
インの間に分布する。 
 
（２）両国に不公平感を与えない廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の分布 
 
廃棄物の発⽣のみを考えれば、廃棄物不均衡・負荷ベクトルの⼤きさ（２．２）式	 が⼩
さくなればなるほど、海外直接投資・貿易活動による廃棄物発⽣不均衡、両国間の廃棄物発
⽣量依存が⼩さく（廃棄物発⽣量が均衡する）、且つ両国の廃棄物発⽣による環境に与える
負荷、両国の廃棄物発⽣総量も⼩さくなる（図２−４）。このような状況が、両国に不公平
感を与えず、且つ廃棄物環境負荷最⼩化の⾯から望ましい。しかし、これは両国の経済活動
の成⻑は無視した理論上の話であり、実際はある程度の経済成⻑を図りつつ、不公平感のな
い廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布を⽬指す必要がある。また、経済的合理性から資源
分布の地球規模での偏在性に基づき、廃棄物発⽣の不均衡を容認することも困難である。 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル開発の経緯は、１．１節の研究の背景で説明したように
以下のとおりである。 
国と国を分けている隔たり・障壁が⼩さくなり、国際間の海外直接投資や輸出⼊が⾃由に
実施される⽅向に向かう場合、企業の海外進出が前提となる。ある国で他国資本の⼯場が建
設・操業されるとそこで発⽣する環境負荷（廃棄物発⽣、⼆酸化炭素の発⽣、⽔質の汚染等）
は、他国資本に起因し、そのメリットもかなりの部分他国資本が受けるにも関わらず、環境
負荷は投資先で発⽣する。これに対し投資先の利害関係者は、感情⾯も含めた不公平感・ス
トレスを受ける。また、貿易（輸出⼊）の場合も同様で、輸⼊した製品は輸出国で⽣産され、
この環境負荷は輸出国で発⽣し、輸出国の住⺠は不公平感・ストレスを受ける。このような
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不公平感・ストレスに基づく問題は、まず⼆国間関係で明確になってくる。また、問題が⽣
じた場合、関係⼆国間の協議により関係改善が始まるのが⼀般的である。これらを地域集約
していけば、もちろん多国間の国際関係になる。この問題の解決策を⼀気にグローバルに多
国間関係で解決できればベストであるが、組織的にも，時間的にも⾦銭的にも余裕のない⺠
間企業としては困難な課題となる。更に、⼆国間の関係改善を積み重ねればグローバルな歪
を解決することに繋がる。グローバルな歪解決策の⼀環として、あえて⼆国間の関係にフォ
ーカスした。また、直近の国際間の取り組みを⾒た場合、⽶国⼤統領や英国の EU 離脱等を
例として、相対的に⼆国間の国際関係からのアプローチの重要性が再認識されてきている。 
上記の背景から下記の前提条件を設け、どのような廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分
布が、不公平感の少ない分布であるかを考察する。 
 
前提条件 1： x 軸の廃棄物発⽣不均衡（݀௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ）の均衡化を、y 軸の
廃棄物発⽣負荷（ݏ௖௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ）の削減よりも重視し、現状の均衡化を図る。 
前提条件 2： 廃棄物発⽣負荷については、現状より増加させないことを前提に柔軟に対
処する。 
 
上記の⼆つの条件に基づいた場合の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布の⽬標を、図２
−５に薄い緑⾊の範囲で⽰した。 
 
                        y 軸：環境に与える負荷を⽰す軸 
                 ݏ௖௪௕	 ௧ଵ௜௝ （y 軸⽅向は柔軟に対応）                
                        
               ݏ௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝  
 
    
   
 
                             x 軸：廃棄物発⽣不均衡 
                             （不公平感を⽰す軸） 
        ―݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝    ݀௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝       ݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝  
     塗潰しの範囲： |݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝ |―|݀௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝ | >0 , s݀௖௪௕	 ௧ଵ௜௝ ―ݏ௖௪௕	 ௧ｎ
௜௝  >0 ,    (n：年) 
図 2-5 両国に不公平感を与えない廃棄物不均衡・負荷ベクトル分布 
ࢃࢂࢉ࢝࢈	 ࢚૚࢏࢐  
ࢃࢂࢉ࢝࢈	 ࢚࢔࢏࢐  
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前提条件の 1 に基づけば、y 軸⽅向の廃棄物発⽣の負荷ݏ௖௪௕௧௜௝ は、各国の資源分布の偏在に
よる産業構造の特徴等に依存する。例えば、相⼿国からの輸⼊により、廃棄物発⽣の不均衡
を⽣じる場合は、相⼿国が必要な財を廃棄物発⽣不均衡に⾒合う分輸出する。それが困難な
場合は、相⼿国への直接投資を控え、できるだけ相⼿国の直接投資を受け⼊れる。それでも、
不均衡が改善できない場合は、相⼿国からの輸⼊を削減し、輸⼊国を多様化して他国から必
要な資源を輸⼊する。このような過程で、x 軸の廃棄物発⽣不均衡の均衡化を優先すると、
y 軸の廃棄物発⽣負荷が現状よりも増加することがある。 
これを回避するためには、廃棄物の発⽣を抑制する技術改善と海外直接投資・貿易そのも
のを政策的・政治的にコントロールする⽅法がある。これらの効果については、３．４節と
３．５節で感度分析による分析を実施する。 
 
（３）環境ガバナンスと廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
  基本的には前項の⽅針に従い、両国に不公平感を与えない廃棄物不均衡・負荷ベクトル
分布の改善を⽬指すべきである。しかし、環境ガバナンスの観点で、⽇本とアメリカ間にお
けるような先進国間の海外直接投資・貿易による不均衡に⽐較し、⽇本と中所得国以下との
国の関係における廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布の持つ意味は異なる。 
 先進国間では、不均衡の改善について両国が⾃ら問題の解決に取り組むことができる可
能性が⾼い。⼀⽅、中所得国以下の国においては、法整備及び廃棄物発⽣抑制等に関する技
術⼒が相対的に低く、⾃ら改善するのに限界がある。 
その⼀例として、廃棄物の不法投棄が挙げられる。これは、統計上の廃棄物発⽣量に現れ
ない廃棄物であり、実際にはこれらの不法投棄による公害等の環境負荷の発⽣が、中所得国
以下の相⼿国の不公平感を助⻑する原因となっている。例えば、タイの産業廃棄物発⽣量の
1/3 が不法投棄されている可能性があると⾔われており、特にその中に有害廃棄物が含まれ
ていることが問題視されている。 
後述の２．３節における本研究の産業廃棄物発⽣量と⼀般廃棄物発⽣量の推定式は、
OECD 等の先進国の総固定資本形成ストックと廃棄物発⽣量に基づく、基本的に所有設備
から発⽣する廃棄物発⽣量を推定している（含、不法投棄分）。従って、この推定廃棄物発
⽣量から、各国の統計上の廃棄物発⽣量を減じることにより、不法投棄分と各種の誤差を含
む廃棄物量を推定することができる。また、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出において、
推定式を⽤いた廃棄物発⽣量を⽤いれば、廃棄物の不法投棄を含んだ廃棄物発⽣不均衡・負
荷ベクトルを得ることができる。 
従って、本研究の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは、環境ガバナンスの観点からも海外
直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡（不公平感）を把握するためのよい指標となっ
ている。⼀例として、図２−６に⽇本とタイ国間の不法投棄分考慮前後の廃棄物発⽣不均
衡・負荷ベクトル分布を⽰した。算出⽅法等の詳細については、第２章と第３章に詳述した。 
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 図 2-6 ﾀｲの不法投棄分考慮前後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
２．１．６ 廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の合成・分解 
 
 本ベクトルは、添字ごとに合成・分解して表現することができるので、ASEAN，EU のよ
うな地域間（経済体間）で、合算したり、更に細分して解析することが可能である。 
２．１．３節（１）〜（４）に基づき算出する廃棄物不均衡・負荷ベクトルは次式で記載
できる。 
ࢃࢂࢉ࢝࢈ܑ࢚ܒ ൌ ቀ（ࢃࢂ૚૚࢈࢚	ܑܒ െࢃࢂ૜૚࢈࢚	ܑܒ ） ൅ （ࢃࢂ૚૛࢈࢚	ܑܒ െࢃࢂ૜૛࢈࢚	ܑܒ ）ቁ	 ൅ሺࢃࢂ૛૚࢈࢚	ܑܒ ൅ࢃࢂ૝૞࢈࢚	ܑܒ ሻ  
投資に起因する項は添え字の c=1、貿易に起因する項は添え字 c=2,4、及び調整項は添え
字 c=3 で⽰している。 
 
２．２ 廃棄物不均衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ の算出⽅法 
 
２．２．１ 海外直接投資・貿易（輸出⼊）・国内⽣産額 
 
 各国では、経済の動きを、⽇々の活動、お⾦の動き、企業間の取引、海外との取引、財産
（資産）の状況等について、会社の財務諸表のように相互に整合的にまとめた国連基準の統
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計としての国⺠経済計算を実施している。この⼀環として産業連関表が作成され、国を含む
ある地域の産業の構造を把握したいときによく利⽤されている。これは、「ある地域におい
て、フローとしての⼀定期間（通常１年間）に、産業（企業）、政府、家計などの経済主体
が⾏った、財（物）・サービスに関する取引を⾏と列の⾦額の表としてまとめたものである。
経済を構成する様々な産業は、相互に結びつきながら⽣産活動を⾏っており、ある 1 つの
産業部⾨は、他の産業部⾨から原材料や燃料などを購⼊し、これを加⼯して別の財・サービ
スを⽣産し、さらにそれを別の産業部⾨に対して販売している。購⼊した産業部⾨は、それ
らを原材料等として、また、別の財・サービスを⽣産する。消費者も、雇⽤者や事業主とし
て⽣産活動に関わり、そこで得た収⼊で財・サービスを購⼊すること等で様々な産業と結び
ついている。このような財・サービスの「購⼊→⽣産→販売」という連鎖的なつながりを表
したのが産業連関表である（さいたま市(2005)等の説明に基づく）」（図２−５）。 
詳細は後述するが、地域外との取引については、輸出と輸⼊（貿易）で⽰され、（対内）
海外直接投資のような地域外から地域内へ受け⼊れる投資は総固定資本形成に含まれてい
る。国内で⽣産された、これらを含む⽣産物の合計価格が国内⽣産額として⽰されている。
これは国内総⽣産額の GDP とは異なる概念であり、国内⽣産額＝GDP＋中間投⼊、であ
る。 
表２−２の産業連関表は、簡略化して説明するため、第 1 次産業、第 2 次産業と第 3 次
産業という⼤枠で、構成している（実際には産業は細分して表⽰される）。よく使⽤される
GDP（国内総⽣産額）との関係でこの産業連関表の構造を説明する。 
 
（１）分配（所得）⾯からのアプローチ 
 
表の左下の粗付加価値を縦（列）⽅向に⾒ると、分配（所得）⾯からのアプローチとなり
（実践の緑の枠内）、第 1 次産業〜第 3 次産業のそれぞれの列が雇⽤者所得と営業余剰等か
ら構成されており、各産業の粗付加価値の計（E）が GDP となる。 
 
（２）⽣産⾯からのアプローチ 
 
表の左側全体を縦（列）⽅向に⾒ると、⽣産⾯からのアプローチとなり（⾚点線枠内）、
第 1 次産業は、第 1 次産業そのもの、第 2 次産業と第 3 次産業から財・サービスを原材料
として購⼊し、これを加⼯することによって第 1 次産業の粗付加価値を加え、⽣産を⾏っ
ている。第 1 次産業〜第 3 次産業の国内⽣産額（P：会社のの総売り上げに相当する）から
第 1 次産業〜第 3 次産業の中間投⼊（D）を減じたものが、第 1 次産業〜第 3 次産業の粗
付加価値の計（E）でありこれが GDP となる。 
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（３）⽀出（消費）⾯からのアプローチ 
 
表を横（⾏）⽅向に⾒ると、⽀出（消費）⾯からのアプローチとなり（⼀点鎖線⻘枠内）、
第 1 次産業で⽣産された⽣産物は、原材料等として第 1 次産業そのもの、第 2 次産業と第
3 次産業に販売され、残りは消費、投資や輸出等の最終需要部⾨に販売されている。国内⽣
産額計（P）から中間需要計（A）を減じたものが GDP＝最終需要（B）―輸⼊（C）、とな
る。 
 上記と表２−２の右下に記載したように、産業連関表では⽣産⾯、⽀出⾯と分配（所得）
⾯の三⾯等価が成⽴しているので、表中の各要素を未知数とした⽅程式を作成し解を導い
たり、各要素間の⽐率と他のデータと組み合わせたり、回帰分析等をすることにより、各種
⽬的の解析基礎データとして活⽤できる。 
 
表 2−２ 産業連関表の構造と貿易（輸出⼊）・海外直接投資・国内⽣産額 
 
 
２．２．２ 海外直接投資・貿易（輸出⼊）・国内⽣産額と廃棄物の発⽣量 
 
（１）海外直接投資、総固定資本形成と廃棄物発⽣量（c=1 の場合）ݓଵ௪௕௧௜௝  
 
 海外直接投資は、海外の⽣産設備への投資や不動産の売買と、逆に海外居住者による同様
の投資を意味する。典型例は、海外に⼯場を建てるケースであり、海外企業が発⾏する証券
や債券などの購⼊を通じて⾏う証券投資と区別される。総固定資本形成は、⼯場、機械、建
物など固定資産への当該期間の追加投資額である。海外直接投資を表２−２の販路構成（⾏）
で⾒た場合、地域外から地域内で受け⼊れる海外直接投資（対内海外直接投資）は、最終需
要の総固定資本形成にフローとしての内数で計上されている。 
 
第1次産業
第2次産業 産出（⾏）
第3次産業 販路構成
計（Ｄ）  
固定資本減耗 投  費
間接税注1） ⼊ ⽤  ◎ＧＤＰ（国内総⽣産、粗付加価値）と三⾯等価
雇⽤者所得   （列）  構 ①分配（所得）⾯： ＧＤＰ＝粗付加価値（Ｅ）
営業余剰    成 ②⽣産⾯： ＧＤＰ(粗付加価値（E）)＝国内⽣産額（P）―中間投⼊（Ｄ）
GDP
：計（Ｅ）   ③⽀出（消費）⾯： ＧＤＰ＝P国内⽣産額（P）―中間需要（A）
             ＝最終需要（B）−輸⼊（C)
注1）補助⾦控除、注2）含、海外直接投資。
中間需要（内⽣部⾨） 最終需要（外⽣部⾨）
輸⼊（Ｃ） 国内⽣産額(P=A+B-C)
中
間
投
⼊
第1次産業 第2次産業 第3次産業 計（Ａ） 消費 在庫 総固定資本形成注2） 輸出 計（Ｂ）
粗
付
加
価
値
産出額(P=Ｄ＋Ｅ)
供給部⾨／需要部⾨
  (売⼿／買⼿）
内
⽣
部
⾨
内
⽣
部
⾨
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 地域内の廃棄物の発⽣と産業連関表との関係を考察する場合、費⽤構成より販路構成で
⾒ると理解し易い。表２−２の左上の各産業の⽣産物が、各産業に原材料等として販売され
るが、この⽣産の時に産業廃棄物が発⽣する。更に、これら⽣産物が消費、投資や輸出に向
けて販売され、これらが消費廃棄される時に⽣産物は廃棄物となって⼀般廃棄物が発⽣す
る。廃棄物発⽣と密接に関連しているのは、設備投資により⽣産物を製造する設備であり、
設備の稼働に伴い廃棄物も発⽣する。本研究でのこれら廃棄物の区分については、２．１．
１節で詳述した。販路構成で設備と関連しているのは、対内海外直接投資（海外直接投資の
地域内受⼊分）を内数とする総固定資本形成である。総固定資本形成は、各国の設備投資の
⽬安としてよく⽤いられる。しかし、フローとして投下された設備投資を含む総固定資本形
成が、直ぐに廃棄物を発⽣するのではなく、ストックとしての総固定資本形成（過去からあ
る時点までに建設された設備の稼働）に廃棄物発⽣は関係していると推定される。 
 この関係を産業廃棄物と⼀般廃棄物に関して確認する。産業廃棄物発⽣量は、2010 年の
ユーロ 31 ヶ国（eurostat）と⽇本のデータ（環境省（２０１２））、及び総固定資本形成は同
年の対応データ（UNCTAD（2014））に基づき、両者に関する相関図を作成した（図２−
７）。各国の総固定資本形成ストックの直接的統計値は得られなかったので、6 年間の総固
定資本形成フローの累積値を使⽤した。 
総固定資本形成ストックと産業廃棄物発⽣量は、全体としてほぼ⽐例関係を⽰す。⼀点が
⼀ヶ国を⽰しており、原点とある国の⼀点を結ぶ直線の傾きは、単位総固定資本形成ストッ
ク当たりの産業廃棄物発⽣量を⽰し、この傾きが⼤きいとその国で稼働している設備は相
対的に産業廃棄物発⽣量が多い設備であると⾔える。また、ある国のこの傾きを原単位とし
て、活動量としてのある国の総固定資本形成の内数である対内海外直接投資ストック（ある
国への海外直接投資ストック）を乗じることにより、ある国における海外からの海外直接投
資に起因する産業廃棄物発⽣量を推定することができる。 
上記の説明が、2010 年のユーロ 31 ヶ国と⽇本の産業廃棄物を例とした、２．１．３節の
(1)項の⼆国間廃棄物発⽣量ݓଵ௪௕௧௜௝ （c=1 の場合）の算出詳細であり、この場合はݓଵ	 ଵ௕ଶ଴ଵ଴௜௝ と
表現できる。 
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 図 2-7 OECD 加盟国等の総固定資本形成ｽﾄｯｸと産業廃棄物発⽣量 
 
総固定資本形成ストックと⼀般廃棄物発⽣量の関係についても、産業廃棄物と同じ出典
のデータを⽤い同様な結果が得られる（図２−８）。原点とある国の⼀点を結ぶ直線の傾き
は、単位固定資本形成ストック当たりの⼀般廃棄物発⽣量を⽰し、この傾きが⼤きいとその
国で稼働している設備で発⽣した製品・材料等が消費された後に廃棄され⼀般廃棄物とし
て発⽣する廃棄物量が相対的に⼤きいと⾔える。また、国ごとのこの傾きを原単位として、
活動量としての総固定資本形成の内数である対内海外直接投資ストック（ある国への海外
直接投資ストック）を乗じることにより、ある国における海外からの直接投資に起因する⼀
般廃棄物発⽣量を推定することができる。 
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図 2-8 OECD 加盟国等の総固定資本形成ｽﾄｯｸと⼀般廃棄物発⽣量 
  
 上記の説明内容を⼀般式で表⽰すると、（２．３）式となる。i 国が原因国で相⼿国の j 国
に海外直接投資で⼯場等を建設し、j 国内での建設・操業等により i 国が j 国内に産業廃棄
物を発⽣させる。更に、⼯場等で⽣産された製品・原材料等の消費後に⼀般廃棄物を発⽣す
る。これらの⼆国間廃棄物発⽣量ݓଵ௪௕௧௜௝ （c=1 の場合：海外直接投資）の算出式は下記のと
おりである。 
 
 ݓଵ௪௕௧௜௝ ൌ ݓ௖௪௕௧	௝௝ ൈ ሺ݂݀݅ଵ௪௕௧௜௝ ／݂݃ܿ ௖݂௪௕௧௝௝ )・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2.3) 
 
（注）（ݓ௖௪௕௧	௝௝ ／݂݃ܿ ௖݂௪௕௧௝௝ ）は、第３．４節の「廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析」で使
⽤される変動要因としての、廃棄物発⽣総固定資本形成ストック原単位であり、⽇本と相⼿国に対する産
業廃棄物と⼀般廃棄物に算出可能である。また、⽇本と相⼿国の海外直接投資ストック（݂݀݅ଵ௪௕௧௜௝ ）も変動
要因としている。） 
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表 2-3 ⼆国間廃棄物発⽣量࢝ࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ 算出詳細の記号と添え字の意味 
式 No 等 
 
説  明 算出時利⽤データの出典 
(2.3) ݓ௖௪௕௧	௝௝ ： j 地域の各廃棄物発⽣量        (単位：百万 t/年) 本論⽂第 2.3 節に記載 
(2.3) 
 
݂݀݅ଵ௪௕௧௜௝ ： i 地域から j 地域への海外直接投資(ｽﾄｯｸとして、j 地域対内
海外直接投資 6 年間のﾌﾛｰ累積値使⽤)注 1）      
                        (単位：百万$/6 年) 
UNCTAD,Bilateral FDI 
Statistics2014 
(2.3) 
 
݂݃ܿ ௖݂௪௕௧௝௝ ： j 地域の総資固定本形成(ｽﾄｯｸとして 6 年間のﾌﾛｰ累積値を 
使⽤) 注 2）                   (単位：百万$/6 年) 
UNCTADSTAT,National 
accounts 
(2.4) ݓ௖ଵ௕௧	௝௝ ： j 地域の産業廃棄物発⽣量       (単位：百万 t/年) 本論⽂第 2.3 節 
(2.4) ݅݌ଶ௪௕௧௜௝ ：i 地域の j 地域からの製品・材料等の輸⼊額         
(単位：百万$/年)  
OECD.Stat, 
(2.4) ݋݌஼௪௕௧௝௝ ：j 地域の国内生産額                      (単位：百万$/年)  OECD.Stat, 
(2.5) 
 
(2.5) 
ݎ݅݌ଷ௪௕௧௜௝ ：i 国の j 地域における i 国法⼈からの製品・材料等の逆輸⼊ 
額                   (単位：百万$/年)  
ݏ݈ଷ௪௕௧௜௝ ： j 地域における i 国法⼈売上⾼           (単位：百万$/年) 
 
経済産業省 
廃 棄 物 直 接
輸出(除、有
害) 
産業廃棄物（除，有害）の輸出：OECD.Stat の Bilateral Trade in  
Goods by Industry and End-use (BTDIxE), ISIC 注 3） Rev.4 の 
D15,17,20,22,D241T31,D242T32,Waste 
 
OECD.Stat, 
有害廃棄物
直接輸出 
有害産業廃棄物の輸出：右記 環境省(2011) 
為替 2010 年の円と US ドル換算値：1＄=87.78(円／＄) IMF  
注1）フロー累積値とストック値の相関から、相関の⼀番⾼いフローの6年累積値採⽤、注2）ストック値が得られ
ず、fdiと同じ6年累積値採⽤、注３）ISIC：International Standard Industrial Classification 国際標準産業分類。国連
の統計委員会が定める産業分類であり、⽇本標準産業分類もこれとの⽐較可能性の向上を図っている。 
 
（２）貿易（輸出⼊）、国内⽣産額と廃棄物発⽣量（c=2 の場合）ݓଶ௪௕௧௜௝  
 
貿易もまた、表２−２の産業連関表の販路構成（⾏）で⾒ると、輸出と輸⼊として計上さ
れている。国内⽣産額（Ｐ）は、前述したように国内で⽣産に関連した設備投資・貿易（輸
出⼊）を含む販売の合計価格であり、中間⽣産物の価格も含んでいる。企業でいえば国内の
売上⾼の合計額である。⽣産物は地域内需要を上回る分として輸出に向けて販売される。国
内⽣産額は下記で⽰され、純輸出は産出額の内数になっている。 
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国内⽣産額（P）＝中間需要（A）＋最終需要（B）―輸⼊（C） 
            ＝中間需要＋（消費＋在庫＋総固定資本形成＋輸出）―輸⼊ 
            ＝中間需要＋（消費＋在庫＋総固定資本形成）＋（輸出―輸⼊） 
＝中間需要＋（消費＋在庫＋総固定資本形成）＋純輸出 
 
国内⽣産額（OECD.Stat）と産業廃棄物発⽣量は、全体としてほぼ⽐例関係を⽰す（図２
−９）。⼀点が⼀ヶ国を⽰しており、原点とある⼀点を結ぶ直線の傾きは、単位国内⽣産額
当たりの産業廃棄物発⽣量を⽰し、この傾きが⼤きいとその国全体としての⽣産体系が相
対的に産業廃棄物発⽣量の多い⽣産体系であると⾔える。また、国ごとのこの傾きを原単位
として、活動量としての国内⽣産額の内数である輸出額あるいは輸⼊額を乗じることによ
り、ある国における輸出あるいは輸⼊による産業廃棄物発⽣量を推定することができる。貿
易（輸出⼊）と廃棄物の発⽣の関係は、設備に対する投資と廃棄物の発⽣との関係とは異な
り、フロー（単年）の現象であり、ストック値を⽤いた議論の必要はない。  
上記の説明が２．１．３節の(2)項で説明したݓଶ௪௕௧௜௝ （c=2 の場合）で且つ 2010 年（t=2010
の場合）に対して、即ちݓଶ௪௕ଶ଴ଵ଴௜௝ の場合の具体的な算出過程である。2010 年に、i 国が原因
国で相⼿国である j 国からの製品・材料等の輸⼊により(⽣産はｊ国内)、i 国が廃棄物を j 
国内で発⽣させた廃棄物量である。 
ｉ国を原因国として j 地域から製品・材料等を輸⼊する場合、j 地域内での⽣産・操業等
で発⽣する廃棄物は産業廃棄物（w=1）である。製品・材料等は i 国が輸⼊するので、j 地
域内での消費（使⽤）は無く、j 地域内で⼀般廃棄物（w=2）は発⽣しない。  
輸⼊（c=2、w=1 の場合）に関する⼆国間廃棄物発⽣量ݓଶଵ௕௧௜௝ の⼀般式は、下記のとおり
となる。 
 
ݓଶଵ௕௧	௜௝ ൌ ݓ௖ଵ௕௧	௝௝ ൈ ሺ݅݌ଶ௪௕௧௜௝ ／݋݌௖௪௕௧௝௝ )・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2.4) 
 
（注）（ݓ௖ଵ௕௧	௝௝ ／݋݌௖௪௕௧௝௝ ）は、第３．４節の「廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析」で使⽤さ
れる変動要因としての、産業廃棄物発⽣国内⽣産額原単位であり、⽇本と相⼿国に対して算出可能である。
また、輸⼊額ሺ݅݌ଶ௪௕௧௜௝ ）も変動要因としている。) 
 
 尚、２．２．２の（１）項で、i 国が j 国へ海外直接投資した場合に、産業廃棄物と⼀般
廃棄物が発⽣することを述べたが、海外直接投資に起因する製品・材料等が第三国へ輸出さ
れ、その分の⼀般廃棄物が発⽣しない場合がある。第３章は廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクト
ルの事例研究であり、そこで⽤いた同ベクトル算出⽅法に基づき、この分を考慮した場合の
前後の同ベクトルを検討した（成分単位：百万 ton/年）。 
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考慮前： ࢃࢂ	⽇	 計＝（29.0, 94.5）、考慮後： ࢃࢂ	⽇	 計＝（28.2, 92.6） 
  不均衡(d)： (28.2 -29.0)/29.0  =  -2.8 %、負荷(s)  ： (92.6-94.5)/94.5 =  -2.0%  
 ⽇本と関係国全体との関係では、数%程度の影響と推定される。 
 
 
図 2-9 OECD 加盟国等の国内⽣産額と産業廃棄物発⽣量 
 
（３）製品・材料等の逆輸⼊調整（c=3 の場合）ݓଷ௪௕௧௜௝  
 
式（２．３）と（２．４）でݓଵଵ௕௧	௜௝ とݓଶଵ௕௧	௜௝ を個別に求めることにより、２．１．３節（３）
項で説明したように産業廃棄物の逆輸⼊分ݓଷଵ௕௧	௜௝ が両者にダブルカウントされている。また、
式（２．３）で求めたݓଵଶ௕௧	௜௝ には、j 地域内では発⽣しない⼀般廃棄物の逆輸⼊分ݓଷଶ௕௧	௜௝ がカ
ウントされている。これらを調整するための逆輸⼊分ݓଷଵ௕௧	௜௝ とݓଷଶ௕௧	௜௝ の発⽣量を求める。 
逆輸⼊分についても各国では通常の設備等を使⽤して⽣産しており、式（２．３）のよう
に海外直接投資のデータに基づき逆輸⼊分だけを求めることはできない。逆輸⼊の効果が
⼤きいと推定される⽇本と海外直接投資・貿易で関係のある各国については、⽇本法⼈売上
⾼と各国から⽇本への⽇本法⼈の逆輸⼊額のデータが整備されており、前者に占める後者
のシェアを把握できる（表２−３）。（２．３）式のݓଵ௪௕௧	௜௝ にこのシェアを乗ずることにより、
（２．５）式でݓଷ௪௕௧	௜௝ を求める。 
 
ݓଷ௪௕௧	௜௝ ൌ ݓଵ௪௕௧	௜௝ ൈ ሺݎ݅݌ଷ௪௕௧௜௝ ／ݏ݈ଷ௪௕௧௜௝ )・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2.5) 
 
第２章 海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡評価⼿法の開発 
                                          
38 
 
 
（４）廃棄物の直接輸出（c=4 の場合）ݓସହ௕௧	௜௝  
   
廃棄物の直接輸出量のデータの内、各国の有害廃棄物（w=3,4）の合計 ton 数は、有害廃
棄物貿易統計の⼀次データから得ることができる（表２−３）。有害廃棄物を除く廃棄物の
直接輸出量は、⼀般の貿易統計の廃棄物輸出の⾦額として得ることができ、これに⾦額当た
りの ton 原単位（各国の総廃棄物発⽣量/国内⽣産額）を乗じることにより算出した。これ
らを合計し（w=5）、廃棄物の直接輸出量ݓସହ௕௧	௜௝ を算出した。 
 
２．３ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出の基本となる各国の廃棄物発⽣量 
 
２．３．１ 廃棄物発⽣量の使⽤データと廃棄物発⽣量の推定の必要性 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出の基本となる各国の⼀次廃棄物発⽣量（産業廃棄物、
⼀般廃棄物）は、OECD 諸国については OECD Stat.のデータベースの値を使⽤する。他国
についても OECD Stat.と eurostat のデータベースに廃棄物発⽣量が登録されている場合は
その値を⽤いる。⽇本については、環境省(2012)を⽤いた。この⼆種のデータベースに廃棄
物発⽣量が登録されていない場合は、各国政府機関の統計データの値を使⽤する。しかし、
上記の各種データベースに廃棄物発⽣量が登録されていない場合、または適切なデータが
得られない場合を想定し、各国の廃棄物発⽣量を推定した。推定による廃棄物発⽣量を⽤い
た国の割合は、産業廃棄物がの場合が相⼿国（検討対象国の）の 69％、⼀般廃棄物の場合
は 45%である。 
 
２．３．２ 各国の廃棄物発⽣量の推定 
  
（１）OECD 各国の総固定資本形成ストックと産業廃棄物発⽣量の関係 
 
OECD 各国の総固定資本形成ストックと産業廃棄物発⽣量の関係については、２．２． 
２節（１）項で概要を⽰した（図２―７）。この関係の詳細を把握するため、業種と産業廃
棄物発⽣量の層別について検討した。各国の総産業廃棄物発⽣量に占める業種毎の産業廃
棄物発⽣量割合でレーダーチャートを作成した。結果、レーダーチャートでは、鉱⼭業型、
建設業型、サービス・製造業型とバランス型の 4 タイプに層別できた。（図２−１０（１）
〜（４））。次に、この層別と総固定資本形成ｽﾄｯｸと各国の産業廃棄物発⽣量の関係を検討す
る。 
総固定資本形成ｽﾄｯｸと各国の産業廃棄物発⽣量についての相関図作成に当たり、それぞ
れの通常のヒストグラムと常⽤対数のヒストグラムを図２−１１〜図２−１４に⽰した。
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両ヒストグラム共に常⽤対数のヒストグラムが正規分布に近いことから、OECD 各国の総
固定資本形成ストックと産業廃棄物発⽣量の相関図を両対数グラフとして⽰した（図２−
１５）。この相関図のプロットとレーダーチャートの層別結果の関係から、鉱⼭業型に属す
る国は、他のタイプに属する国よりも相対的に産業廃棄物の発⽣量が多いことが⽰された。 
 鉱⼭業型とその他の建設業―サービス・製造業―バランス型は、それぞれ以下の近似式に
区分して⽰され、決定係数も⾼い。このことから、総固定資本形成ストックから各国の産業
廃棄物発⽣量を推定するために以下の式が活⽤できる。 
  
鉱⼭業型：               ܡ ൌ ૚ૠ. ૟૟ૡ࢞૙.૟૟૟ૠ૞(R2=0.91) 
建設業―サービス・製造業―バランス型： ܡ ൌ ૙. ૙૝૚ૠ૞࢞૚.૙૜૝૛(R2=0.91) 
 
 産業廃棄物の発⽣量を推定する必要がある場合、鉱⼭業型の近似式を⽤いたのは、以下の
国である。 
 
鉱⼭業型の近似式を⽤いる条件： USGS の 2010 年の統計で銅、鉛、亜鉛、⾦と銀の鉱
⽯の⽣産においてどれか⼀種でも世界のトップ 15 に⼊った国（トップ 15 の和集合国）。 
 
上記以外の国については、建設業―サービス・製造業―バランス型の近似式を⽤いた。 
 既存の統計値を適⽤した場合も含め、本研究で使⽤した各国の産業廃棄物発⽣量を、表２
−４に⽰した。 
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[鉱⼭業型] 
  
  
 
[建設業型] 
  
 図 2-10 OECD 各国の業種別産業廃棄物発⽣レーダーチャート(1) 
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[サービス・製造業型] 
  
  
 図 2-10 OECD 各国の業種別産業廃棄物発⽣レーダーチャート(2) 
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 図 2-10 OECD 各国の業種別産業廃棄物発⽣レーダーチャート(3) 
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[バランス型] 
  
  
  
 
 図 2-10 OECD 各国の業種別産業廃棄物発⽣レーダーチャート(4) 
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 図 2-11 OECD 各国の総固定資本形成ｽﾄｯｸのﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(単位：百万$/年、2010 年) 
 
 
図 2-12 OECD 各国の総固定資本形成のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
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図 2-13 OECD 各国の産業廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(2010 年、単位：千 t/年)  
 
 
図 2-14 OECD 各国の産業廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
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 図 2-15 OECD 各国の総固定資本形成ストックと産業廃棄物発⽣量の相関図 
 
（２）OECD 各国の総固定資本形成ストックと⼀般廃棄物発⽣量の関係 
 
OECD 各国の総固定資本形成ストックと⼀般廃棄物発⽣量の関係概要については、第２．
２．２節（１）項で⽰した（図２―８）。⼀般廃棄物の発⽣量は、製品等消費後に廃棄物と
なった廃棄物発⽣量であり、OECD 諸国のような先進国では環境対策が進んでおり、国の
経済活動による消費が⼤きくても、ある程度⼀般廃廃棄物の発⽣が抑制されていると推定
される。また、中進国以前の国では、先進国に⽐較して、消費がそれほど⼤きくなくとも⼀
般廃棄物の発⽣量が⼤きいことが推定される。 
 前項の産業廃棄物に関する解析と同様に、総固定資本形成ｽﾄｯｸと各国の⼀般廃棄物発⽣
量についての相関図作成に当たり、それぞれの通常のヒストグラムと常⽤対数のヒストグ
ラムを図２−１６〜図２−１９に⽰した。両ヒストグラム共に常⽤対数のヒストグラムが
正規分布に近いことから、OECD 各国の総固定資本形成ストックと⼀般廃棄物発⽣量の相
関図を両対数グラフとして⽰した（図２−２０）。上述の推定どおり、先進国とそれ以外の
国に層別された。それぞれの⼀般廃棄物発⽣量は、以下の近似式で⽰され、決定係数も⾼い。 
 このことから、総固定資本形成ストックから各国の⼀般廃棄物発⽣量を推定するために
以下の式が活⽤できる。 
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先進国：               ܡ ൌ ૙. ૙૙ૢ૛૜࢞૚.૙૙૚૞ૠ(R2=0.92) 
先進国以外の国：           ܡ ൌ ૙. ૙૙૟૜૜࢞૚.૙ૡ૙ૡ૞(R2=0.92) 
 
 ⼀般廃棄物の発⽣量を推定する必要がある場合、先進国に含まれるか、あるいはそれ以外
の国かを判断する必要がある。先進国は、アイルランド、イギリス、イタリア、オーストリ
ア、オランダ、ギリシャ、スイス、スウェーデン、スペイン、デンマーク、ドイツ、ノルウ
ェー 、フィンランド、フランス、ベルギー、ポルトガル、アメリカ、カナダ、オーストラ
リア、ニュージーランド、⽇本、韓国の 22 ヶ国とした。 
これら以外の国については、先進国以外の国の近似式を⽤いた。当然のことながら、先進
国においてカナダ以外の国は全て⼀般廃棄物発⽣量の OECD 統計データを有している。 
既存の統計値を適⽤した場合も含め、本研究で使⽤した各国の⼀般棄物発⽣量を、表２−４
に⽰した。 
 第５章において、⼀般廃棄物発⽣量の推定式の妥当性について考察した。 
 
 
図 2-1６ OECD 各国の総固定資本形成ｽﾄｯｸのﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(単位：百万$/年、2010 年)   
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図 2-1７ OECD 各国の総固定資本形成のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
 
 
図 2-1８ OECD 各国の⼀般廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(2010 年、単位：千 t/年)  
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図 2-1９ OECD 各国の⼀般廃棄物発⽣量のﾋｽﾄｸﾞﾗﾑ(常⽤対数、2010 年) 
 
 
図 2-２０ OECD 各国の総固定資本形成ｽﾄｯｸと⼀般廃棄物発⽣量(層別、2010 年)  
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２．４ 第２章のまとめ 
 
①当研究で対象とした環境負荷としての廃棄物は、⼀次的に発⽣する処理・処分前の産業
廃棄物、⼀般廃棄物及び輸出⼊に伴う廃棄物である。 
 
 ②⼆国間廃棄物発⽣量は、原因国が相⼿国に発⽣させる海外直接投資・貿易に起因する廃
棄物発⽣量であり、原因国の相⼿国への海外直接投資と原因国の相⼿国からの輸⼊に起因
する廃棄物発⽣量、及び廃棄物の原因国の相⼿国への廃棄物直接輸出量の和で⽰される。 
 
③廃棄物不均衡・負荷ベクトルは、i 国に起因し j 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量
（ݓ௖௪௕௧௜௝ ）と j 国に起因し i 国で発⽣する⼆国間廃棄物発⽣量（ݓ௖௪௕௧௝௜ ）の差݀௖௪௕௧௜௝ ሺൌ
ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻを x 成分、和ݏ௖௪௕௧௜௝ ሺൌ ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ሻを y 成分とする⼆次元ベクトルと
して定義する。 
 
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（݀௖௪௕௧௜௝ ，ݏ௖௪௕௧௜௝ ）	
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（൫ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯，൫ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯）	
ሺiൌ1,2,⋯n；jൌ1,2,⋯nሻ，ሺn：対象国の数ሻ	
 
④廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分布を理論的に考えれば、廃棄物不均衡・負荷ベク
トルの⼤きさが⼩さいほど、両国に不公平感を与えず、且つ廃棄物環境負荷最⼩化の⾯から
望ましい。実務的には、廃棄物発⽣不均衡の均衡化を負荷の削減よりも重視した廃棄物発⽣
不均衡・負荷ベクトルを得ることが重要である。 
 
⑤⼆国間廃棄物発⽣量算出のための基礎となる相⼿国（検討対象国）の産業廃棄物発⽣量
と⼀般廃棄物発⽣量のシンプルな推定式を、総固定資本形成との関係で構築した。この推定
式は本論⽂の研究のためだけではなく、⼀般的に使⽤が可能である。 
 
 産業廃棄物（鉱⼭業型国）：         y = 17.66773 x 0.66675 （R2=0.91） 
 産業廃棄物（鉱⼭業型国以外の国）： y =  0.04175 x 1.0342 （R2=0.91） 
 ⼀般廃棄物（先進国）：         y=  0.00923 x 1.00157 （R2=0.92） 
 ⼀般廃棄物（先進国以外の国）： y=  0.00633 x 1.08085 （R2=0.92） 
 
⑥本研究のように OECD 等の先進国のデータに基づく廃棄物発⽣量の推定式を⽤いれば、
廃棄物の不法投棄分を含んだ廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを得ることができる。従って、
本研究の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは、環境ガバナンスの観点からも海外直接投資 
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・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡（不公平感）を把握するためのよい指標となる。 
 
 表 2-４ 本論⽂で使⽤した各国の廃棄物発⽣量等 
 
 
上記の鉱業国の定義については、２．３．２節（１）項を参照。 
 
 
 
 
 
 
 
 
項⽬ 国内⽣産額 GFCF   注１） 産業廃棄物 ⼀般廃棄物 廃棄物計
年 2010 2005-2010 2010 2010 2010
単位 百万US$/年 百万US$/6年 千ton/年 千ton/年 千ton/年
1           Australia 2,434,617 1,891,413 270,538 ESM 14,035 OECD 284,573
2           Brazil 3,688,488 2,188,052 298,136 ESM 45,087 OECD 343,223
3           Canada 2,840,200 2,191,157 298,418 ESM 20,693 ESD 319,111
4           China 18,518,299 11,939,999 924,216 ESM 158,048 OECD 1,082,264
5           China, Hong Kong SAR 405,035 279,734 17,934 ES 4,881 ESG 22,815
6           China, Taiwan Province of 1,028,641 613,585 40,409 ES 11,408 ESG 51,817
7           France 4,637,687 3,584,373 348,888 OECD 34,535 OECD 383,423
8           Germany 6,087,178 3,976,854 349,573 OECD 49,237 OECD 398,810
9           India 3,322,592 2,779,489 349,699 ESM 58,393 OECD 408,092
10           Indonesia 1,338,762 1,182,683 197,818 ESM 23,188 ESG 221,006
11           Iran (Islamic Republic of) 790,097 709,252 140,670 ESM 13,343 OECD 154,013
12           Ireland 471,624 323,129 19,306 OECD 2,846 OECD 22,152
13           Japan 10,290,754 8,138,271 431,430 OECD 45,359 OECD 476,789
14           Korea, Republic of 2,574,262 1,883,972 133,738 OECD 17,943 OECD 151,681
15           Luxembourg 145,448 53,062 10,401 OECD 344 OECD 10,745
16           Malaysia 714,085 302,603 19,452 ES 5,314 ESG 24,766
17           Mexico 1,729,844 1,343,967 215,419 ESM 40,059 OECD 255,478
18           Netherlands 1,504,238 1,065,837 118,048 OECD 9,484 OECD 127,532
19           Panama 47,672 40,173 2,410 ES 599 ESG 3,009
20           Philippines 385,885 207,190 13,148 ES 3,529 ESG 16,676
21           Qatar 177,266 198,040 12,548 ES 3,360 ESG 15,908
22           Russian Federation 2,434,617 1,831,739 264,817 ESM 69,257 ESG 334,073
23           Saudi Arabia 775,494 643,362 42,439 ES 12,008 ESG 54,447
24           Singapore 605,052 306,253 19,695 ES 5,383 ESG 25,078
25           Sweden 865,186 656,271 116,368 OECD 4,115 OECD 120,483
26           Switzerland 1,028,546 830,268 55,247 ES 5,565 OECD 60,812
27           Thailand 837,554 473,868 30,933 ES 8,629 ESG 39,562
28           United Arab Emirates 484,173 390,352 25,313 ES 6,997 ESG 32,310
29           United Kingdom 4,165,885 2,406,948 232,387 OECD 31,955 OECD 264,341
30           United States 24,177,539 18,143,243 1,341,589 ES 227,749 OECD 1,569,338
注1）総固定資本形成ストック、2005年〜2010年の合計値とした。
注2）OECD：OECDデータ、ESM：推定式（鉱業国）、ES：推定式（⾮鉱業国）
注3）OECD：OECDデータ、ESD：推定式（先進国）、ESG：推定式（⾮先進国）
NO 出典注2）
出典
注3）
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第３章 ⽇本を原因国とした相⼿国（検討対象国）の海外直接投資・貿易に起 
因する廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究              
 
「⽇本を原因国とした相⼿国（検討対象国）の海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣
不均衡・負荷ベクトル」の本章での表記を以下、「廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル」とす
る。 
 
３．１ 相⼿国（検討対象国） 
 
第２章で説明した理論式の、原因国（添字 i）は⽇本の⼀ヶ国とし、相⼿国（添字 j）は海
外直接投資・貿易で⽇本と関係のある 29 ヶ国・特別⾏政区とした。選定基準は統計資料に
基づき、⽇本が海外直接投資を実施している 15 位までの国・特別⾏政区、⽇本に海外直接
投資を実施している 15 位までの相⼿国・特別⾏政区、⽇本が輸⼊している 15 位までの相
⼿国・特別⾏政国と相⼿国が⽇本から輸⼊している 15 位までの国・特別⾏政区の和集合と
した。しかしそれらの内、ケイマン諸島、ガンジー、ジャージーとイギリス領バージン諸島
は、タックスヘイブン（租税回避地）としての機能を果たす取引国であり、本研究では相⼿
国として対象外とした。 
国・特別⾏政区の標記は、上付き添え字として⽤いる利便性を考慮し、表３−１に⽰す略
漢字を⽤いた。また、29 ヶ国の総計値を表現するために⽤いる相⼿国全体としては、計を
⽤いる。 
対象 29 ヶ国選定の妥当性について、５−２−２節に記載した。 
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 表 3-1 国名・特別⾏政区名と略漢字 
 国名（特別⾏政区） 漢略字 国名（特別⾏政区） 漢略字 
原因国（添字 i） 1 ⽇本 ⽇ ― ― ― 
 
 
 
 
 
 
 
相⼿国（添字 j） 
1 アイルランド 愛 2 アメリカ ⽶ 
3 アラブ⾸⻑国連邦 刺 4 イギリス 英 
5 イラン 以 6 インド 印 
7 インドネシア 尼 8 オーストラリア 豪 
9 オランダ 蘭 10 カタール 華 
11 カナダ 加 12 韓国 韓 
13 サウジアラビア 沙 14 シンガポール 星 
15 スイス 瑞 16 スウェーデン 典 
17 タイ 泰 18 台湾 台 
19 中国 中 20 ドイツ 独 
21 パナマ 巴 22 フィリピン ⽐ 
23 ブラジル 伯 24 フランス 仏 
25 ⾹港 港 26 マレーシア ⾺ 
27 メキシコ 墨 28 ルクセンブルグ 盧 
29 ロシア 露 ― ― ― 
― 相⼿国全体 計 ― ― ― 
 
３．２ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出⽅法と使⽤データ 
 
 第２章では、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの理論式について記載した。当節では、第
２章で記載できなかった当章の事例研究に特化した廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算
出⽅法や使⽤データ等について説明する。 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの考え⽅は、各国あるいは各種国際機関において使⽤可
能である 
 
３．２．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出⽅法 
 
① 業種（添字b） 
 
 第２章で⽰した理論式は、必要に応じて業種区分に基づいた廃棄物発⽣不均衡・負荷ベク
トルの算出対応が可能である。本節の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出は、業種の区
分はせず、∑ ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚
⽇ｊ
࢈ として全ての業種の合計値とし、右下添字の b は省略した。 
 
② 算出対象となる⻄暦年（添字t） 
 
 各種データの⼊⼿が⽐較的容易な 2010 年とし，表記簡潔化のため右下添字の t=2010 は
全て省略した。廃棄物の輸出⼊の⻄暦年と本来の廃棄物発⽣の⻄暦年は⼀致しない。本来の
廃棄物発⽣と輸出⼊が発⽣した⻄暦年が同じものを、その⻄暦年の廃棄物発⽣不均衡・負荷
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 
                                          
54 
 
ベクトル算出に⽤いた。 
 
③ 逆輸⼊調整 
 表現簡略化のため、当章以降で⽰す廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの内訳ベクトルは、
逆輸⼊調整済のものとし（逆輸⼊調整ベクトルは各内訳ベクトルの内数ベクトルとした）、
逆輸⼊調整ベクトルを外数ベクトルとしなかった。 
 逆輸⼊の効果が⼤きいと推定されるのは、⽇本の相⼿国からの輸⼊に関してあり、相⼿国
の⽇本からの輸⼊関する逆輸⼊調整はしなかった。 
 
 ④表記 
 上記から、本節以降の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの表記は、ࢃࢂࢉ࢝
⽇ｊとなる。 
 
３．２．２ 使⽤データ 
 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは、中進国・発展途上国における環境影響調査等で実施
される利害関係者協議等での使⽤を想定し、表２−３の右側の算出時利⽤データの出典で
⽰した⽂献のように、⼊⼿ができるだけ容易な公的機関の信頼できるデータを使⽤した。 
 
３．3 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出結果 
 
３．３．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間の合計値 
 
（１）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間の合計値分布 
 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出結果を、表３−２（１）〜表３−２（３）に⽰し
た。表３−２（３）の最下部は、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル合計値を⽰しており、 
ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)となった。これは、⽇本が海外直接投資・貿易に関
して不均衡に 29.0 百万 t/年の廃棄物の発⽣を相⼿国全体（相⼿国の合計を⼀国とした考え
⽅）に依存しており、⽇本と相⼿国全体の海外直接投資・貿易に起因する負荷（両国の廃棄
物発⽣量の和）は、94.5 百万 t/年であることを⽰している。これを図で⽰したものが、図
３−１の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル合計値 ࢃࢂ	⽇	 計に基づく説明である。 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 計の不均衡 d は正であり、第⼀象限に位置している。
⽇本の世界への海外直接投資に起因する相⼿国での産業廃棄物の発⽣量が⼤きく、
ࢃࢂ૚	૚
⽇	 計=(21.1, 28.8)となり、⼀般廃棄物発⽣量は、ࢃࢂ૚	૛⽇	 計=(3.6, 4.4)を⽰す。貿易に関し
ては、⽇本の輸⼊に起因する相⼿各国での産業廃棄物の発⽣量が、相⼿各国の⽇本から
の輸⼊による⽇本での産業廃棄物の発⽣量を上回りࢃࢂ૛	 ૚⽇	 計=(4.1, 60.7)、不均衡 d は正を
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⽰している。この輸⼊負荷 s が不均衡 d に⽐較して⼤きいため、ベクトルの分布が開い
た形態となっている。廃棄物の相⼿国の⽇本からの直接輸⼊は少ないが、ࢃࢂ૝	 ૞⽇	計=(0.3, 
0.6)を⽰し、不均衡 d は正を⽰す。上記の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分布は、
これらの関係をよく⽰している。これを数式で⽰せば、（３．１）式となる。 
 
 
図 3-1 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの合計値 ࢃࢂ	⽇	 計に基づく説明 
  
ࢃࢂ⽇	 計 ൌ  ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 計 ൅   ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 計 ൅     ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 計    ൅   ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 計・・・・・・・・・・・・・・・・ሺ3.1ሻ	 	
（投資産廃 ＋ 投資⼀廃）＋ (製品等輸⼊産廃 ＋ 廃棄物輸出) 
={(21.1, 28.8) + (3.6, 4.4)} +   {(4.1, 60.7)    +   (0.3, 0.6)}  
=(29.0，94.5)                   （単位：百万 t/年、逆輸⼊調整済） 
 
（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間合計値の不均衡と負荷の原因 
 
廃棄物不均衡負荷ベクトルࢃࢂ	⽇	 計（表３−２「廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（３）」
の下段）の数式表⽰である（３．１）式について検討する。（３．１）式の x 成分 29.0 を
100%、y 成分 94.5 を 100%として、分解した内訳ベクトルの対応する x 成分、y 成分の割
合を表３−３に⽰した。不均衡を⽰す海外直接投資の割合は 85.2%、負荷を⽰す輸出⼊(貿
易)の割合は 64.8%である。廃棄物発⽣不均衡は、主に主要国地域の海外直接投資に起因し
ており、廃棄物負荷は、主に両地域の輸出⼊（貿易）起因していることが明確になった。上
記は、図３−１の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布の数値的説明となっている。 
 
ࢃࢂ⽇	 計 
ࢃࢂ૚	 ૚
⽇	 計 
ࢃࢂ૚	 ૛
⽇	 計 
ࢃࢂ૛	 ૚
⽇	 計 
ࢃࢂ૝	 ૞
⽇	 計 
上付き添え字の
計は、29 ヶ国の
合計を⽰す。 
下付き添え字の 4 は、廃棄物の直接
輸出、5 は、廃棄物の合計を⽰す。 
下付き添え字の 2 は
輸⼊、1 は産業廃棄物
を⽰す。 
下付き添え字の 1 は
海外直接投資、2 は⼀
般廃棄物を⽰す。 
下付き添え字左の１ は海外直接
投資、右の１は産業廃棄物を⽰す。 
x 軸は、⼆国間廃棄物発
⽣量の差、不均衡（収⽀）
を⽰す。 
y 軸は、⼆国間廃棄物発
⽣量の和、環境への負荷
を⽰す。 
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表 3-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル(1) 
 ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 ⽶ ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 ⽶ ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 ⽶ 
݀௖௪⽇	 ⽶ 4.4 5.2 1.0 -1.7 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⽶ 18.8 9.0 1.4 8.4 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 中 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 中 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 中 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 中 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 中 
݀௖௪
⽇中 2.7 2.2 0.4 -0.2 0.2 
ݏ௖௪⽇中 14.9 2.2 0.4 12.1 0.2 
 ࢃࢂ	⽇	 豪 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 豪 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 豪 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 豪 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 豪 
݀௖௪⽇	 豪 7.5 3.5 0.2 3.8 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 豪 8.9 3.6 0.2 5.1 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 尼 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 尼 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 尼 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 尼 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 尼 
݀௖௪⽇	 尼 5.7 2.0 0.2 3.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 尼 7.2 2.0 0.2 4.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 韓 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 韓 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 韓 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 韓 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 韓  
݀௖௪
⽇	 韓 -0.3 0.6 0.1 -1.0 0.1 
ݏ௖௪⽇	 韓 4.9 0.7 0.1 3.9 0.2 
 ࢃࢂ	⽇	 沙 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 沙 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 沙 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 沙 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 沙  
݀௖௪
⽇	 沙 2.7 0.8 0.2 1.7 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 沙 3.3 0.8 0.2 2.2 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 泰 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 泰 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 泰 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 泰 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 泰 
݀௖௪⽇	 泰 0.7 1.1 0.3 -0.7 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 泰 3.6 1.1 0.3 2.2 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 台 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 台 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 台 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 台 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 台 
݀௖௪
⽇	 台 -1.2 0.3 0.0 -1.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 台 3.3 0.3 0.0 2.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 伯 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 伯 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 伯 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 伯 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 伯 
݀௖௪⽇	 伯 1.9 1.4 0.2 0.3 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 伯 2.4 1.4 0.2 0.8 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 星 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 星 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 星 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 星 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 星 
݀௖௪
⽇	 星 -0.3 0.1 0.1 -0.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 星 2.9 1.1 0.2 1.6 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 独 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 独 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 独 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 独 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 独 
݀௖௪
⽇	 独 0.6 0.4 0.1 0.1 0.0 
ݏ௖௪
⽇	 独 2.6 0.6 0.1 1.8 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 港 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 港 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 港 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 港 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 港  
݀௖௪
⽇	 港 -1.1 0.4 0.1 -1.6 0.1 
ݏ௖௪
⽇	 港 2.3 0.4 0.1 1.7 0.1 
 ࢃࢂ	⽇	 加 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 加 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 加 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 加 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 加 
݀௖௪
⽇	 加 1,2 0.6 0.0 0.5 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 加 2.0 0.6 0.0 1.3 0.0 
注 1)単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字表⽰、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
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表 3-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル(2) 
 ࢃࢂ	⽇	 露 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 露 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 露 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 露 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 露 
݀௖௪⽇	 露 1.3 0.2 0.0 1.0 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 露 1.9 0.2 0.0 1.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 華 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 華 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 華 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 華 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 華  
݀௖௪
⽇	 華 1.5 0.0 0.0 1.5 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 華 1.6 0.0 0.0 1.6 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 英 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 英 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 英 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 英 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 英  
݀௖௪⽇	 英 -0.7 -0.4 -0.0 -0.2 0.0 
ݏ௖௪⽇	 英 2.0 0.9 0.1 0.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 蘭 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 蘭 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 蘭 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 蘭 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 蘭 
݀௖௪⽇	 蘭 0.8 0.9 0.1 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 蘭 1.8 0.9 0.1 0.8 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 ⾺ ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 ⾺ ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 ⾺ ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 ⾺ ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 ⾺ 
݀௖௪
⽇	 ⾺ 0.2 0.3 0.1 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⾺ 1.8 0.4 0.1 1.3 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 仏 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 仏 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 仏 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 仏 ࢃࢂ૝	 ૞	
仏
 
݀௖௪
⽇仏 0.6 0.3 0.0 0.3 -0.0 
ݏ௖௪⽇仏 1.5 0.6 0.1 0.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 刺 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 刺 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 刺 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 刺 ࢃࢂ૝	 ૞	 	
⽇	 刺  
݀௖௪⽇	 刺 0.8 0.9 0.2 -0.3 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 刺 1.4 0.9 0.2 0.3 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 印 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 印 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 印 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 印 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 印 
݀௖௪
⽇	 印 ０.6 0.4 0.1 0.1 0.0 
ݏ௖௪⽇	 印 1.3 0.4 0.1 0.9 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 巴 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 巴 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 巴 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 巴 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 巴 
݀௖௪⽇	 巴 -0.6 -0.0 -0.0 -0.6 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 巴 0.7 0.0 0.0 0.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 ⽐ ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 ⽐ ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 ⽐ ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 ⽐ ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 ⽐ 
݀௖௪
⽇	 ⽐ -0.1 0.1 0.0 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⽐ 0.9 0.1 0.0 0.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 瑞 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 瑞 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 瑞 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 瑞 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 瑞 
݀௖௪
⽇	 瑞 -0.1 -0.1 -0.0 0.0 0.0 
ݏ௖௪
⽇	 瑞 0.8 0.1 0.0 0.7 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 墨 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 墨 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 墨 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 墨 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 墨 
݀௖௪
⽇	 墨 -0.0 0.1 0.0 -0.2 -0.0 
ݏ௖௪
⽇	 墨 0.8 0.1 0.0 0.6 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 典 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 典 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 典 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 典 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 典 
݀௖௪
⽇	 典 0.2 0.1 -0.0 0.2 0.0 
ݏ௖௪
⽇	 典 0.5 0.2 0.0 0.3 0.0 
注 1)単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字表⽰、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
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表 3-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル(3) 
 ࢃࢂ	⽇	 盧 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 盧 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 盧 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 盧 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 盧 
݀௖௪⽇	 盧 -0.2 -0.1 -0.0 -0.0 0.0 
ݏ௖௪⽇	 盧 0.2 0.1 0.0 0.0 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 以 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 以 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 以 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 以 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 以 
݀௖௪
⽇	 以 ０.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
ݏ௖௪⽇	 以 0.2 0.0 0.0 0.2 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 愛 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 愛 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 愛 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 愛 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 愛 
݀௖௪⽇	 愛 0.0 -0.0 -0.0 0.1 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 愛 0.2 0.0 0.0 0.1 0.0 
 ࢃࢂ	⽇	 計 ࢃࢂ૚	 ૚	
⽇	 計 ࢃࢂ૚	 ૛	
⽇	 計 ࢃࢂ૛	 ૚	
⽇	 計 ࢃࢂ૝	 ૞	
⽇	 計 
݀௖௪⽇	 計 29.0 21.1 3.6 4.1 0.3 
ݏ௖௪⽇	 計 94.5 28.8 4.4 60.7 0.6 
注 1)単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字表⽰、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
 
表 3-3 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間合計値の不均衡と負荷の原因 
直接投資貿易形態(c) 不均衡 ݀௖௪ 負 荷 ݏ௖௪ 
と廃棄物種(w) (百万 t/年) % (百万 t/年) % 
 
投 
資 
(c=1) 
 
 
 
産廃(w=1) 
 
21.1 72.8 28.8 30.5 
 
⼀廃(w=2) 
 
 3.6 12.4  4.4 4.7 
 
⼩ 計 
 
24.7 85.2 33.2 35.2 
輸  
⼊ 
(c=2) 
 
産廃(w=1) 
 
 4.1 14.1 60.7 64.2 
輸 
出
(c=4) 
 
全廃棄物(w=5) 
 
 0.3 1.0  0.6 0.6 
 
⼩ 計 
 
 
 4.4 
 
15.1 
 
61.3 
 
64.8 
 
合 計 
 
29.1 100.3 94.5 100.0 
 
⽇本と相⼿国では、廃棄物発⽣による環境インパクトに差がある。廃棄物は基本的に各国
の経済活動が営まれている地区で発⽣し、その処理（含、リサイクル等）・処分もその周辺
を含めた地域で実施されている。⽇本の相⼿国への廃棄物発⽣の環境インパクトは、この地
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域に与える環境インパクトととして捉える必要があり、何らかの補正が必要である。当節で
は、補正前の算出結果を検討し、補正試算結果との⽐較検討については、「第４章の第２章
と３章に関する廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル補正の試算」で⽰す。 
 
３．３．２ ⽇本と相⼿国毎の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
（１）⽇本と相⼿国毎の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの絶対値 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの相⼿国毎の算出結果の詳細は、後述の第（３）項で
⽰すが、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの絶対値（⼤きさ）を表３−４に⽰した。⽇本
と相⼿国全体としての関係では、｜ࢃࢂ⽇	 計｜ = 98.9 百万 ton/年となる。⽇本とアメリカの
関係において、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの絶対値が最⼤であり、⽇本とイランの
関係が最⼩である。 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの絶対値は、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの観点
のみでの総合的な指標値になり、図３−２と表３−４に相⼿国毎の廃棄物発⽣不均衡・負
荷ベクトルの絶対値を⽰した。 
 
 
 図 3-2 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの⼤きさ 
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表 3-4 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⼤きさ（単位：百万 ton/年）    
|ࢃࢂ	⽇	 ⽶| |ࢃࢂ⽇	 中| |ࢃࢂ	⽇	 豪| |ࢃࢂ⽇	 尼| |ࢃࢂ⽇	 韓| |ࢃࢂ⽇	 沙| 
19.4 15.2 11.6 9.2 4.9 4.3 
|ࢃࢂ⽇	 泰| |ࢃࢂ⽇	 台| |ࢃࢂ⽇	 伯| |ࢃࢂ⽇	 星| |ࢃࢂ⽇	 独| |ࢃࢂ⽇	 港| 
3.7 3.5 3.1 2.9 2.6 2.5 
|ࢃࢂ⽇	 加| |ࢃࢂ⽇	 露| |ࢃࢂ⽇	 華| |ࢃࢂ⽇	 英| |ࢃࢂ⽇	 蘭| |ࢃࢂ⽇	 ⾺| 
2.4 2.3 2.2 2.1 2.0 1.8 
|ࢃࢂ⽇	 仏| |ࢃࢂ⽇	 刺| |ࢃࢂ⽇	 印| |ࢃࢂ⽇	 巴| |ࢃࢂ⽇	 ⽐| |ࢃࢂ⽇	 瑞| 
1.6 1.6 1.4 0.9 0.9 0.8 
|ࢃࢂ⽇	 墨| |ࢃࢂ⽇	 典| |ࢃࢂ⽇	 盧| |ࢃࢂ⽇	 愛| |ࢃࢂ⽇	 以|	 |ࢃࢂ⽇	 計|	
0.8 0.6 0.2 0.2 0.2 98.9 
 
（２）⽇本と相⼿国毎の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの地理的分布 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの地理的空間分布を把握するため、表３−２記載の廃棄
物発⽣不均衡 d と負荷 s を世界地図上に⽰した（図３−３）。 
検討対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が 19
ヶ国と負（相⼿国起因の廃棄物を⽇本で発⽣）を⽰す国が 10 ヶ国ある。不均衡 d が正を⽰
す上位国は、オーストラリア、インドネシア、アメリカと中国のような鉄鉱・⾮鉄鉱⽯を産
する鉱⼭業型国（２．３．２節（１）項の定義参照）であり、インドネシアを除きオースト
ラリア⼤陸、アメリカ⼤陸とユーラシア⼤陸に位置している。アメリカ、中国とオーストラ
リアは、負荷 s の値も⼤きい。不均衡 d がほぼ均衡している国は、アイルランド、イラン、
メキシコ、フィリピンとスイスであり、分散している。不均衡 d が負を⽰す国は、台湾、⾹
港、シンガポール、韓国とフィリピンの⽇本の近隣国、及びヨーロッパのイギリス、ルクセ
ンブルグとスイスであり、ほぼ⼆ヶ所に集中している。唯⼀パナマが⾶び地的に中⽶に位置
している。 
アフリカ⼤陸は、３−１節と５−２−２節の対象 29 ヶ国選定の妥当性で⽰したように、
⽇本との海外直接投資と貿易（輸⼊）の⾦額が⼩さく、⽇本との経済関係が希薄である。こ
れに起因して⽇本とアフリカ⼤陸間で発⽣する廃棄物発⽣不均衡 d と負荷 s も、⼩さいと
推定される。 
関連した研究として、井上常史 他(2017a)は、⽇本とアメリカ間の海外直接投資・貿易
に起因すると廃棄物発⽣不均衡と負荷にフォーカスし、今後の不均衡の状況を述べている。
更に、井上常史 他(2017b)は、同国間の上記データに基づき本研究の３．４節と関連した
感度分析を実施し、⽇本とアメリカ間の技術⾯からのアプローチによる原単位改善の必要
性を述べている。 
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 図 3-3 廃棄物発⽣不均衡と負荷の地理的分布（単位：百万 ton/年、2010 年ﾃﾞｰﾀ） 
 
（３）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分 
 
 ①タイプ分けの⽅針とタイプ区分の結果 
  
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布の特徴を不均衡 d と負荷 s に基づき、表３−５のと
おり区分した。最初に、⽇本と相⼿国間毎の計の不均衡 d が正であるか負であるかで区分
し、その後海外直接投資と輸⼊に起因する不均衡 d が、正であるか負であるかに基づき区
分した。廃棄物の直接の貿易（輸⼊）については全体に占める量が⼩さいので区分要素とし
なかった。これを含めた同ベクトルの分布特徴については付加的に後述する。廃棄物発⽣不
均衡・負荷ベクトル分布は、6 通りにタイプ分けが可能である。 
  
 
 
 
 
 
 
Saudi Arabia : (2.7,  3.3)
Malaysia : (0.2, 1.8)
Australia : (7.5, 8.9)
Brazil : 1.9,  2.4
Indonesia : (5.7, 7.2)
Russian F. : 1.3,  1.9
Thailand : (0.7, 3.6)
Singapor : (‐0.4, 2.9) 
UK : (‐0.7, 2.0)
China : (2.7,  14.9)
USA : (4.4, 18.8)
Hong Kong : (‐1.1,  2.3)
Korea : (‐0.3, 4.9)
Netherland : (0.8,  1.8)
Germany : (0.6, 2.6)
Taiwan : ‐1.2, 3.3
凡例 Country : (不均衡d,負荷s)、dは日本と相手国の廃棄物発生の差である収支、Sは和としての負荷
計(29.0, 94.5)、単位：百万ton/年
Canada : 1.2,  2.0
Qatar : 1.5,  1.6
France : (0.6, 1.5)
UAE : (0.8, 1.4) India : (0.6, 1.3)
Panama : 0.7,  0.9
Phillipines : ‐0.1, 0.9
Switzerland :( ‐0.1, 0.8)
Mexico : 0.0,  0.8
Sweden : (0.2, 0.5)
Ireland : (0.0, 0.2)
Iran : (0.0, 0.2)
Luxembourg : (‐0.2, 0.2)
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表３−５の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分についての表現⽅法につ
いて説明する。 
 
                  Y 軸（負荷：⼆国間廃棄物発⽣の和） 
 
          第 2 象限          第 1 象限 
 
 
                           x 軸 
（不均衡：⼆国間廃棄物発⽣収⽀（差）） 
 
 
 
⾚⾊ベクトル： ⽇本と相⼿国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 ⿊⾊ベクトル： ⽇本と相⼿国間の海外直接投資の内訳ベクトル 
 ⻩⾊ベクトル： ⽇本と相⼿国間の貿易（輸⼊）の内訳ベクトル 
 
 ࢊ⽇ܒ ：⾚⾊ベクトルの不均衡 
     ࢊ૚࢝
⽇ܒ ：⿊⾊ベクトルの不均衡 
     ࢊ૛࢝
⽇ܒ ：⻩⾊ベクトルの不均衡 
 
 
不均衡 d が均衡すると、ベクトルの傾きが⼤きくなり、y 軸に沿うような分布を⽰す。 
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表 3-5 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分 
ﾀｲﾌﾟ別の相⼿国(数値は⽇本と相⼿国間の計
としての不均衡ࢊ⽇ܒ、単位：百万 ton/年) 
不均衡 d 廃棄物発⽣不均衡負荷
ﾍﾞｸﾄﾙの特徴 ࢊ⽇ܒ  ࢊ૚࢝⽇ܒ ࢊ૛࢝⽇ܒ 
ﾀｲﾌﾟ 1-1：⽇本の相⼿国依存型 
オーストラリア(7.5)、インドネシア(5.7)、サ
ウジアラビア(2.8)、ブラジル(1.9)、ドイツ
(0.6)、カナダ(1.2)、ロシア(1.3)、フランス
(0.6)、インド(0.6)、カタール(1.5)、スウェー
デン(0.2)、イラン(0.0) 
  
＞0 
 
 
 
 
 
 
＞0 ＞0 廃棄物発⽣が、⽇本の
相⼿国への依存を⽰
し、内訳ベクトルを含
め第 1 象限（右側）に
位置する。均衡国のｲﾗ
ﾝ等は、y 軸(縦軸)に沿
う分布を⽰す。 
ﾀｲﾌﾟ 1-2：⽇本の相⼿国依存型(輸⼊は相⼿国 
の⽇本依存)  
アメリカ(4.5)、中国(2.7)、オランダ(0.8)、
アラブ⾸⻑国連邦(0.8)、タイ(0.7)、マレー
シア(0.2) 
＞0  
 
＞0 ≦0 輸⼊は相⼿国の⽇本依
存、⻩⾊ﾍﾞｸﾄﾙが、負
の傾きを⽰し、ｵｰﾌﾟﾝ
な形状を⽰す。 
ﾀｲﾌﾟ 1-3：⽇本の相⼿国依存型(海外直接投資
は相⼿国の⽇本依存) 
アイルランド(0.0) 
注）ほぼ均衡しているので、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞは y 軸
に沿った分布となる。 
＞0 ≦0 ＞0 投資が相⼿国の⽇本依
存、⼀般的には、⿊ﾍﾞ
ｸﾄﾙが負の傾きを⽰
し、ｵｰﾌﾟﾝな形状を⽰
す。   注)左参照。 
ﾀｲﾌﾟ 2-1：相⼿国の⽇本依存型(海外直接投資
は⽇本の相⼿国依存) 注 2） 
フィリピン(-0.1)、メキシコ(-0.1)、韓国 
(-0.3)、シンガポール(-0.4)、⾹港(-1.1)、 
台湾(-1.2) 
≦0 ＞0 ≦0 廃棄物発⽣が、相⼿国
の⽇本への依存を⽰
し、⾚ﾍﾞｸﾄﾙ(不均衡計)
が第 2 象限（左側）に
位置する。⿊⾊ﾍﾞｸﾄﾙ
(投資)は、正の傾き。 
ﾀｲﾌﾟ 2-2：相⼿国の⽇本依存型 
ルクセンブルグ(-0.2)、イギリス(-0.7)、パ
ナマ(-0.7)、 
≦0 ≦0 ≦0 相⼿国の⽇本への依存
を⽰し、内訳ベクトル
を含め第 2 象限（左
側）に位置する。ﾍﾞｸﾄ
ﾙは全て負の傾き。 
ﾀｲﾌﾟ 2-3：相⼿国の⽇本依存型（輸⼊は⽇本
の相⼿国依存） 
スイス(-0.1) 
 
 
≦0 ≦0 ＞0 輸⼊は⽇本の相⼿国依
存、⻩⾊ﾍﾞｸﾄﾙが、正
の傾きを⽰し、ｵｰﾌﾟﾝ
な形状を⽰す。 
注） ࢊ૚࢝
⽇ܒ：⽇本と相⼿国間の海外直接投資廃棄物発⽣不均衡、 ࢊ૛࢝
⽇ܒ：輸⼊に関する廃棄物発⽣不均衡。 
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②廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルタイプ区分毎の詳細 
 
 本項では、代表的な廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの区分ごとの詳細を記載するが、そ
れ以外の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分布は、代表的なものも含め本章の付録に国名
の五⼗⾳順で記載した。 
 
 タイプ１−１ ⽇本の相⼿国依存型（݀⽇ ୨＞0、݀ ଵ௪⽇ ୨ ＞0、݀ ଶ௪⽇ ୨＞0）： 代表はオーストラリア
とインドネシアの廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 豪）であり、オーストラリアとイ
ンドネシアを含め 12 ヶ国で形成するグループである。 
 
オーストラリアは、ࢃࢂ	⽇	 豪 ൌ ሺ7.5 百万 t/年，8.9 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、⽇本に起因する
オーストラリアでの⼤きな廃棄物発⽣の不均衡と負荷を⽣じており、不均衡は最⼤である
（図３−４）。内訳を⾒ると、⽇本からオーストラリアへの海外直接投資に起因する産業廃
棄物が不均衡を⽣じているが（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 豪）（⿊ベクトル）、⼀般廃棄物はそれほどではなく（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 豪）
（緑ベクトル）、輸⼊に起因する産業廃棄物不均衡が海外直接投資の産業廃棄物不均衡と同
程度に⽣じている（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 豪）（⻩⾊ベクトル）。廃棄物の直接輸出はほとんど発⽣していない
（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 豪）（⻘ベクトル）。上記のどの要素ベクトルについても不均衡が正の値を⽰しており、
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルがが第⼀象限で直線状の分布となっている。 
 
インドネシアは、ࢃࢂ	⽇	 尼 ൌ ሺ5.7 百万 t/年，7.2 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）であり、⽇本に起
因するインドネシアでの⼤きな廃棄物発⽣の不均衡と負荷を⽣じている（図３−５）。内訳
を⾒ると、⽇本からインドネシアへの海外直接投資に起因する産業廃棄物が不均衡を⽣じ
ているが（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 豪）（⿊ベクトル）、⼀般廃棄物はそれほどではなく（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 豪）（緑ベクトル）、
輸⼊に起因する産業廃棄物不均衡が海外直接投資の産業廃棄物不均衡以上に⽣じている
（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 豪）（⻩ベクトル）。廃棄物の直接輸出はほとんど発⽣していない（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 豪）（⻘ベクト
ル）。上記のどの要素ベクトルについても不均衡が正の値を⽰しており、廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトルが第⼀象限での直線状の分布となった。 
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図 3-4 ⽇本とオーストラリア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 豪 
 
 
図 3-5 ⽇本とインドネシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 尼 
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タイプ１−２ ⽇本の相⼿国依存型（輸⼊は相⼿国の⽇本依存）（݀⽇ ୨＞0、݀ଵ௪⽇ ୨ ＞0、݀ଶ௪⽇ ୨≦
0）： 代表はアメリカと中国の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 ⽶）であり、アメリ
カと中国を含め 6 ヶ国で形成するグループである。 
 
アメリカは、ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ൌ ሺ4.4 百万 t/年，18.8 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、⽇本に起因するアメ
リカでの⼤きな廃棄物発⽣の不均衡を⽣じ、負荷も最⼤である（図３−６）。内訳を⾒ると、
⽇本からアメリカへの海外直接投資に起因する産業廃棄物が⼤きな不均衡を⽣じているが
（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 ⽶）（⿊ベクトル）、⼀般廃棄物はそれほどではない（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 ⽶）（緑ベクトル）。輸⼊に起
因する不均衡は負を⽰し（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 ⽶（⻩ベクトル）の傾きが逆になる）、負荷も⼤きいことから、
全体としてベクトルの分布が開いた形態になっている。廃棄物の直接輸出量は⼩さい
（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 ⽶）（⻘ベクトル）。 
 
中国は、ࢃࢂ	⽇	 中 ൌ ሺ2.7 百万 t/年，14.9 百万 t/年ሻであるが、貿易では廃棄物発⽣の不均衡は
均衡している（図３−７）。内訳を⾒ると、⽇本から中国への海外直接投資に起因する産業
廃棄物が不均衡を⽣じているが（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 中）（⿊ベクトル）、⼀般廃棄物はそれほどではない
（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 中）（緑ベクトル）。輸⼊に起因する不均衡は均衡を⽰しているが（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 中⻩べクトルが
垂直）、負荷は⼤きいことから、全体としてベクトルの分布が開いた形態になっている。廃
棄物の直接輸出量は⼩さい（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 中）（⻘ベクトル）。 
 
 
図 3-6 ⽇本とアメリカ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⽶ 
ࢃࢂ⽇	⽶ 
ࢃࢂ૝	૞
⽇	⽶
 
ࢃࢂ૛	૚	
⽇	⽶
 
ࢃࢂ૚	૛
⽇	⽶
 
ࢃࢂ૚	૚
⽇	⽶
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図 3-7 ⽇本と中国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 中 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ࢃࢂ⽇	中 
ࢃࢂ૝	૞
⽇	中
 
ࢃࢂ૛	૚	
⽇	中
 
ࢃࢂ૚	૚
⽇	中
 ࢃࢂ૚	૛
⽇	中
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タイプ１−３ ⽇本の相⼿国依存型（海外直接投資は相⼿国の⽇本依存）（݀⽇ ୨＞0、݀ଵ௪⽇ ୨ ≦
0、݀ଶ௪⽇ ୨＞0）： アイルランド⼀ヶ国のみである。廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルࢃࢂ	⽇	 愛 ൌ
ሺ0.0 百万 t/年，0.2 百万 t/年ሻ （⾚）ベクトル（図３−８）であり、廃棄物発⽣不均衡・負
荷ベクトルの不均衡 d は正で⾮常に⼩さい値を⽰し、ほぼ均衡した状態である。 
 
 
図 3-8 ⽇本とアイルランド間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 愛 
 
 タイプ２−１ 相⼿国の⽇本依存型（海外直接投資は⽇本の相⼿国依存）（݀⽇ ୨≦0、݀ଵ௪⽇ ୨ ＞
0、݀ଶ௪⽇ ୨≦0）： 代表は韓国の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 韓）であり、韓国を含め
6 ヶ国で形成するグループである。 
 
 ࢃࢂ	⽇	 韓 ൌ ሺ0.3 百万 t/年，4.9 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、韓国に起因する⽇本での廃棄物発
⽣の不均衡を⽣じ、負荷はそれほど⼤きくない（図３−９）。内訳を⾒ると、⽇本から韓国
への海外直接投資に起因する産業廃棄物（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 韓）⿊ベクトル）と⼀般廃棄物（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 韓）（緑ベ
クトル）が不均衡を⽣じているが、それほど⼤きくなく、相対的に産業廃棄物の発⽣が⼤き
い。輸⼊に起因する不均衡は負を⽰し（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 韓⻩べクトルの傾きが逆になる）、負荷も⼤きい
ことから、全体としてベクトルの分布が開いた形態になり、第 2 象限分布する形態となっ
た。廃棄物の直接輸出量は特徴的に、不均衡 d が正であり、⽇本が韓国に依存している（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 韓）
（⻘ベクトル）。 
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図 3-9 ⽇本と韓国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 韓 
 
タイプ２−２ 相⼿国の⽇本依存型（݀⽇ ୨≦0、݀ ଵ௪⽇ ୨ ≦0、݀ଶ௪⽇ ୨≦0）： 代表はイギリスの廃棄
物発⽣不均衡・負荷ベクトル（ࢃࢂ	⽇	 英）（図３−１０）であり、イギリスを含め 3 ヶ国で形成
するグループである。 
 
ࢃࢂ	⽇	 英 ൌ ሺ0.7 百万 t/年，2.0 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）、イギリスに起因する⽇本での廃棄物
発⽣の不均衡を⽣じ、負荷もそれほど⼤きくはないが、廃棄物の直接輸出を除き全ての廃棄
物発⽣不均衡・負荷ベクトルが第 2 象限に分布する。内訳を⾒ると、イギリスから⽇本への
海外直接投資に起因する産業廃棄物（ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 英）（⿊ベクトル）と⼀般廃棄物（ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 英）（緑ベク
トル）が不均衡を⽣じているが、それほど⼤きくなく、相対的に産業廃棄物の発⽣が⼤きい。
輸⼊に起因する不均衡も負を⽰すが、廃棄物の直接輸出量のみ、値は⼩さいが正を⽰す
（ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 英）（少量で図⽰できず）。 
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図 3-10 ⽇本とイギリス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 英 
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タイプ２−３ 相⼿国の⽇本依存型（輸⼊は⽇本の相⼿国依存）（݀⽇ ୨≦0、݀ଵ௪⽇ ୨ ≦0、݀ଶ௪⽇ ୨＞
0） ：スイスの⼀ヶ国のみである（図３−１１）。廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルࢃࢂ	⽇	 瑞 ൌ
ሺെ0.1 百万 t/年，0.8 百万 t/年ሻ（⾚ベクトル）であり、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの
不均衡 d は負で⾮常に⼩さい値を⽰し、ほぼ均衡した状態である。内訳でみると、⽇本のス
イスからの輸⼊のみ正の値を⽰している（ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 瑞）（⻩ベクトル）。 
 
 
図 3-11 ⽇本とスイス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 瑞 
 
②廃棄物直接貿易の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルへの影響 
 
廃棄物直接輸⼊（貿易）の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルに関する廃棄物発⽣量は⼩さ
く、タイプ区分の要素とはしなかった。ここでは、これについて 6 タイプの亜種としての記
載をする。廃棄物直接輸⼊（貿易）の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルに関する廃棄物発⽣
量が⽐較的⼤きかったのは、中国、アメリカ、⾹港、韓国とシンガポールの 5 ヶ国である
（図３−１２）。 
⽇本の相⼿国依存型(輸⼊は相⼿国の⽇本依存)の亜種が、アメリカと中国であり、⽇本か
ら中国が廃棄物を直接輸⼊することにより、⽇本は中国に廃棄物発⽣不均衡を依存、アメリ
カはその逆の形態となっている。相⼿国の⽇本依存型(海外直接投資は⽇本の相⼿国依存)の
亜種が、⾹港、韓国とシンガポールであり、⽇本から⾹港と韓国が廃棄物を直接輸⼊するこ
とにより、⽇本は⾹港と韓国に廃棄物発⽣不均衡を依存、シンガポールはその逆の形態とな
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っている。 
廃棄物直接輸⼊（貿易）の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルに関する廃棄物発⽣量は、発
⽣量が少なくても、有害廃棄物の貿易があり、少量でも環境負荷が⼤きく、相⼿国へ与える
インパクトを考慮して⾏くのが今後の展望である。 
 
 
 
 
       
⽇本と中国間     ⽇本とｱﾒﾘｶ間     ⽇本と⾹港間   ⽇本とｼﾝｶﾞﾎﾟﾙ間 
                       ⽇本と韓国間 
 図 3-12 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの廃棄物直接輸⼊に伴うタイプ区分（亜種） 
 
 尚、全ての⽇本と相⼿国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル図を論⽂末尾の付録に添付
した。 
 
（４）貿易だけでなく海外直接投資起因の廃棄物発⽣を考慮したことによる知⾒ 
 
 ３−３−１節の（２）項で記載したように、貿易だけではなく海外直接投資に起因する廃
棄物発⽣も分析することにより、廃棄物発⽣不均衡は主に研究対象国の海外直接投資に起
因しており、廃棄物発⽣負荷は主に両地域の貿易（輸⼊）に起因していることが明確になっ
た。更に、これらの関係が、前項の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分とど
のように関係しているかを考察する。 
 貿易（輸⼊）に起因する廃棄物発⽣不均衡のみに基づき、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクト
ルを算出した場合と、本研究で算出した海外直接投資・貿易の両者に起因する廃棄物発⽣不
均衡・負荷ベクトルを⽐較した。タイプ１−２（中国を除くアメリカ、オランダ、アラブ⾸
⻑国連邦、タイ、マレーシア）とタイプ２−３（スイス）の６ヶ国は、海外直接投資起因の
廃棄物発⽣を考慮すると、アメリカを代表国として（図３−１３）、廃棄物発⽣不均衡 d の
正負値が逆転した（図３−１４）。 
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 図 3-13 ｱﾒﾘｶの海外直接投資起因廃棄物発⽣を考慮した廃棄物発⽣不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ 
 
 
図 3-14 5 ヶ国の海外直接投資起因廃棄物発⽣を考慮した廃棄物発⽣不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ 
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３．３．３ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの成分を⽤いた指標と廃棄物発⽣不均衡・負 
荷ベクトル分布の関係 
 
（１）指標の定義 
 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの成分である、負荷 s に占める不均衡 d の割合を、以下
の式で d/s として定義する。これは、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの傾きの逆数であ
る。 
 
d/s ＝ 不均衡 d / 負荷 s 
 
（２）d/s の算出結果 
 
 最⼤値がカタールの d/s=0.94 であり、29 ヶ国の計は d/s=0.31、イランで均衡 d/s=0 で
あり、最終的にパナマが d/s= -0.99 となる(図３−１５)。図３−１５には、３．３．２節の
（３）項で⽰した廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルのタイプ区分も合わせて⽰した。以下の
関係が⾒いだされる。 
  
     d/s> ≧ 0.6 :  タイプ１−１ 
 0.6 > d/s ≧ 0.1 ： タイプ１−１とタイプ１−２の混合 
-0.12  >  d/s     ： タイプ２−１とタイプ２−２の混合 
 
 図３−１６に廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの負荷 s と不均衡 d の相関図を⽰した。こ
の傾きが指標 d/s を⽰す。この相関図は、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d と負
荷 s の x 軸と y 軸の関係を逆転させたベクトル分布を⽰していることにもなる。また、図３
−１６中に廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルのタイプ区分も合わせて⽰した。 
 タイプ１−１とタイプ１−２は、⼀次回帰直線で近似できるようである。d/s の値が⼤き
くなると近似の精度も⾼くなる。 
 
（３）d/s と廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルのタイプ区分の関係 
 
 指標 d/s を⽤いれば、凡その廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの本研究のタイプ区分を表
現できる。 
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図 3-15 ⽇本と相⼿ 29 ヶ国間の d/s 指標 
 
 
図 3-16 ⽇本と相⼿国 29 ヶ国間の負荷 s（x 軸）と不均衡 d（y 軸）の相関図 
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３．４ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析 
 
３．４．１ 基準ケースと影響要因 
  
（１）基準ケースの設定 
 
感度分析のための廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの基準ケースは、全体の傾向を把握す
るため、３．３．１節の算出結果の⽇本と相⼿国の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを合計
したࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/年, 94.5 百万 ton/年)とする(表３−６)。 
 
（２）アプローチする影響要因の設定と変動幅 
 
 ①アプローチする影響要因 
 
基準ケースに基づく感度分析のための影響要因は、理論式として第２章で説明した各要
因の内、⽇本と相⼿国の産業廃棄物発⽣総固定資本形成ストック原単位、⼀般廃棄物発⽣総
固定資本形成ストック原単位、産業廃棄物発⽣国内⽣産額原単位、海外直接投資ストックと
輸⼊額とした。各影響要因を変動させることは、以下のアプローチを実施することに対応し
ている。 
総固定資本形成ストック原単位の変動は、設備投資ストック当たりの廃棄物発⽣量の変
動を近似し、基本的には、これの改善が重要となり、技術・コストの両⾯からのアプローチ
が可能である。産業廃棄物発⽣総固定資本形成ストック原単位は、⽣産そのものの産業廃棄
物発⽣と関連している。相⼿国の総固定資本原単位を改善するための⼀つの施策として、ク
リーナープロダクションの移転も⼀つの⽅法である。⼀般廃棄物発⽣総固定資本形成スト
ック原単位は、その後の消費による⼀般廃棄物の発⽣と関連している。 
産業廃棄物国内⽣産額原単位の変動は、その国全体の産業構造の変動と関連し、輸⼊に伴
う産業発⽣を算出するためのフローとしての原単位であり、⼀部は上記の産業廃棄物発⽣
総固定資本形成ストック原単位とも関連している。 
海外直接投資ストックと輸⼊額の変動は、技術的な要素というよりは社会的な各国間の
政策・政治と関連しており、変動に対する改善アプローチには困難を伴う。 
 
②アプローチする影響要因の変動幅とその設定根拠 
 
それぞれのアプローチする影響要因の最⼤変動幅は、表３−６に⽰した。廃棄物の直接の
輸⼊の要因は、全体に占める廃棄物発⽣量が⼩さいので、感度分析の影響要因の対象としな
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かった。しかし、有害廃棄物の輸⼊が含まれており、環境負荷という⾯では重要であり、研
究の展望として今後その扱いが検討されるべきである。アプローチ項⽬、各影響要因の変動
幅とその設定根拠は以下のとおりである。 
 
[技術アプローチ 1：設備・プロセスの産業廃棄物発⽣量] 
相⼿国の産業廃棄物発⽣総固定資本形成ストック原単位： 相⼿国の原単位を現状より悪
化させず（0%）、技術改善により⽇本の原単位まで近づける(-50%)。 
⽇本の産業廃棄物発⽣総固定資本形成ストック原単位： ⽇本の原単位を現状より悪化さ
せず(0%)、技術努⼒等により更に原単位を改善する(-40%)。 
 
[技術アプローチ 2：製品・原材料消費後の⼀般廃棄物発⽣量] 
相⼿国の⼀般廃棄物発⽣総固定資本形成ストック原単位： 相⼿国の原単位を現状より悪
化させず（0%）、技術努⼒等により⽇本の原単位まで近づける(-70%) 
⽇本の⼀般廃棄物発⽣総固定資本形成ストック原単位： ⽇本の原単位を現状より悪化さ
せず(0%)、技術努⼒等により更に原単位を改善する(-40%)。  
 
[産業構造アプローチ 1：業種の組合せによる産業廃棄物発⽣量] 
相⼿国の産業廃棄物発⽣国内⽣産額原単位： 相⼿国の原単位を現状より悪化させず(0%)、
業種の組合せや技術努⼒等により⽇本の原単位まで近づける(-40%)。 
⽇本の産業廃棄物発⽣国内⽣産額原単位： ⽇本の原単位を現状より悪化させず(0%)、業
種の組合せや技術努⼒等により更に原単位を改善する(-40%)。 
 
[産業構造アプローチ 2：⽇本あるいは相⼿国内での⽣産] 
相⼿国から⽇本への海外直接投資ストック： この要因は、国⼒や政治関係等の社会的な
条件が反映されるので、-30%〜+30％と仮定した。 
⽇本から相⼿国への海外直接投資ストック： この要因は、国⼒や政治関係等の社会的な
条件が反映されるので、-30%〜+30％と仮定した。 
相⼿国の⽇本からの輸⼊： この要因は、国⼒や政治関係等の社会的な条件が反映される
ので、-30%〜+30％と仮定した。 
⽇本の相⼿国からの輸⼊： この要因は、国⼒や政治関係等の社会的な条件が反映される
ので、-30%〜+30％と仮定した。 
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   表 3-6 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの感度分析の条件 
基準ケース： ࢃࢂ	⽇	 計= (29.0, 94.5)、  （単位：百万 ton/年） 
ｱ ﾌﾟﾛｰﾁ 影響要因 基準値 変動幅(%) 
技術 1  
： 設備・
プロセスの
産廃発⽣量 
1.相⼿国の産廃総固定 資本形成ｽﾄｯｸ原単位
(ton/百万$) 
94.7 -50% 
〜０％ 
2.⽇本の産廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位 
(ton/百万$) 
53.0 -40% 
〜０％ 
技 術 2 ： 
製品・原材
料消費後の
⼀廃発⽣量 
3.相⼿国の⼀廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位 
(ton/百万$) 
14.2 -70% 
〜０％ 
4.⽇本の⼀廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位  
(ton/百万$) 
5.6 -40% 
〜０％ 
産 業 構 造
1：業種組
合せによる
産廃発⽣量 
5. 相 ⼿ 国 の 産 廃 国 内 ⽣ 産 額 原 単 位  
(ton/百万$) 
67.0 -40% 
〜０％ 
6. ⽇ 本 の 産 廃 国 内 ⽣ 産 額 原 単 位 
(ton/百万$) 
53.0 -40% 
〜０％ 
産 業 構 造
2：⽇本あ
るいは相⼿
国内での⽣
産 
7.相⼿国から⽇本への直接投資ｽﾄｯｸ  
     (百万$/6 年)  
72,620 -30% 
〜+30％ 
8.⽇本から相⼿国への直接投資ｽﾄｯｸ     
  (百万$/6 年) 
316,923 -30% 
〜+30％ 
9. 相 ⼿ 国 の ⽇ 本 か ら の 輸 ⼊ 
(百万$/年)   
685,242 -30% 
〜+30％ 
10. ⽇ 本 の 相 ⼿ 国 か ら の 輸 ⼊  
(百万$/年) 
502,815 -30% 
〜+30％ 
  
３．４．２ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの感度分析の結果 
 
(1)廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの変動 
 
 ①相⼿国の産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位を変動要因として 
 
 廃棄物発⽣不均衡で 14 百万 ton/年、負荷で 12 百万 ton/年程度の変動可能性がある 
（図３−１７）。 
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図 3-17 相⼿国の産廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位の感度分析 
 
②⽇本の産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位を変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 2 百万 ton/年、負荷で 4 百万 ton/年程度の変動可能性があるが、変
動幅は⼩さい（図３−１8）。 
 
図 3-18 ⽇本の産廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位の感度分析 
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③相⼿国の⼀般廃棄物総固定資本形成ストック原単位を変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 3 百万 ton/年、負荷で 4 百万 ton/年程度の変動可能性があるが、変
動幅は⼩さい（図３―１9）。 
 
 
図 3-19 相⼿国の⼀廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位の感度分析 
 
④⽇本の⼀般廃棄物総固定資本形成ストック原単位を変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 0.5 百万 ton/年、負荷で２百万 ton/年程度の変動可能性があるが、
変動幅は⼩さい（図３−２０）。 
 
 
図 3-20 ⽇本の⼀廃総固定資本形成ｽﾄｯｸ原単位の感度分析 
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⑤相⼿国の産業廃棄物国内⽣産額原単位を変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 13 百万 ton/年、負荷で 1２百万 ton/年程度の変動可能性がある 
（図３−２１）。 
 
 
図 3-21 相⼿国の産廃国内⽣産額原単位の感度分析 
 
⑥⽇本の産業廃棄物国内⽣産額原単位を変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 12 百万 ton/年、負荷で 1２百万 ton/年程度の変動可能性がある 
（図３−２2）。 
 
図 3-22 ⽇本の産廃国内⽣産額原単位の感度分析 
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⑦相⼿国から⽇本への直接投資ストックを変動要因として 
 
変動要因としての効果は少ない（図３−２３）。 
 
 
図 3-23 相⼿国から⽇本への直接投資ｽﾄｯｸの感度分析 
 
⑧⽇本から相⼿国への直接投資ストックを変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 18 百万 ton/年、負荷で 16 百万 ton/年程度の変動可能性があり、変
動幅は⼤きい（図３−２４）。 
 
 
図 3-24 ⽇本から相⼿国への直接投資ｽﾄｯｸの感度分析 
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⑨相⼿国の⽇本からの輸⼊を変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 8 百万 ton/年、負荷で 10 百万 ton/年程度の変動可能性がある 
（図３−２５）。 
 
 
図 3-25 相⼿国の⽇本からの輸⼊の感度分析 
 
⑩⽇本の相⼿国からの輸⼊を変動要因として 
 
廃棄物発⽣不均衡で 1 0 百万 ton/年、負荷で 8 百万 ton/年程度の変動可能性があるが、
変動幅は⼩さい（図３−２６）。 
 
 
図 3-26 ⽇本の相⼿国からの輸⼊の感度分析 
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(２)廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの要素変動 
 
 ①廃棄物発⽣不均衡 d 
 
 正の傾きを⽰し影響の⼤きい要因は、相⼿国の産業廃棄物国内⽣産額原単位、⽇本の相⼿
国からの輸⼊、⽇本から相⼿国への直接投資ストックと相⼿国の産業廃棄物総固定資本形
成ストック原単位である。負の傾きを⽰し影響の⼤きい要因は、⽇本の産業廃棄物国内⽣産
額原単位と相⼿国の⽇本からの輸⼊である（図３−２7）。 
 
 
 図３-27 廃棄物発⽣不均衡 d の感度分析結果 
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②廃棄物発⽣負荷 s 
 
 全ての影響要因について正の傾きを⽰す。影響の⼤きい要因は、相⼿国の産業廃棄物国内
⽣産額原単位、⽇本の相⼿国からの輸⼊、⽇本から相⼿国への直接投資ストック、相⼿国の
産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位、⽇本の産業廃棄物国内⽣産額原単位と相⼿国
の⽇本からの輸⼊である（図３−２8）。 
 
 
図 3-28 廃棄物発⽣不均衡 s の感度分析結果 
 
 ③廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの絶対値（⼤きさ） 
 
全ての影響要因について正の傾きを⽰す。影響の⼤きい要因は、相⼿国の産業廃棄物国内
⽣産額原単位、⽇本の相⼿国からの輸⼊、⽇本から相⼿国への直接投資ストックと相⼿国の
産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位である（図３−２9）。 
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図３-29 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⼤きさ r の感度分析結果 
 
３．５ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善 
 
３．５．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル改善のアプローチと影響要因 
 
 上記（２）項の感度分析では、技術⾯での⼆つのアプローチ（設備・プロセスの産廃発⽣
量、製品・原材料消費後の⼀般廃棄物発⽣量）と産業構造⾯での⼆つのアプローチ（業種の
組合せによる産業廃棄物発⽣量、⽇本あるいは相⼿国内での⽣産）を設定した。これらの改
善アプローチに基づき、各アプローチを規制する変動要因を効果的に複合的に変動させ、廃
棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル合計値の改善の限界について検討する。後者の産業構造⾯で
の⼆つのアプローチは社会的・政治的条件に左右され安いアプローチであるが、前者の技術
⾯での⼆つのアプローチは、相対的に主に⾃助努⼒により技術とコストの関係で改善可能
なアプローチである。 
 
３．５．２ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルのアプローチ毎の改善効果 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間の合計値ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/年,94.5
百万 ton/年)に基づき、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルのアプローチ毎の改善効果を検討
する。 
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（１）技術⾯ 1：（設備・プロセスの産業廃棄物発⽣量）による改善 
 
本アプローチの影響要因は、相⼿国の産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位と⽇本
の産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位の 2 つである。⽇本の原単位を教師データと
して廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善を検討する。図３−２7 の廃棄物発⽣不均衡 d
の感度分析結果によれば、⽇本の産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位を負側に変動
させると廃棄物発⽣不均衡 d は⼤きくなる。従って、相⼿国の産業廃棄物総固定資本形成
ストック原単位を⽇本の原単位並みに改善することとし、影響要因を⽇本並みの値（-44.0%）
にセットした場合、基準のࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/年,94.5 百万 ton/年)が、ࢃࢂ	⽇	 計=(18.1 百万
ton/年, 83.5 百万 ton/年)まで改善される。これを図で⽰したものが、図３−30 である。 
 
（２）技術⾯ 2：（製品・原材料消費後の⼀般廃棄物発⽣量）による改善 
 
本アプローチの前項（１）に上乗せする影響要因は、相⼿国の⼀般廃棄物総固定資本形成
ストック原単位と⽇本の⼀般廃棄物総固定資本形成ストック原単位の 2 つである。⽇本の
原単位を教師データとして廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善を検討する。図３−２7
の廃棄物発⽣不均衡 d の感度分析結果によれば、⽇本の⼀般廃棄物総固定資本形成ストッ
ク原単位を負側に変動させると廃棄物発⽣不均衡 d は⼤きくなる。従って、相⼿国の⼀般
廃棄物総固定資本形成ストック原単位を⽇本の原単位並みに改善することとし、影響要因
を⽇本並みの値（-60.8%）にセットした場合、基準のࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/年,94.5 百万 ton/
年)が、ࢃࢂ	⽇	 計=(15.7 百万 ton/年, 81.1 百万 ton/年)まで改善される。これを図で⽰したもの
が、図３−３０である。 
 
（３）産業構造⾯ 1：（業種の組合せによる産廃発⽣量）による改善 
 
本アプローチの前項（１）と（２）に上乗せする影響要因は、相⼿国の産業廃棄物国内⽣
産額原単位と⽇本の産業廃棄物国内⽣産額原単位の 2 つである。⽇本の原単位を教師デー
タとして廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善を検討する。図３−２7 の廃棄物発⽣不均
衡 d の感度分析結果によれば、⽇本の産業廃棄物国内⽣産額原単位を負側に変動させると
廃棄物発⽣不均衡 d は⼤きくなる。従って、相⼿国の産業廃棄物国内⽣産額原単位を⽇本
の原単位並みに改善することとし、影響要因を⽇本並みの値（-37.4%）にセットした場合、
基準のࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/年,94.5 百万 ton/年)が、ࢃࢂ	⽇	 計=(3.5 百万 ton/年, 68.9 百万
ton/年)まで改善される。これを図で⽰したものが、図３−３０である。 
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（４）産業構造⾯ 2：（⽇本あるいは相⼿国内での⽣産）による改善 
 
本アプローチの前項（１）、（２）と（３）に上乗せする影響要因は、相⼿国から⽇本への
直接投資ストック、⽇本から相⼿国への直接投資ストック、相⼿国の⽇本からの輸⼊と⽇本
の相⼿国からの輸⼊ 4 つである。これらは社会的制約条件としての変動要因であり、⾃助
努⼒での改善は困難である。上述の原単位の変動要因の場合は、技術的な側⾯を重視し、
2010 年の⽇本の原単位を教師データとし、それ以上に原単位を悪くしないという仮定に基
づき検討した。しかし、本項の改善検討ではこのようなリーズナブルな条件が無く、社会的・
政治的に影響要因が変動すると推定される。 
従って、⽇本の⽴場で可能なケースとして、⽇本から相⼿国への直接投資ストックを-5%、
⽇本の相⼿国からの輸⼊を-5%することとした。この場合、基準のࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 ton/
年,94.5 百万 ton/年)が、ࢃࢂ	⽇	 計=(0.0 百万 ton/年, 68.8 百万 ton/年)まで改善される（図３−
３０）。これで、廃棄物発⽣は均衡することになり、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを改
善する⼀つのシナリオとその限界が明確になった。 
 
 
図 3-30 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル改善のアプローチ 
 
しかし、⽇本から相⼿国への直接投資ｽﾄｯｸの-5%は、各年の積み重ねの結果であり容易な
ことではない。また、廃棄物発⽣負荷 s を更に改善するには、経済をシュリンク（海外直接
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投資と貿易の削減）させることになり、世界的な合意が必要である。 
 
３．６ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル改善対象国の検討 
 
３．６．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル改善対象国の検討の必要性と対象国 
 
（１）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル改善対象国の検討の必要性 
 
 ⽇本が検討対象国（29 ヶ国）と海外直接投資・貿易活動を実施することにより⽇本に起
因して相⼿国に依存して相⼿国内で不均衡に発⽣する廃棄物量の収⽀（⼆国間廃棄物発⽣
量の差）の計は 29.0 百万 t/年である。⽇本と相⼿国が海外直接投資・貿易活動により発⽣
する廃棄物量の負荷（両国の廃棄物発⽣量の和）の計は、94.5 百万 t/年である。感度分析
結果に基づいたアプローチによれば、上記基準の 29.0 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 94.5
百万 t/年の廃棄物発⽣負荷を、技術アプローチ１（技術⾯での設備・プロセスの産業廃棄物
発⽣量改善アプローチ）で 18.1 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 83.5 百万 t/年の廃棄物発
⽣負荷まで、技術アプローチ２（技術⾯での製品・原材料消費後の⼀般廃棄物発⽣量改善ア
プローチ）で 15.7 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 81.1 百万 t/年まで、産業構造のアプロー
チ１（産業構造⾯での業種組合せによる産業廃棄物発⽣量改善アプローチ）で 3.5 百万 t/年
の廃棄物発⽣不均衡と 68.9 百万 t/年まで、及び産業構造アプローチ２（産業構造⾯での⽇
本あるいは相⼿国内での⽣産アプローチ）で、0.0 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 68.8 百
万 t/年まで改善できる可能性がある。結果的に⾒かけ上、不均衡は均衡化し、負荷も当初の
72.8%まで改善できる。 
しかし、これは合計値としての究極的な⽬標、現状の限界値であると理解している。なぜ
ならば、相⼿国（検討対象国）が、廃棄物発⽣に関し⽇本並みの技術⼒、適正な産業構造の
中で⽣産活動を実施し、更に社会的・政治的な要素を有する海外直接投資・貿易を相⼿国と
の関係で調整する必要があるからである。実際に対策を講じる場合には、個々の相⼿国との
関係が重要である。現状では、29 ヶ国の内、18 ヶ国において⽇本が相⼿国に海外直接投資・
貿易で廃棄物の発⽣を依存している。まずは、どの相⼿国をハイプライオリティで対策を講
じるか決めなければならない。 
 
（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルからの改善対象国 
 
⽇本と相⼿国との関係で、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡が 1.0 百万 ton 年以
上の国は、タイプ１−１の⽇本の相⼿国依存型のオーストラリア(7.5)、インドネシア(5.7)、
サウジアラビア(2.8)、ブラジル(1.9)、カナダ(1.2)、ロシア(1.3)、カタール(1.5)、及びタイ
プ１−２の⽇本の相⼿国依存型(輸⼊は相⼿国の⽇本依存)のアメリカ(4.5)と中国(2.7)であ
 
第３章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 
                                          
90 
 
る（表３−５）。対象から先進国を除外すれば、インドネシア(5.7)、サウジアラビア(2.8)、
ブラジル(1.9)、ロシア(1.3)、カタール(1.5)と中国(2.7)の 6 ヶ国が改善対象国となる。 
 
３．６．２ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルで早急な改善が必要とされる国 
 
 本節で⽤いた貿易データの記載は、外務省の国・地域データに基づいている。 
 
（１）タイプ１−１：⽇本の相⼿国依存型 
 
 ①カタール 
 
 ⽇本のカタールからの⼤きな輸⼊超過による、⽇本に起因するカタールで発⽣した産業
廃棄物発⽣による不均衡である（図３−３１）。不均衡 d=1.5 百万 ton/年である。⽇本の主
要輸⼊品⽬は、LNG・⽯油・⽯油化学製品である。 
感度分析等によれば廃棄物発⽣不均衡低減のため、⽇本のカタールからの輸⼊削減やカ
タールの上記輸⼊品⽣産に関連する設備から発⽣する産業廃棄物削減が、効果的な変動要
因になる。 
⽯油資源に乏しい⽇本の現状では輸⼊の削減は困難であるが、LNG・⽯油・⽯油化学製
品の輸⼊国を多様化することも⼀つの⽅法である。 
 
 
 図 3-31 ⽇本とカタール間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
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 ②サウジアラビア 
 
 ⽇本のカタールからの⼤きな輸⼊超過と海外直接投資による、⽇本に起因するサウジア
ラビアで発⽣した廃棄物発⽣による不均衡である（図３−３2）。不均衡 d=2.7 百万 ton/年
である。⽇本の主要輸⼊品⽬は、⽯油・同製品である。また、⽇本からサウジアラビアへの
海外直接投資は、化学・医薬品部⾨が多い。 
 感度分析等によれば廃棄物発⽣不均衡低減のため、⽇本のサウジアラビアからの⽯油・同
製品の輸⼊削減、サウジアラビアの⽯油・同製品に関連する設備から発⽣する産業廃棄物削
減、⽇本からサウジアラビアへの化学・医薬品⽣産のための海外直接投資の削減、及び化学・
医薬品⽣産に関連する設備から発⽣する産業廃棄物の削減、化学・医薬品消費後の⼀般廃棄
物削減が効果的な変動要因になる。 
 カタールのケースと同様に、⽯油資源に乏しい⽇本の現状では⽯油・同製品の輸⼊の削減
は困難であるが、⽯油・同製品の輸⼊国を多様化することも⼀つの⽅法である。⽇本のサウ
ジアラビアへの化学・医薬品⽣産のための海外直接投資は、⽇本の⽯油・同製品の輸⼊を製
造するための設備の⼀部となっている可能性もあり、この投資による廃棄物発⽣の少ない
設備の設計・製造・使⽤が求められる。  
 
 
図 3-32 ⽇本とサウジアラビア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
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③インドネシア 
 
サウジアラビアと似た分布である（図３−３３）。⽇本のインドネシアからの⼤きな輸⼊
超過と海外直接投資による、⽇本に起因するインドネシアで発⽣した廃棄物発⽣による不
均衡である。不均衡 d=5.7 百万 ton/年である。⽇本の主要輸⼊品⽬は、⾦属鉱及びくず・
天然ガス及び製造ガス・⽯炭・コークス及び練炭が多い。また、⽇本からインドネシアへの
海外直接投資は、輸送機械・⼀般機械器具・⽊材パルプ・鉄⾮鉄⾦属・鉱業部⾨が多い。 
 感度分析等によれば不均衡低減のため、⽇本のインドネシアからの⾦属鉱及びくず・天然
ガス及び製造ガス・⽯炭・コークス及び練炭の輸⼊削減、インドネシアの同製品製造関連設
備発⽣の産業廃棄物削減、⽇本からインドネシアへの輸送機械器具・⼀般機械器具・⽊材パ
ルプ・鉄⾮鉄⾦属・鉱業⽣産のための海外直接投資の削減、及び同製品⽣産関連設備から発
⽣する産業廃棄物の削減、同製品消費後の⼀般廃棄物削減が効果的な変動要因になる。 
 カタールとサウジアラビアのケースと異なるのは廃棄物の発⽣種類の多様化が予想され
ることである。⽇本の輸⼊においては液体のエネルギー資源だけではなく固体の鉱産資源
からの製造に伴う⼤量の廃棄物が発⽣する。⽇本のインドネシアへの海外直接投資におい
ては、輸⼊製品と関連する鉱業部⾨への海外直接投資だけではなく輸送機械器具・⼀般機械
器具への投資が⼤きく、⾦属系の廃棄物の発⽣も推定され、これらへの対応が必要である。 
 
 
図 3-33 ⽇本とインドネシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
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④ブラジル 
 
上記のカタール、サウジアラビアとインドネシアのケースとは異なり、海外直接投資の影
響が⼤きい（図３−３４）。⽇本のブラジルへの⼤きな海外直接投資とブラジルの⽇本から
の輸⼊による、⽇本に起因するブラジルで発⽣した廃棄物発⽣による不均衡である。不均衡
d=1.9 百万 ton/年である。⽇本からブラジルへの⼤きな海外直接投資は、鉱業・鉄⾮鉄⾦
属・輸送機械器具・電気機械器具部⾨である。⽇本の主要輸⼊品⽬は、鉄鉱⽯・⾁類・農産
物・⾮鉄⾦属が多い。 
 感度分析等によれば廃棄物発⽣不均衡低減のため、⽇本からブラジルへの鉱業・鉄⾮鉄⾦
属・輸送機械器具・電気機械器具部⾨への海外直接投資の削減、同製品⽣産に関連する設備
から発⽣する産業廃棄物の削減、同製品消費後の⼀般廃棄物削減、及び⽇本のブラジルから
の鉄鉱⽯・⾁類・農産物・⾮鉄⾦属の輸⼊削減、ブラジルの同製品製造に関連する設備から
発⽣する産業廃棄物削減が、効果的な変動要因になる。 
 カタールとサウジアラビアとインドネシアのケースと異なるのは、上記の⽇本の鉱業部
⾨への投資と⽇本の鉄鉱⽯の輸⼊から判断して、鉱⼭廃棄物の発⽣、⾁類の輸⼊から、糞尿
の発⽣等が予想される。 
 
 
図 3-34 ⽇本とブラジル間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
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⑤ロシア 
 
サウジアラビアとインドネシアのケースと同じパターンを⽰すが、海外直接投資の率が
少ない（図３−３５）。⽇本のロシアからの⼤きな輸⼊と少額の海外直接投資による、⽇本
に起因するロシアで発⽣した廃棄物発⽣による不均衡である。不均衡 d=1.3 百万 ton/年で
ある。⽇本の主要輸⼊品⽬は、原油・天然ガス・⾮鉄⾦属・⽯炭・⿂介類である。また、⽇
本からサウジアラビアへの海外直接投資は、ゴム⽪⾰・⼀般機械器具部⾨である。 
 感度分析等によれば廃棄物発⽣不均衡低減のため、⽇本のロシアらの原油・天然ガス・⾮
鉄⾦属・⽯炭・⿂介類に関連する設備から発⽣する産業廃棄物削減、⽇本からロシアへのゴ
ム⽪⾰・⼀般機械器具部⾨のための海外直接投資の削減、及びゴム⽪⾰・⼀般機械器具部⾨
に関連する設備から発⽣する産業廃棄物の削減、ゴム⽪⾰・⼀般機械器具部⾨の製品消費後
の⼀般廃棄物削減が効果的な変動要因になる。 
 ⽇本の輸⼊に伴う⼤量の鉱業廃棄物の発⽣が推定されるが、この輸⼊にリンクするロシ
アへの鉱業関係の海外直接投資はほとんどない。  
 
 
図 3-35 ⽇本とロシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
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（２）タイプ１−２：⽇本の相⼿国依存型(輸⼊は相⼿国の⽇本依存) 
 
①中国 
 
輸⼊に起因する廃棄物発⽣量は相⼿国に依存するタイプと⾔っても、⽇本と中国の関係
ではほぼ均衡している（⻩ベクトルがほぼ垂直）（図３−３６）。⽇本の中国への⼤きな海外
直接投資による、⽇本に起因する中国で発⽣した廃棄物発⽣による不均衡である。不均衡
d=2.7 百万 ton/年である。⽇本から中国への⼤きな海外直接投資は、⼀般機械器具、輸送機
械器具、化学医薬、鉄⾮鉄⾦属と電気機械器具部⾨である。 
感度分析等によれば廃棄物発⽣不均衡低減のため、⽇本から中国への⼀般機械器具、輸送
機械器具、化学医薬、鉄⾮鉄⾦属と電気機械器具部⾨への海外直接投資の削減、中国の同製
品⽣産に関連する設備から発⽣する産業廃棄物の削減、同製品消費後の⼀般廃棄物削減が
効果的な変動要因になる。 
 
 
図 3-36 ⽇本と中国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
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３．７ 第３章のまとめ 
 
 本章では第２章で理論式として構築した廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを、事例研究と
して⽇本と検討対象の相⼿国間の海外直接投資・貿易活動に適⽤し、廃棄物の発⽣不均衡を
研究した。これにより、下記の事項が明確となった。 
 
 ①⽇本が検討対象国（29 ヶ国）と海外直接投資・貿易活動を実施することにより⽇本に
起因して相⼿国に依存して相⼿国内で不均衡に発⽣する廃棄物量の収⽀（⼆国間廃棄物発
⽣量の差）の計は 29.0 百万 t/年である。また、⽇本と相⼿国が海外直接投資・貿易活動に
より発⽣する廃棄物量の負荷（両国の廃棄物発⽣量の和）の計は、94.5 百万 t/年である。 
 
②廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの合計値に関する廃棄物発⽣不均衡は、検討対象相⼿
国の海外直接投資に主に起因しており（海外直接投資分 85.2%）、廃棄物負荷は、主に両国
の輸⼊に起因している（輸⼊分 64.8%）。 
 
 ③廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの総合的な指標である廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクト
ルの絶対値（不均衡と負荷の総合的な⼤きさを⽰す指標）は、合計値が 98.9 百万 t/年であ
り、アメリカの 19.4 百万 t/年、中国の 15.2 百万 t/年、オーストラリアの 11.6 百万 t/年と
インドネシアの 9.2 百万 t/年が⼤きな値を⽰す。 
 
④検討対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が
19 ヶ国と負（相⼿国起因の廃棄物を⽇本で発⽣）を⽰す国が 10 ヶ国ある。不均衡 d が正を
⽰す上位国は、オーストラリア、インドネシア、アメリカと中国のような鉱⼭業型国（２．
３．２節（１）項の定義参照）である。インドネシアを除き⼤陸に位置している。不均衡 d
が負を⽰す国は、台湾、⾹港、シンガポール、韓国とフィリピンの⽇本の近隣国、及びヨー
ロッパのイギリス、ルクセンブルグとスイスである。これらの国の内、廃棄物発⽣が均衡し
ている国は、イラン、アイルランド、韓国、メキシコ、フィリピンの 5 ヶ国である。⽇本と
アフリカ⼤陸国間では、⾦額ベースでの海外直接投資・貿易の関係が希薄であり、これに起
因する廃棄物の発⽣は⼩さいと推定される。 
 
 ⑤廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分布は、以下の 6 区分できる。 
タイプ１−１：⽇本の相⼿国依存型（12 ヶ国）、タイプ１−２：⽇本の相⼿国依存型（輸
⼊分は相⼿国の⽇本依存）（6 ヶ国）、タイプ１−３：⽇本の相⼿国依存型（海外直接投資分
は相⼿国の⽇本依存）（1 ヶ国）、タイプ２−１：相⼿国の⽇本依存型（海外直接投資分は⽇
本の相⼿国依存）（6 ヶ国）、タイプ２−２：相⼿国の⽇本依存型（3 ヶ国）、タイプ２−３：
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相⼿国の⽇本依存型（輸⼊分は⽇本の相⼿国依存）（1 ヶ国））。 
 
⑥貿易だけではなく海外直接投資に起因する廃棄物発⽣も分析することにより、廃棄物
発⽣不均衡・負荷ベクトルの廃棄物発⽣不均衡 d 算出値の正負が逆転する（⽇本と相⼿国
間の廃棄物発⽣の依存が逆転する）ケースが、29 対象国の内 6 ヶ国あることが明確になっ
た。 
 
 ⑦廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの成分に基づく、指標 d/s＝不均衡 d/負荷 s、を⽤い
れば、本研究の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの６種類のタイプ区分に凡そ整合的な廃棄
物発⽣不均衡・負荷ベクトルの区分が可能である。 
 
 ⑧基準ケースを上記の①項の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル=(29.0 百万 ton/年, 94.5
百万 ton/年)とし、4 つのアプローチ（技術アプローチ１：技術⾯での設備・プロセスの産
業廃棄物発⽣量、技術アプローチ２：技術⾯での製品・原材料消費後の⼀般廃棄物発⽣量、
産業構造アプローチ１：産業構造⾯での業種組合せによる産業廃棄物発⽣量、産業構造アプ
ローチ２：産業構造⾯での⽇本あるいは相⼿国内での⽣産）と 10 の変動要因（相⼿国の産
業廃棄物総固定資本形成ストック原単位、⽇本の産業廃棄物総固定資本形成ストック原単
位、相⼿国の⼀般廃棄物総固定資本形成ストック原単位、⽇本の⼀般廃棄物総固定資本形成
ストック原単位、相⼿国の産業廃棄物国内⽣産額原単位、⽇本の産業廃棄物国内⽣産額原単
位、相⼿国から⽇本への直接投資ストック、⽇本から相⼿国への直接投資ストック、相⼿国
の⽇本からの輸⼊、⽇本の相⼿国からの輸⼊）から構成される感度分析を実施した。 
 
 ⑨感度分析の結果、廃棄物発⽣不均衡に与える影響が⼤きい要因は、相⼿国の産業廃棄物
国内⽣産額原単位、⽇本の相⼿国からの輸⼊、⽇本から相⼿国への直接投資ストックと相⼿
国の産業廃棄物総固定資本形成ストック原単位である。廃棄物発⽣負荷に与える影響が⼤
きい要因は、上記の 4 つの要因、及び⽇本の産業廃棄物国内⽣産額原単位と相⼿国の⽇本
からの輸⼊である。 
 
 ⑩感度分析結果に基づいたアプローチによる廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善の
検討では、基準の 29.0 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 94.5 百万 t/年の廃棄物発⽣負荷を、
技術⾯での設備・プロセスの産業廃棄物発⽣量改善アプローチで 18.1 百万 t/年の廃棄物発
⽣不均衡と 83.5 百万 t/年の廃棄物発⽣負荷まで、技術⾯での製品・原材料消費後の⼀般廃
棄物発⽣量改善アプローチで 15.7 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 81.1 百万 t/年まで、産
業構造⾯での業種組合せによる産業廃棄物発⽣量改善アプローチで 3.5 百万 t/年の廃棄物
発⽣不均衡と 68.9 百万 t/年まで、及び産業構造⾯での⽇本あるいは相⼿国内での⽣産アプ
ローチで、0.0 百万 t/年の廃棄物発⽣不均衡と 68.8 百万 t/年まで改善できる可能性がある。 
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⑪⽇本と相⼿国との関係で、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡が 1.0 百万 ton 年
以上の国は、タイプ１−１：⽇本の相⼿国依存型のオーストラリア(7.5)、インドネシア(5.7)、
サウジアラビア(2.8)、ブラジル(1.9)、カナダ(1.2)、ロシア(1.3)、カタール(1.5)、及びタイ
プ１−２：⽇本の相⼿国依存型(輸⼊は相⼿国の⽇本依存)のアメリカ(4.5)と中国(2.7)であ
る。対象から先進国を除外すれば、インドネシア(5.7)、サウジアラビア(2.8)、ブラジル(1.9)、
ロシア(1.3)、カタール(1.5)と中国(2.7)の 6 ヶ国が改善対象国となる。改善対象国の改善に
当たっての注意点を⽰した。 
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第４章 第２章と第３章に関する廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル補正の試算         
 
4．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル補正の必要性と補正係数 
 
（１）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル補正の必要性 
 
本節までに検討した廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは未補正の算出結果であり、合計値
は、 ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)であり、合計値の改善アプローチに基づき、
ࢃࢂ	⽇	 計=(0.0 百万 ton/年, 68.8 百万 ton/年)までの改善可能性を⽰した。しかし、この改善の
ためには、技術的なアプローチのみならず、社会的・政治的な配慮も必要であり、かなりの
困難を伴う。 
実際に改善策を実施する場合には、⽇本と個別相⼿国間の検討が必要である。この検討に
先⽴ち、両国の環境負荷の受け⼊れ容量（キャパシティ）を考慮することを考える。⽇本が
相⼿国に与える廃棄物発⽣による環境インパクト、あるいは相⼿国が⽇本に与えるインパ
クトについて検討する。環境インパクトは、廃棄物の発⽣に伴う⼈間への影響と発⽣した廃
棄物を処理（含、リサイクル等）・処分するキャパシティの余裕を含むものとする。⽇本と
相⼿国の海外直接投資・貿易による⼆国間廃棄物発⽣量が、両国で同量であったとしても、
両国が相互に与える廃棄物発⽣による環境インパクトに差があると考えられる。廃棄物は
基本的に各国の経済活動が営まれている地区で発⽣し、その処理・処分もその周辺を含めた
地域で実施されている。その地域では当然⼈⼝密度も⾼くなっている。⽇本の相⼿国への廃
棄物発⽣の環境インパクトは、この地域に与える環境インパクトととして捉える必要があ
り、相⼿国の⽇本への廃棄物発⽣の環境インパクトも同様に考える必要がある。また、地域
の内外における処理・処分施設の設置の余裕度もこのインパクトに含まれる。 
本節までに検討した廃棄物発⽣量の環境インパクトに関する重みは両国間で同⼀として
いたが、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルをより現実的な環境インパクトの指標として⽤い
るためには、廃棄物発⽣に伴う地域内の⼈間への影響と地域内外での処理・処分施設の設置
の余裕度への影響を補正する係数が必要である。⼀つの試算として、その補正係数として各
国の道路密度の活⽤を試みる。 
 
（２）試算に⽤いる補正係数としての道路密度 
 
 道路密度（RD）は、（５．１）式で定義される。 
 
 RD（道路密度）（1/100km）＝ 道路総延⻑（km） / 陸地⾯積（100km2）・・・(5.1) 
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 この道路密度を補正係数として活⽤するためには、以下の仮定を設ける。 
 
 仮定 1： 道路が分布する地区とその近傍を含む地域は、廃棄物発⽣施設密度と⼈⼝密度
が⾼い。 
 仮定 2： 道路が分布する地区とその近傍を含む地域内外に、廃棄物処理（含、リサイク
ル等）・処分施設の設置が可能である。 
  
図 4−１の道路密度の説明図では、A 国の道路密度が 300 であり、B 国の道路密度が 30
である。B 国の道路密度は、A 国の 0.1 倍であり、A 国を 1 とすれば B 国は 0.1 となる。こ
の 0.1 を、A 国が B 国に与える廃棄物発⽣の環境インパクトの補正係数とする。仮定 1 に
基づけば、⼈間に与える廃棄物発⽣の環境インパクトの観点から、A 国起因の B 国で発⽣
した廃棄物発⽣量は、B 国起因の A 国で発⽣した廃棄物発⽣量の 0.1 の重みを乗じた廃棄
物発⽣量になる。同様に仮定 2 に基づけば、廃棄物処理（含、リサイクル等）・処分施設の
設置に与える廃棄物発⽣の環境インパクト（設置キャパシティ増化の可能性）の観点から、
A 国起因の B 国で発⽣した廃棄物発⽣量は、B 国起因の A 国で発⽣した廃棄物発⽣量の 0.1
の重みを乗じた廃棄物発⽣量になる。これを数式表⽰すれば、（５．２）式となる。 
 
環境インパクト補正係数 ＝ 相⼿国の道路密度 / ⽇本の道路密度・・・・・・・(5.2) 
 
従って、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出時の⼆国間廃棄物発⽣量に環境インパクト
補正係数を乗じることにより、環境インパクト補正済の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを
得ることができる。 
       
 
図 4-1 道路密度の説明 
A国 B国
注）国内の模様は、地域の道路分布
道路密度A＝300 道路密度B＝30
B国の道路密度は、A国の0.1倍であり、A国を1とすればB国は0.1 
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4．２ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの補正結果 
 
各種の標記で補正済を意味するために、補正後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの図⽰
は破線で⽰す。 
 
４．２．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の⽇本と相⼿国間の合計値 
 
（１）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の⽇本と相⼿国間の合計値分布 
 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の算出結果合計値は、 ࢃࢂ	⽇	 計（EA）=(-20.2 百
万 t/年, 45.8 百万 t/年)となった。これは、相⼿国全体（相⼿国の合計を⼀国とした考え⽅）
が海外直接投資・貿易に関して不均衡に 20.2 百万 t/年の廃棄物の発⽣を⽇本に依存してお
り、⽇本と相⼿国全体の海外直接投資・貿易に起因する負荷（両国の廃棄物発⽣量の和）は、
45.8 百万 t/年であることを⽰している。これを図⽰したものが、図４−２の廃棄物発⽣不
均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 計（補正済）である。⽐較のため、補正前のࢃࢂ	⽇	 計も合わせて⽰した。
補正後の算出結果は環境インパクト補正した値で表⽰しており、補正前の廃棄物発⽣不均
衡・負荷ベクトルの算出結果との相対⽐較のために掲載しており、絶対量の⽐較はできない。 
  
 
図 4-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 計（補正済）とࢃࢂ	⽇	 計 
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（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の⽇本と相⼿国間合計値の不均衡と負荷
の原因 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡と負荷の原因について、３．３．１節（２）項
と同様な解析を実施した。廃棄物不均衡負荷ベクトルࢃࢂ	⽇	 計（補正済）の内訳は、（５．３）
式となる。 
 
 ࢃࢂ⽇	 計（補正済 ൌ  ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 計（補正済） ൅ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 計（補正済） ൅ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 計（補正済） ൅ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 計（補正済）・・・ሺ5.3ሻ	 	
（投資産廃  ＋ 投資⼀廃）＋(製品等輸⼊産廃 ＋ 廃棄物輸出) 
=     {(1.9, 9.6)  + (0.5, 1.4)}  +  {(-22.6, 34.6)  +   (-0.1, 0.3)}  
=   (-20.2，45.8)             
  
上記の x 成分の絶対値の和 25.1 を 100%、y 成分 45.8 を 100%として、分解した内訳ベ
クトルの対応する x 成分、y 成分の割合を表４−１に⽰した。不均衡を⽰す輸出⼊(貿易)の
割合は 90.4%、負荷を⽰す輸出⼊(貿易)の割合も 76.1%である。廃棄物発⽣不均衡と廃棄物
発⽣負荷の両者共に、主に⽇本と相⼿国間の輸出⼊（貿易）起因していることが明確になっ
た。上記は、図４−２の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布の数値的説明の⼀環となって
いる。 
補正前の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルについては、廃棄物発⽣不均衡は、主に主要国
地域の海外直接投資に起因しており、廃棄物発⽣負荷は、主に両地域の輸出⼊（貿易）起因
しており、廃棄物発⽣不均衡に関して結果が異なっている。これは、⽇本の海外への直接投
資が相⼿国から⽇本への海外直接投資の 8 倍にもなり、異常に⼤きいことに起因しており、
⽇本の海外直接投資の特殊性に基づく廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の表現と
なっている。 
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表 4-1 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の不均衡と負荷の原因 
直接投資貿易形態(c) 不均衡 ݀௖௪ 負 荷 ݏ௖௪ 
と廃棄物種(w) (百万 t/年) % (百万 t/年) % 
 
投 
資 
(c=1) 
 
 
 
産廃(w=1) 
 
1.9 7.6 9.6 20.9 
 
⼀廃(w=2) 
 
 0.5 2.0  1.4 3.1 
 
⼩ 計 
 
2.4 9.6 11.0 24.0 
輸  
⼊ 
(c=2) 
 
産廃(w=1) 
 
22.6 90.0 34.6 75.4 
輸 
出
(c=4) 
 
全廃棄物(w=5) 
 
 0.1 04.  0.3 0.7 
 
⼩ 計 
 
 
 22.7 
 
90.4 
 
34.9 
 
76.1 
 
合 計 
 
25.1 100.0 45.9 100.1 
 
4．２．２ 相⼿国毎の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル(補正済) 
 
（１）相⼿国毎の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の絶対値 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の⽇本と相⼿国全体としての関係では、
|ࢃࢂ⽇	 計|（補正済） =50.1 百万 ton/年となる。⽇本とアメリカの関係が廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトル（補正済）の絶対値が最⼤であり、⽇本とイランの関係が最⼩である。 
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 図 4-3 廃棄物不均衡・負荷ベクトルの⼤きさ（補正済）   
 
（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布（補正済）のタイプ区分 
 
 第３．３．２節の（３）項の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの区分⽅法と同様に廃棄物
発⽣不均衡・負荷ベクトル分布の特徴を不均衡 d と負荷 s に基づき、表４−２のとおり区分
した。補正後は、補正前の 6 区分とは異なり 5 区分となった。表４―５は、廃棄物発⽣不均
衡・負荷ベクトルに関して補正前後の関係の理解を容易にするため再掲載した。 
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表 4-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）の特徴  
タイプ 
 
不均衡 d タイプ別の相⼿国（括弧内の数値はベクト
ルの⼤きさ、単位：百万 ton/年） ݀⽇ ୨  ݀ଵ௪⽇ ୨ ݀ଶ௪⽇ ୨ 
ﾀｲﾌﾟ 1-1：⽇本の相
⼿国依存型 
＞0 ＞0 ＞0 フランス(1.1)、カタール(0.6)、 
ﾀｲﾌﾟ 1-2：⽇本の相
⼿国依存型（輸⼊は
相⼿国の⽇本依存） 
＞0  
 
＞0 ≦0 シンガポール(3.4)、オランダ(2.4) 
ﾀｲﾌﾟ 1-3：⽇本の相
⼿国依存型（海外直
接投資は相⼿国の⽇
本依存） 
＞0 ≦0 ＞0 スウェーデン(0.3) 
ﾀｲﾌﾟ 2-1：相⼿国の
⽇本依存型（海外直
接投資は⽇本の相⼿
国依存） 
≦0 ＞0 ≦0 中国(9.0)、韓国(3.9)、台湾(3.2)、⾹港
(2.4)、タイ(2.1)、ドイツ(1.9)、インドネシ
ア(1.2)、マレーシア(1.1)、オーストラリア
(1.0)、インド(0.7)、フィリピン(0.7)、メキ
シコ(0.6)、カナダ(0.6)、ロシア(0.5)、アラ
ブ⾸⻑国連邦(0.4)、サウジアラビア(0.4)、
ブラジル(0.4) 
ﾀｲﾌﾟ 2-2：相⼿国の
⽇本依存型 
≦0 ≦0 ≦0 アメリカ(10.8)、イギリス(1.9)、パナマ
(0.9)、スイス(0.7)、ルクセンブルグ(0.2)、
アイルランド(0.1)、イラン(0.1) 
ﾀｲﾌﾟ 2-3：相⼿国の
⽇本依存型（輸⼊は
⽇本の相⼿国依存） 
≦0 ≦0 ＞0 ― 
 注 1）⾚字国は、補正前において⽇本が廃棄物の発⽣を相⼿国に依存していたのが、補正
後は相⼿国が⽇本依存になった国を⽰す。注 2）⻘字国は、注 1 の逆のケースの国を⽰す。 
 
 
第４章 第２章と第３章に関する廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル補正の試算 
                                          
106 
 
 
表 3-5 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分 
ﾀｲﾌﾟ別の相⼿国(数値は⽇本と相⼿国間の計
としての不均衡ࢊ⽇ܒ、単位：百万 ton/年) 
不均衡 d 廃棄物発⽣不均衡負荷
ﾍﾞｸﾄﾙの特徴 ࢊ⽇ܒ  ࢊ૚࢝⽇ܒ ࢊ૛࢝⽇ܒ 
ﾀｲﾌﾟ 1-1：⽇本の相⼿国依存型 
オーストラリア(7.5)、インドネシア(5.7)、サ
ウジアラビア(2.8)、ブラジル(1.9)、ドイツ
(0.6)、カナダ(1.2)、ロシア(1.3)、フランス
(0.6)、インド(0.6)、カタール(1.5)、スウェー
デン(0.2)、イラン(0.0) 
  
＞0 
 
 
 
 
 
 
＞0 ＞0 廃棄物発⽣が、⽇本の
相⼿国への依存を⽰
し、内訳ベクトルを含
め第 1 象限（右側）に
位置する。均衡国のｲﾗ
ﾝ等は、y 軸(縦軸)に沿
う分布を⽰す。 
ﾀｲﾌﾟ 1-2：⽇本の相⼿国依存型(輸⼊は相⼿国 
の⽇本依存)  
アメリカ(4.5)、中国(2.7)、オランダ(0.8)、
アラブ⾸⻑国連邦(0.8)、タイ(0.7)、マレー
シア(0.2) 
＞0  
 
＞0 ≦0 輸⼊は相⼿国の⽇本依
存、⻩⾊ﾍﾞｸﾄﾙが、負
の傾きを⽰し、ｵｰﾌﾟﾝ
な形状を⽰す。 
ﾀｲﾌﾟ 1-3：⽇本の相⼿国依存型(海外直接投資
は相⼿国の⽇本依存) 
アイルランド(0.0) 
注）ほぼ均衡しているので、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞは y 軸
に沿った分布となる。 
＞0 ≦0 ＞0 投資が相⼿国の⽇本依
存、⼀般的には、⿊ﾍﾞ
ｸﾄﾙが負の傾きを⽰
し、ｵｰﾌﾟﾝな形状を⽰
す。   注)左参照。 
ﾀｲﾌﾟ 2-1：相⼿国の⽇本依存型(海外直接投資
は⽇本の相⼿国依存) 注 2） 
フィリピン(-0.1)、メキシコ(-0.1)、韓国 
(-0.3)、シンガポール(-0.4)、⾹港(-1.1)、 
台湾(-1.2) 
≦0 ＞0 ≦0 廃棄物発⽣が、相⼿国
の⽇本への依存を⽰
し、⾚ﾍﾞｸﾄﾙ(不均衡計)
が第 2 象限（左側）に
位置する。⿊⾊ﾍﾞｸﾄﾙ
(投資)は、正の傾き。 
ﾀｲﾌﾟ 2-2：相⼿国の⽇本依存型 
ルクセンブルグ(-0.2)、イギリス(-0.7)、パ
ナマ(-0.7)、 
≦0 ≦0 ≦0 相⼿国の⽇本への依存
を⽰し、内訳ベクトル
を含め第 2 象限（左
側）に位置する。ﾍﾞｸﾄ
ﾙは全て負の傾き。 
ﾀｲﾌﾟ 2-3：相⼿国の⽇本依存型（輸⼊は⽇本
の相⼿国依存） 
スイス(-0.1) 
 
 
≦0 ≦0 ＞0 輸⼊は⽇本の相⼿国依
存、⻩⾊ﾍﾞｸﾄﾙが、正
の傾きを⽰し、ｵｰﾌﾟﾝ
な形状を⽰す。 
注） ࢊ૚࢝
⽇ܒ：⽇本と相⼿国間の海外直接投資廃棄物発⽣不均衡、 ࢊ૛࢝
⽇ܒ：輸⼊に関する廃棄物発⽣不均衡。 
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４．３ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの補正前後の⽐較と今後の取り組み 
 
（１） 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの補正前後の⽐較 
 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの補正前後の分布状況を⽰した。表４−２と表３−５の
⽐較から、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの補正前後の状況は以下のとおりである。 
 
 a. 不均衡݀⽇ ୨が正の値を⽰し（表３−５の上半分）、⽇本が相⼿国に廃棄物の発⽣を依存し
ていた 19 か国の内 15 ヶ国が、補正後には不均衡݀⽇ ୨が負の値を⽰すことになり（表４−２
の下半分）、相⼿国が⽇本に廃棄物発⽣を依存している区分に移⾏した。  
 b. 補正前の区分から移動せずにそのままの区分に留まったのは、カタールとフランス（⽇
本の相⼿国依存型）、オランダ（輸⼊を除き⽇本の相⼿国依存型）、韓国、台湾、⾹港、フィ
リピン、メキシコ（海外直接投資を除き相⼿国の⽇本依存型）、及び、イギリス、パナマ、
ルクセンブルグ（相⼿国の⽇本依存型）である。 
c. 逆に、シンガポールは、相⼿国の⽇本依存型から輸⼊を除き⽇本の相⼿国依存型へ移
⾏し、不均衡݀⽇ ୨が正の値を⽰し（表４−２の上半分）、⽇本が相⼿国に廃棄物の発⽣を依存
している国となった。 
 d. スウェーデンとスイスは、不均衡݀⽇ ୨が正あるいは負（表４−２と表３−５）が変化す
るような⼤きな区分移動をしなかった。 
 e. 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（補正済）は、輸⼊を除き相⼿国の⽇本依存型の区分
に属するものが無い。 
 
（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの今後の取り組み 
 
⽇本と相⼿国では、廃棄物発⽣による環境インパクトの受け⼊れ容量（キャパシティ）に
差がある。廃棄物は基本的に各国の経済活動が営まれている地区で発⽣し、その処理（含、
リサイクル等）・処分もその周辺を含めた地域で実施されている。⽇本の相⼿国への廃棄物
発⽣の環境インパクトは、この地域の有する受け⼊れ容量に与える環境インパクトとして
捉える必要があり、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出時において何らかの補正が必要で
ある。 
これにより、指標としての廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルをより現実的なものとし、他
排出物にも適⽤の可能性を広げることができる。また、有害廃棄物を含む排出物の強度の評
価も重要となってくる。 
本章の道路密度を活⽤した補正係数は、過度に補正がされた結果となった。研究の展望と
して、補正係数の研究が望まれる。 
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４．４ 第４章のまとめ 
 
 ①第１章〜第５章までの廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは、⽇本が相⼿国に与える廃棄
物発⽣による環境インパクトの重み、あるいは相⼿国が⽇本に与えるインパクトの重みを
考慮していない。これを考慮するための環境インパクト補正係数（＝相⼿国の道路密度/⽇
本の道路密度）を導⼊した。 
 
 ②環境インパクト補正係数で補正した場合、⽇本に起因して相⼿国に依存して相⼿国内
で不均衡に発⽣する廃棄物量の収⽀（⼆国間廃棄物発⽣量の差）の計は-20.2 百万 t/年であ
る。また、⽇本と相⼿国が海外直接投資・貿易活動により発⽣する廃棄物量の負荷（両国の
廃棄物発⽣量の和）の計は、45.8 百万 t/年である。環境インパクト補正係数で補正した値
は、実際の廃棄物発⽣量を⽰すのではなく、相対値としての指標として活⽤することができ
る。 
 
③補正後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの総合的な指標である補正後の廃棄物発⽣
不均衡・負荷ベクトルの絶対値（不均衡と負荷の総合的な⼤きさを⽰す指標）は、合計値が
50.1 百万 t/年であり、⼤きな値を⽰すのは、アメリカの 10.8 百万 t/年と中国の 9.0 百万 t/
年である。 
 
 ④補正後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの合計値に関する廃棄物発⽣不均衡は、主に
両国の輸⼊に起因しており（輸⼊分 90.4%）、廃棄物発⽣負荷も、主に両国の輸⼊に起因し
ている（輸⼊分 76.1%）。 
 
 ⑤検討対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が
5 ヶ国と負（相⼿国起因の廃棄物を⽇本で発⽣）を⽰す国が 24 ヶ国である。補正前の廃棄
物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d が正を⽰す上位 4 ヶ国の鉱⼭業型国（２．３．２節
（１）項の定義参照）であるオーストラリア、アメリカ、中国とインドネシアも後者に含ま
れる。 
 
 ⑥補正前の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルで、⽇本が相⼿国に廃棄物の発⽣を依存して
いた 19 か国の内 15 ヶ国が、補正後には、相⼿国が⽇本に廃棄物発⽣を依存している区分
に移⾏した。結果的に補正後、⽇本が相⼿国に廃棄物の発⽣を依存している国は、シンガポ
ール、オランダ、フランス、カタールとスウェーデンの 5 ヶ国である。 
 
 ⑦指標としての廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの精度を上げ、他排出物にも適⽤の可能
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性を広げるためにも、環境負荷に対する相⼿国の受け⼊れ容量と排出物の強度の評価も重
要となってくる。 
 
 ⑧本章の道路密度を活⽤した補正係数は、過度に補正がされた結果となった。研究の展
望として、今後の研究が望まれる。 
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第５章 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性              
  
本研究で算出した海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡（不公平感）と負荷（環
境インパクト）の両者を同時に扱える指標の研究は⾒当たらず、算出した結果を直接⽐較で
きる先⾏研究は無い。従って、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出過程において分析可
能な項⽬についての妥当性を検討する。尚本章では、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出
結果の妥当性検証の内容を纏めて⽰すため、第２章〜第３章の記載内容と重複している部
分も含めて記載した。 
 
５．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出ロジック 
  
第２章で詳細に記載したように本廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d や負荷 s を
求める基本となっている考え⽅は、廃棄物発⽣量 ＝ 原単位 × 活動量、である。各種
の原単位は、三⾯等価の原則で作成された産業連関表に基づく総廃棄物発⽣量の分配が基
本となっている。 
⼀例として、海外直接投資に起因する産業廃棄物発⽣量の算出過程は以下のようになる。 
 
 産業廃棄物発⽣量 ＝    原単位    × 活動量 
     ݓଵ	 ଵ௕௧௜௝ ൌ （ݓ௖ଵ௕௧	௝௝ ／݂݃ܿ ௖݂௪௕௧௝௝ ) 	 ൈ 	 ݂݀݅ଵ௪௕௧௜௝    
(右下添字の、左の 1 は海外直接投資、右の 1 は産業廃棄物を意味する。) 
 
i 国の j 国への海外直接投資に起因する j 国で発⽣する産業廃棄物発⽣量 
＝（j 国産業廃棄物発⽣総量 / j 国総固定資本形成ｽﾄｯｸ）  
                      × i 国から j 国への海外直接投資 
 
 この原単位と活動量の根拠は、三⾯等価の原則で作成された表５−１の j 国の産業連関
表に基づいている。また、原単位としての（j 国産業廃棄物発⽣総量 / j 国総固定資本形成
ストック）の妥当性を検証するため、図５−１に OECD 加盟国等の総固定資本形成ストッ
クと産業廃棄物発⽣量の相関図を⽰した。総固定資本形成ストックと産業廃棄物発⽣量は、
⽐例関係を⽰している。 
上記より、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出のため本研究で⽤いたロジックは妥当で
ある。 
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表 5-1 j 国の産業連関表 
 
 
 図 5-1 OECD 加盟国等の総固定資本形成ｽﾄｯｸと産業廃棄物発⽣量(2010 年) 
  
 
 
 
 
 
第1次産業
第2次産業 産出（⾏）
第3次産業 販路構成
計（Ｄ）  
固定資本減耗 投  費
間接税注1） ⼊ ⽤  ◎ＧＤＰ（国内総⽣産、粗付加価値）と三⾯等価
雇⽤者所得   （列）  構 ①分配（所得）⾯： ＧＤＰ＝粗付加価値（Ｅ）
営業余剰    成 ②⽣産⾯： ＧＤＰ(粗付加価値（E）)＝国内⽣産額（P）―中間投⼊（Ｄ）
GDP
：計（Ｅ）   ③⽀出（消費）⾯： ＧＤＰ＝P国内⽣産額（P）―中間需要（A）
             ＝最終需要（B）−輸⼊（C)
注1）補助⾦控除、注2）含、海外直接投資。
中間需要（内⽣部⾨） 最終需要（外⽣部⾨）
輸⼊（Ｃ） 国内⽣産額(P=A+B-C)
中
間
投
⼊
第1次産業 第2次産業 第3次産業 計（Ａ） 消費 在庫 総固定資本形成注2） 輸出 計（Ｂ）
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値
産出額(P=Ｄ＋Ｅ)
供給部⾨／需要部⾨
  (売⼿／買⼿）
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⾨
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5．２ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出の基礎データと対象国 
 
５．２．１ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出に⽤いた統計データ 
 
 ２−２−２節と参考⽂献で⽰したように、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出に⽤いた
統計データは基本的に、UNCTAD、OECD や経済産業省等の公的機関の信頼できるデータ
を使⽤した。  
 
５．２．２ ⽇本と関係する研究対象 29 ヶ国の選定 
 
３−１節で記載したように研究対象の 29 ヶ国は⾦額ベースで、⽇本が海外直接投資を実
施しているトップ 15 位までの国・特別⾏政区、⽇本に海外直接投資を実施しているトップ
15 位までの相⼿国・特別⾏政区、⽇本が輸⼊しているトップ 15 位までの相⼿国・特別⾏政
国、及び相⼿国が⽇本から輸⼊しているトップ 15 位までの国・特別⾏政区の和集合とした。  
この 29 ヶ国が上記の 4 項⽬に関して、⽇本と世界の関係において占めるシェアを表５−
２に⽰した。合わせて、⽇本とアフリカ⼤陸の関係も同表に⽰した。 
 
①海外直接投資 6 年累積： ⽇本から 29 ヶ国への海外直接投資 6 年累積が、⽇本から世
界への海外直接投資 6 年累積に占めるシェアは、73.9%であり、逆のケースは、79.1%であ
る。 
  
②貿易（輸⼊）： ⽇本の 29 ヶ国からの輸⼊が、⽇本の世界からの輸⼊に占めるシェア
は、72.4%であり、逆のケースは、82.8%である。  
  
③選定対象国の妥当性： 上記から海外直接投資・貿易に起因する⽇本と相⼿ 29 ヶ国間
の廃棄物発⽣を分析するためには、この２９ヶ国が概ね妥当である。 
  
④⽇本とアフリカ⼤陸の関係： ⽇本とアフリカ⼤陸間の海外直接投資・貿易に関する上
記の①と②と同様なシェアは、それぞれに関して 1.8%以下である。アフリカ⼤陸の各国は、
⾦額ベースで、海外直接投資・貿易の⽇本との関係が希薄であり、海外直接投資・貿易に起
因する廃棄物発⽣も⼩さいと推定される。 
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表 5-2 研究対象 29 ヶ国等の海外直接投資・貿易⾦額ｼｪｱ 
 
  
5．３ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果の既存⽂献結果等との整合性 
 
本章の冒頭で述べたように、本研究の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出結果と⽐較
できるデータが存在しない。しかし、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出過程で⽤いた
研究対象国の⼀般廃棄物発⽣量の推定式については、先⾏研究が存する。この推定式につい
て検証する。 
 ⼀般廃棄物の発⽣量の推定で通常利⽤される推定式は、説明変数を⼀⼈当たり GDP、被
説明変数を⼀⼈当たり⼀般廃棄物発⽣量とする関係である。この関係で⼀般廃棄物の発⽣
量を推定する式を導き出す相関図を、図５−２に⽰した。⼀⽅、産業廃棄物発⽣量と⼀般廃
棄物発⽣量の関係は、図５−３に⽰すようによい相関を⽰す。従って、総固定資本形成スト
ックから産業廃棄物発⽣量を推定したように、総固定資本形成ストックから⼀般廃棄物発
⽣量を推定できる可能性がある。この関係を⽰した相関図が、図５−４である。 
 ⼀般廃棄物の発⽣量の推定式の妥当性を⽐較するため、説明変数を⼀⼈当たり GDP とし
た図５−２と説明変数を総固定資本形成ストックとした図５−４を⽐較する。前者の推定
式の決定係数は R2＝0.62 であり、後者の決定係数は R2＝0.89 である。明らかに後者の決定
係数が⼤きくこのモデルをよく説明している。説明変数としては、総固定資本形成ストック
を⽤いるのが妥当である。 
この原因は以下のとおりと推定できる。⼀般廃棄物は、可燃ごみとしての⾷品廃棄物、紙
海外直接投資6年累積（2005年〜2010年）
関係国 m$/6年 ｼｪｱ%
⽇本→世界 428,578 100.0
⽇本→29ヶ国 316,923 73.9
⽇本→ｱﾌﾘｶ 3,115 0.7
⽇本→その他国 108,540 25.3
世界→⽇本 53,930 100.0
29ヶ国→⽇本 42,662 79.1
ｱﾌﾘｶ→⽇本 212 0.4
その他国→⽇本 11,056 20.5
貿易（輸⼊）（2010年）    
関係国 m$/6年 ｼｪｱ%
世界→⽇本輸⼊ 694,059 100.0
29ヶ国→⽇本輸⼊ 502,815 72.4
ｱﾌﾘｶ→⽇本輸⼊ 11,765 1.7
その他国→⽇本輸⼊ 179,480 25.9
⽇本→世界輸⼊ 827,515 100.0
⽇本→29ヶ国輸⼊ 685,242 82.8
⽇本→ｱﾌﾘｶ輸⼊ 14,708 1.8
⽇本→その他国輸⼊ 127,565 15.4
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類等、不燃ごみとしてのゴム、⾦属等、資源ごみとしての⽸、びん等、粗⼤ごみとしての家
電、家具等から構成されており、結局は設備から⽣産された製品・材料等消費後の廃棄物で
ある。従って、⼀国の⼀般廃棄物総発⽣量は、⼀⼈当たりの GDP というような総括的な指
標よりは、その国の⽣産設備のストックに関連してくると考えることができる。 
 従って、本論⽂において必要に応じて使⽤した各国の⼀般廃棄物発⽣量の推定式は、説明
変数として総固定資本形成ストックを⽤いることが妥当である。 
 
 
図 5-2 OECD 各国の⼀⼈当たり GDP と⼀⼈当たり⼀般廃棄物発⽣量の相関図(2010 年) 
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図 5-3 OECD 諸国等の産業廃棄物発⽣量と⼀般廃棄物発⽣量の相関図(2010 年) 
 
 
図 5-4 OECD 各国の総固定資本形成ｽﾄｯｸと⼀般廃棄物発⽣量(2010 年)  
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5．４ 影響要因が廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果に及ぼす影響 
 
５．４．１ 事例研究で業種区分をせずに算出したことによる結果への影響 
 
３．２．１節の①項で記載したように、第３章の事例研究における廃棄物発⽣不均衡・負
荷ベクトルの算出は、経済活動（海外直接投資・貿易）と廃棄物種（産業廃棄物、⼀般廃棄
物）を区分した原単位を⽤いているが、業種は区分せずに平均的な原単位を使⽤し算出した。
このことが算出結果に与える影響について、⽇本を原因国、アメリカを相⼿国とした関係で
検討する。両国の業種区分を、第１次産業：農業・林業・⽔産業、第２次産業：鉱業・建設
業・製造業と第３次産業：サービス業（含、電気･ガス・熱供給・⽔道事業）の三区分とし、
区分前後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果を、表５−３、表５−４、 
図５−５と図５―６に⽰した。表５−３と図５−５は、業種区分前後の原単位を⽤いた経済
活動と廃棄物の種類別の結果を⽰し、表５−４と図５−６は、業種区分前後の原単位を⽤い
た業種別の結果を⽰している。 
 表５−３と表５−４から業種区分に基づいた原単位を使⽤した廃棄物発⽣不均衡・負荷
ベクトルと業種区分に基づかない場合の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは以下の通りで
ある。 
 
（１）業種区分に基づく原単位の使⽤が算出結果に与えた影響 
 
区分後： ࢃࢂ	⽇	 ⽶＝（4.0, 19.1）、区分前： ࢃࢂ	⽇	 ⽶＝（4.4, 18.8） 
（成分単位：百万 ton/年） 
不均衡 d と負荷 s へ与えた影響を以下に⽰した。 
 
  不均衡(d)： (4.0 - 4.4)/4.4  =  -9.1 %     
負荷(s)  ： (19.1-18.8)/18.8 =  +1.6%  
    
 上記の計算結果に基づけば、業種区分に基づく原単位の使⽤が算出結果に与えた影響は、
負荷 s に⽐較して不均衡 d に対して⼤きい（-9.1%）。この原因を経済活動と廃棄物種別に
基づく廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル（図５−５）と業種に基づく廃棄物発⽣不均衡・負
荷ベクトル（図５−６）で考察する。 
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（２）上記（１）項の不均衡 d の減少の原因考察 
 
①業種区分前後の経済活動と廃棄物種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
 図５−５の業種区分前後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分布形態はは、第３．３．
２節の（３）項で⽰した廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルのタイプ区分のタイプ１−２：⽇
本の相⼿国依存型（輸⼊は相⼿国の⽇本依存）に属しており、業種区分前後でタイプの変化
はない。しかし、業種区分後の輸⼊による⻩⾊ベクトルの不均衡 d が負側に⼤きくなって
おり、これが前述の（１）項で算出した不均衡 d を減少（-9.1%）させた原因になっている。 
 
②業種区分前後の業種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
 図５−６の業種区分前後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分布形態を⽐較すると、業
種区分前（破線）は全体的な分布が直線状であるが、業種区分後（実線）は、複雑な形態を
⽰している。業種区分後の第２次産業：鉱業・建設業・製造業の紫ベクトルの不均衡 d が⼤
きく減少しており、これが前述の（１）項で算出した不均衡 d を減少（-9.1%）させた原因
になっている。 
 
③考察のまとめ 
 
 上記の①項と②項により、（１）項の不均衡 d 減少の原因は、第２次産業：鉱業・建設業・
製造業の⽇本とアメリカ間の輸⼊関係に起因する廃棄物発⽣である。 
 
表 5-3 業種区分前後の経済活動と廃棄物種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル成分 
業種区分前 ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 ⽶ 
݀௖௪
⽇	 ⽶ 4.4 5.2 1.0 -1.7 -0.0 
ݏ௖௪⽇	 ⽶ 18.8 9.0 1.4 8.4 0.0 
業種区分後 ࢃࢂ	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૚	 ૛	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૛	 ૚	⽇	 ⽶ ࢃࢂ૝	 ૞	⽇	 ⽶ 
݀௖௪
⽇⽶ 4.0 6.1 1.5 -3.7 -0.0 
ݏ௖௪
⽇⽶ 19.1 7.9 1.7 9.4 0.0 
注 1)成分単位：百万 t/年、注 2)負数は⾚字、-0.0 は、少数第⼆位以下に数値が存在。 
注 3)右下添字の左 1 は海外直接投資、左 2 は輸⼊、左 4 は廃棄物直接輸出、及び右 1 は
産業廃棄物、右 2 は⼀般廃棄物、右 5 は全廃棄物種を⽰す。 
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図 5-5 業種区分前後の経済活動と廃棄物種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
表 5-4 業種区分前後の業種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル成分 
項⽬(単位：百万 ton/年) 不均衡(d) 負荷(s) 
業種区分なし 計 4.4 18.8 
第 1 次産業：農業・林業・⽔産業 0.4 0.4 
第 2 次産業：鉱業・建設業・製造業 2.5 12.0 
第 3 次産業：サービス業（含、電⼒、 
上下⽔道事業） 
1.6 6.5 
業種区分あり 計 4.0 19.1 
第 1 次産業：農業・林業・⽔産業 0.7 0.8 
第 2 次産業：鉱業・建設業・製造業 0.6 13.4 
第 3 次産業：サービス業（含、電⼒、 
上下⽔道事業） 
2.6 4.9 
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図 5-6 業種区分前後の業種別の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
５．４．２ 感度分析による各影響要因の廃棄物発⽣不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ算出結果への影響 
 
 第３．４節では、⽇本と 29 相⼿国間計の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの 10 種の影
響要因別の感度分析を実施した。不均衡 d と負荷 s のスパイダーチャートを図５−７と図
５−８に⽰した。各変数の変動率と不均衡 d と負荷 s へ与える影響は、線形関係である。影
響要因としての各変数を±10%変動させた時の不均衡 d と負荷 s 算出結果への最⼤影響は、
凡そ以下のとおりである。 
 
 不均衡 d: 影響要因の変数変動率±10% → 算出結果の最⼤変動±12% 
 負 荷 s: 影響要因の変数変動率±10% → 算出結果の最⼤変動± 4% 
 
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出のための影響要因に 10%程度の何らかのリスクあ
るいは誤差が⽣じた場合、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果においても同程度の影
響は否めない。 
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図 5-７ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d のｽﾊﾟｲﾀﾞｰﾁｬｰﾄ 
 
 
図 5-8 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの負荷 s のｽﾊﾟｲﾀﾞｰﾁｬｰﾄ 
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５．５ 第５章のまとめ 
 
 ①本廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d や負荷 s を求める基本となっている考
え⽅は、廃棄物発⽣量 ＝ 原単位 × 活動量、である。各種の原単位は、三⾯等価の原
則で作成された産業連関表に基づく総廃棄物発⽣量の分配が基本となっている。 
 
 ②廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出に⽤いた統計データは基本的に、UNCTAD、
OECD や経済産業省等の公的機関の信頼できるデータを使⽤した。  
 
 ③研究対象 29 ヶ国に関し、⽇本から 29 ヶ国への海外直接投資 6 年累積額が、⽇本から
世界への海外直接投資 6 年累積額に占めるシェアが 73.9%、逆のケースは、79.1%である。
⽇本の 29 ヶ国からの輸⼊が、⽇本の世界からの輸⼊に占めるシェアは 72.4%であり、逆の
ケースは、82.8%である。海外直接投資・貿易に起因する⽇本と相⼿ 29 ヶ国間の廃棄物発
⽣を分析するためには、この２９ヶ国の選定は概ね妥当である。 
 
 ④⼀般廃棄物発⽣量推定式の説明変数に総固定資本形成ストックを⽤いると（R2＝0.89）、
説明変数を⼀⼈当たり GDP とした場合（R2＝0.62）に⽐較して、モデル適合が明らかによ
くなる。廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出において、⼀般廃棄物発⽣量推定式を利⽤
する場合、説明変数として総固定資本形成ストックを⽤いるのが妥当である。 
 
 ⑤⽇本とアメリカ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出において、業種を第 1 次、第
2 次と第 3 次産業に区分した原単位を⽤いると、算出結果は区分しない場合に⽐較して、不
均衡 d で-9.1 %、及び負荷(s)で+1.6%の誤差を⽣じる。 
 
 ⑥⽇本と 29 ヶ国間計の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの感度分析に基づけば、廃棄物
発⽣不均衡・負荷ベクトル算出のための影響要因に±10%程度の何らかのリスクあるいは
誤差が⽣じた場合、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果においても最⼤同程度の影響
は否めない。 
 
 ⑦上記①項〜⑥項の結果を総合的に評価すれば、⽇本と 29 相⼿国間計の廃棄物発⽣不均
衡・負荷ベクトルのベクトルの算出を例として、その成分である不均衡 d や負荷 s に±10%
程度の誤差発⽣は否めない。しかし、本研究で使⽤した相対的な廃棄物発⽣不均衡・負荷ベ
クトルの活⽤においては、概ね妥当な結果が得られている。 
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第６章 研究の結論・展望・提⾔                             
 
第１章の序論で⽰した本研究の 3 つの意義、①海外直接投資・貿易の両経済活動に起因
する⼆国間相互で発⽣する廃棄物量を扱える指標の開発であること、②これを活⽤した事
例研究の現状分析を実施すること、及び③現状分析に基づき客観的な政策等⽴案に資する
提⾔ができること、に関し下記に取りまとめることができた。 
 
６．１ 研究の結論 
 
６．１．１ 海外直接投資・貿易に起因する廃棄物発⽣不均衡評価⼿法の開発 
 
（１）廃棄物不均衡・負荷ベクトルの構築 
 
当研究で対象とした廃棄物は、各国で⼀次的に発⽣する処理・処分前の産業廃棄物、製 
品等消費後の⼀般廃棄物及びそれらの貿易に伴う廃棄物である。これらを海外直接投資と
貿易に関連させるための⼆国間廃棄物発⽣量ݓ௖௪௕௧௜௝ を導⼊し、これに基づき廃棄物発⽣不均 
衡・負荷ベクトルࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ を定義した。 ሺiൌ1,2,⋯n；jൌ1,2,⋯nሻ，ሺn：対象国の数ሻ	
	
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（൫ݓ௖௪௕௧௜௝ െ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯，൫ݓ௖௪௕௧௜௝ ൅ ݓ௖௪௕௧௝௜ ൯）	
	 ࢃࢂࢉ࢝࢈࢚࢏࢐ ൌ（݀௖௪௕௧௜௝ ，ݏ௖௪௕௧௜௝ ）、            （݀௖௪௕௧௜௝ ：不均衡、ݏ௖௪௕௧௜௝ ：負荷）	
 
注）ݓ௖௪௕௧௜௝ ：i 国起因で j 国に発⽣する廃棄物量、ݓ௖௪௕௧௝௜  j 国起因で i 国に発⽣する廃棄物量、c は経済活動
の種類、w は廃棄物の種類、b は業種、及び t は発⽣年、を表している。 
 
この指標は、国間に⽌まらず経済体や地域間においても対応でき、本研究で環境負荷の
対象とした廃棄物だけではなく、環境負荷としての⼆酸化炭素や各種公害排出物等におい
ても算出できる。 
 
（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出の基本となる各国の廃棄物発⽣量 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出で必要となる各国の産業廃棄物発⽣量と⼀般廃棄
物発⽣量は、基本的には各種統計データとして得る。適正なデータが得られない場合を想定
して、⼆国間廃棄物発⽣量算出のための基礎となる各国の産業廃棄物発⽣量と⼀般廃棄物
発⽣量のシンプルな推定式を、総固定資本形成ストックとの関係で構築した。この推定式は
本研究のためだけではなく、他の分野での研究の基礎資料としても使⽤が可能である。 
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６．１．２ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの事例研究 
 
（１）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出⽅法と使⽤データ 
 
⽇本と海外直接投資・貿易で関係のある 29 ヶ国（含、特別⾏政区）間の廃棄物発⽣不均
衡・負荷ベクトルを分析した。使⽤データの時期は t=2010 年、業種 b の区分はせず全業種
の合計値とし下付添字は省略した。従って、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは、	 ࢃࢂࢉ࢝⽇࢐と
なる（⽇は⽇本を⽰し、c：経済活動、w：廃棄物種が変数となる）。 
 
（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの算出結果 
 
①廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間の合計値 
 
ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)となった（上付添字の計は、29 ヶ国の合計を⽰す）。
⽇本が海外直接投資・貿易に起因して不均衡に 29.0 百万 t/年の廃棄物の発⽣を相⼿国全体
（相⼿国の合計値）に依存し、⽇本と相⼿国全体の海外直接投資・貿易に起因する負荷（廃
棄物発⽣量の和）が、94.5 百万 t/年である。図６−1 に、内訳も含めベクトル図として⽰し
た。 
ࢃࢂ	⽇	 計の不均衡 d は正であり、第⼀象限に分布している。⽇本の相⼿国への海外直接投資
に起因する相⼿国での産業廃棄物の発⽣量が⼤きく、ࢃࢂ૚	૚⽇	 計=(21.1, 28.8)となり、⼀般廃棄
物発⽣量は、ࢃࢂ૚	૛⽇	 計=(3.6, 4.4)を⽰す。貿易に関しては、⽇本の輸⼊に起因する相⼿国で
の産業廃棄物の発⽣量が相対的に⼤きくࢃࢂ૛	 ૚⽇	 計=(4.1, 60.7)、不均衡 d は正を⽰す。負荷
s が不均衡 d に⽐較して⼤きいため、ベクトル分布が開いた形態である。廃棄物の相⼿
国の⽇本からの直接輸⼊は少なく、ࢃࢂ૝	 ૞⽇	計=(0.3, 0.6)を⽰し、不均衡 d は正を⽰す。廃棄
物発⽣不均衡・負荷ベクトルの分布は、これらの関係をよく⽰している。廃棄物発⽣不均
衡・負荷ベクトルの⽇本と相⼿国間合計値の不均衡と負荷の原因は、不均衡は相対的に⽇本
の相⼿国への海外直接投資に、廃棄物負荷は相⼿国からの⽇本の輸⼊に起因している。 
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図 6-1 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの合計値 ࢃࢂ	⽇	 計に基づく説明 
 
 ②⽇本と相⼿国間毎の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの地理的分布を、図６−２の世界地図上に⽰した。検討
対象 29 ヶ国の内、不均衡 d が正（⽇本起因の廃棄物を相⼿国で発⽣）を⽰す国が 19 ヶ国
と負（相⼿国起因の廃棄物を⽇本で発⽣）を⽰す国が 10 ヶ国ある。不均衡 d が正を⽰す上
位国は、オーストラリア、インドネシア、アメリカと中国のような鉱⼭業型国（２．３．２
節（１）項の定義参照）であり、インドネシアを除き⼤陸に位置している。不均衡 d がほぼ
均衡している国は、アイルランド、イラン、メキシコ、フィリピンとスイスであり、分散し
ている。アフリカ⼤陸は、⽇本との海外直接投資・貿易活動の関係が希薄であり、両者に起
因する廃棄物発⽣量は少ないと推定される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ࢃࢂ⽇	 計 
ࢃࢂ૚	 ૚
⽇	 計 
ࢃࢂ૚	 ૛
⽇	 計 
ࢃࢂ૛	 ૚
⽇	 計 
ࢃࢂ૝	 ૞
⽇	 計 
上付き添え字の
計は、29 ヶ国の
合計を⽰す。 
下付き添え字の 4 は、廃棄物の直接
輸出、5 は、廃棄物の合計を⽰す。 
下付き添え字の 2 は
輸⼊、1 は産業廃棄物
を⽰す。 
下付き添え字の 1 は
海外直接投資、2 は⼀
般廃棄物を⽰す。 
下 付 き 添 え 字 左 の １ 
は海外直接投資、右の１
は産業廃棄物を⽰す。 x 軸は、⼆国間廃棄物発
⽣量の差、不均衡（収⽀）
を⽰す。 
y 軸は、⼆国間廃棄
物発⽣量の和、環境
への負荷を⽰す。 
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 図 6-2 廃棄物発⽣不均衡と負荷の地理的分布（単位：百万 ton/年、2010 年ﾃﾞｰﾀ） 
 
③廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分を、表６−１と表６−２に⽰した。 
 
表 6-1 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分(1) 
ﾀｲﾌﾟ別の相⼿国(数値は⽇本と相⼿国間の計
としての不均衡ࢊ⽇ܒ、単位：百万 ton/年) 
不均衡 d 廃棄物発⽣不均衡負荷
ﾍﾞｸﾄﾙの特徴 ࢊ⽇ܒ  ࢊ૚࢝⽇ܒ ࢊ૛࢝⽇ܒ 
ﾀｲﾌﾟ 1-1：⽇本の相⼿国依存型 
オーストラリア(7.5)、インドネシア(5.7)、サ
ウジアラビア(2.8)、ブラジル(1.9)、ドイツ
(0.6)、カナダ(1.2)、ロシア(1.3)、フランス
(0.6)、インド(0.6)、カタール(1.5)、スウェー
デン(0.2)、イラン(0.0) 
  
＞0 
 
 
 
 
 
 
＞0 ＞0 廃棄物発⽣が、⽇本の
相⼿国への依存を⽰
し、内訳ベクトルを含
め第 1 象限（右側）に
位置する。均衡国のｲﾗ
ﾝ等は、y 軸(縦軸)に沿
う分布を⽰す。 
ﾀｲﾌﾟ 1-2：⽇本の相⼿国依存型(輸⼊は相⼿国
の⽇本依存)  
アメリカ(4.5)、中国(2.7)、オランダ(0.8)、
アラブ⾸⻑国連邦(0.8)、タイ(0.7)、マレー
シア(0.2) 
＞0  
 
＞0 ≦0 輸⼊は相⼿国の⽇本依
存、⻩⾊ﾍﾞｸﾄﾙが、負
の傾きを⽰し、ｵｰﾌﾟﾝ
な形状を⽰す。 
ﾀｲﾌﾟ 1-3：⽇本の相⼿国依存型(海外直接投資
は相⼿国の⽇本依存) 
アイルランド(0.0) 
注）ほぼ均衡しているので、ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞは、y
軸に沿った分布となる。 
＞0 ≦0 ＞0 投資が相⼿国の⽇本依
存、⼀般的には、⿊ﾍﾞ
ｸﾄﾙが負の傾きを⽰
し、ｵｰﾌﾟﾝな形状を⽰
す。   注)左参照。 
 
Saudi Arabia : (2.7,  3.3)
Malaysia : (0.2, 1.8)
Australia : (7.5, 8.9)
Brazil : 1.9,  2.4
Indonesia : (5.7, 7.2)
Russian F. : 1.3,  1.9
Thailand : (0.7, 3.6)
Singapor : (‐0.4, 2.9) 
UK : (‐0.7, 2.0)
China : (2.7,  14.9)
USA : (4.4, 18.8)
Hong Kong : (‐1.1,  2.3)
Korea : (‐0.3, 4.9)
Netherland : (0.8,  1.8)
Germany : (0.6, 2.6)
Taiwan : ‐1.2, 3.3
凡例 Country : (不均衡d,負荷s)、dは日本と相手国の廃棄物発生の差である収支、Sは和としての負荷
計(29.0, 94.5)、単位：百万ton/年
Canada : 1.2,  2.0
Qatar : 1.5,  1.6
France : (0.6, 1.5)
UAE : (0.8, 1.4) India : (0.6, 1.3)
Panama : 0.7,  0.9
Phillipines : ‐0.1, 0.9
Switzerland :( ‐0.1, 0.8)
Mexico : 0.0,  0.8
Sweden : (0.2, 0.5)
Ireland : (0.0, 0.2)
Iran : (0.0, 0.2)
Luxembourg : (‐0.2, 0.2)
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表 6-2 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル分布のタイプ区分(2) 
ﾀｲﾌﾟ別の相⼿国(数値は⽇本と相⼿国間の計
としての不均衡ࢊ⽇ܒ、単位：百万 ton/年) 
不均衡 d 廃棄物発⽣不均衡負荷
ﾍﾞｸﾄﾙの特徴 ࢊ⽇ܒ  ࢊ૚࢝⽇ܒ ࢊ૛࢝⽇ܒ 
ﾀｲﾌﾟ 2-1：相⼿国の⽇本依存型(海外直接投資
は⽇本の相⼿国依存)  
フィリピン(-0.1)、メキシコ(-0.1)、韓国 
(-0.3)、シンガポール(-0.4)、⾹港(-1.1)、 
台湾(-1.2) 
≦0 ＞0 ≦0 廃棄物発⽣が、相⼿国
の⽇本への依存を⽰
し、⾚ﾍﾞｸﾄﾙ(不均衡計)
が第 2 象限（左側）に
位置する。⿊⾊ﾍﾞｸﾄﾙ
(投資)は、正の傾き。 
ﾀｲﾌﾟ-2-2：相⼿国の⽇本依存型 
ルクセンブルグ(-0.2)、イギリス(-0.7)、パ
ナマ(-0.7)、 
≦0 ≦0 ≦0 相⼿国の⽇本への依存
を⽰し、内訳ベクトル
を含め第 2 象限（左
側）に位置する。ﾍﾞｸﾄ
ﾙは全て負の傾き。 
ﾀｲﾌﾟ 2-3；相⼿国の⽇本依存型（輸⼊は⽇本 
の相⼿国依存） 
スイス(-0.1) 
 
 
≦0 ≦0 ＞0 輸⼊は、⽇本の相⼿国
依存、⻩⾊ﾍﾞｸﾄﾙが、
正の傾きを⽰し、ｵｰﾌﾟ
ﾝな形状を⽰す。 
 注） ࢊ૚࢝⽇ܒ：⽇本と相⼿国間の海外直接投資廃棄物発⽣不均衡、 ࢊ૛࢝⽇ܒ：輸⼊に関する廃棄物発⽣不均衡。 
 
 ④貿易だけでなく海外直接投資起因の廃棄物発⽣を考慮したことによる知⾒ 
 上記（２）の①の項廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡 d は主に海外直接投資に起
因しており、負荷 s は主に貿易（輸⼊）に起因している。また、不均衡 d の正負が逆転する
（⽇本と相⼿国間の廃棄物発⽣の依存が逆転する）ケースが、アメリカを代表例として 29
対象国の内 6 ヶ国あることが明確になった。 
 
（３）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの要因別感度分析に基づく不均衡の改善の⾒通し 
 
 ࢃࢂ	⽇	 計=(29.0 百万 t/年, 94.5 百万 t/年)を基準ケースとし、変動要因に基づくアプローチ
を設定し、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの改善可能性を分析した。基準値からの変動幅
を、⽇本を教師データとした技術改善を前提に原単位を変化させることにより、また、海外
直接投資・貿易を 5％程度変化させること等により、ࢃࢂ	⽇	 計=(0.0 百万 ton/年, 68.8 百万 ton/
年)まで改善できる可能性がある。 
 
（４）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルに基づく不均衡の改善対象国の検討 
 
 前項の分析結果は、現状の合計値としての究極的な⽬標、限界値である。なぜならば、相
⼿国（検討対象国）に対し、⽇本並みの技術⼒、適正な産業構造による⽣産活動を要求し、
更に社会的・政治的な要素を有する経済活動の調整が必要である。実際に対策を講じる場合
には、相⼿国毎に状況が異なり、個々の相⼿国との関係を考慮する必要がある。 
上記までの分析結果に基づき、ハイプライオリティ不均衡改善対象国は、中進国・発展途
 
第６章 研究の結論・展望・提⾔ 
                                          
127 
 
上国を条件とし、且つ、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの不均衡が 1.0 百万 ton/年以上を
条件とした上、下記の 6 ヶ国とした。改善策の実施に当たっての注意点も⽰した（括弧内の
数値は⽇本と相⼿国間の不均衡ࢊ⽇ܒ、単位：百万 ton/年)。 
 
インドネシア(5.7)：⽇本の輸⼊に起因して液体の⽯油系のエネルギー資源関連の廃棄物
発⽣だけではなく、固体の鉱物資源輸⼊関連の⼤量の廃棄物が発⽣する。⽇本の海外直接投
資は、輸⼊と関連する鉱業部⾨への海外直接投資も⼤きく、投資（⽣産）に起因する廃棄物
発⽣と輸⼊に起因するものが密接に関連している。また、⽇本の輸送機械器具・⼀般機械器
具への投資が⼤きく、インドネシアにおける⾦属系の廃棄物の発⽣も推定される。 
 
サウジアラビア(2.8)：インドネシアと同様なベクトル分布であるが、⽯油系に特化した⽇
本の輸⼊に起因する廃棄物発⽣と⽇本の化学・医薬品部⾨への投資が⽣産⾯での廃棄物発
⽣に関連している可能性がある。⽯油輸⼊国の多様化による不均衡の是正も必要である。 
 
中国(2.7)：改善対象の 6 ヶ国の内唯⼀、⽇本との貿易に起因する廃棄物発⽣がほぼ均衡
している国であり、機械器具、鉄⾮鉄⾦属部⾨等への投資に着⽬した対応が必要である。 
 
ブラジル(1.9)：サウジアラビアとインドネシアのケースとは異なり、⽇本の鉱業・鉄⾮鉄
⾦属部⾨の海外直接投資が相対的に⼤きく起因しており、鉄鉱、鉄⾮鉄⾦属類の輸⼊に伴う
廃棄物発⽣を助⻑している。特徴的に⾁類の⽇本の輸⼊が⼤きく、糞尿の発⽣も推定される。 
 
カタール(1.5)：⽇本のカタールからの⼤きな⽯油系のエネルギー資源関連に特化した輸
⼊超過に起因する廃棄物発⽣が⼤きい。輸⼊先の多様化も⼀つの不均衡低減策である。 
 
ロシア(1.3)：サウジアラビアとインドネシアのケースと同じパターンを⽰すが、廃棄物発
⽣は相対的に海外直接投資の起因率が低く、⽇本の主に⽯油系、⾮鉄⾦属・⽯炭系の輸⼊が
起因している。この輸⼊にリンクするロシアへの⽯油・鉱業系部⾨への海外直接投資は少な
い。 
 
６．１．３ 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果の妥当性 
 
廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出のロジック、使⽤基礎データの信頼性、検討対象国
の選定⽅法、算出過程で⽤いた廃棄物発⽣量推定式の適性、及び業種区分の算出結果への影
響等を分析した。本研究での相対的な廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの活⽤においては、
妥当であるが、算出のための影響要因に±10%程度の何らかのリスクあるいは誤差が⽣じ
た場合、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出結果においても最⼤同程度の影響は否めない。 
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６．２ 研究の展望 
 
本研究で開発した廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルをより現実的な廃棄物発⽣不均衡評
価の指標とするため、有害廃棄物等の廃棄物の強度を区分して扱うこと、及び廃棄物を受け
⼊れる国の廃棄物の受け⼊れ容量を考慮することが重要になって来る。 
 
６．２．１ 有害廃棄物等の廃棄物強度区分の導⼊ 
 
 ２．１．５節の（３）項の⼀部で記載したように、廃棄物は種類に応じ環境に与えるイン
パクトが異なる。有害廃棄物のように強度の⾼い廃棄物を区分し廃棄物発⽣不均衡・負荷ベ
クトルを算出活⽤すれば、同ベクトルは更に現実に近い実務的な指標となる。 
 ⼀例として、図６−３に⽇本と韓国間の有害廃棄物を考慮した同ベクトルを⽰した。⾚実
線ベクトルが有害廃棄物区分後の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを⽰す。区分前後の両廃
棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは、全体として韓国が⽇本に廃棄物の発⽣を依存している。
区分後の有害廃棄物を⽰す太い⾚線ベクトルに着⽬すると、このベクトルは、（0.12 百万
ton/年, 0.15 百万 ton/年）であり有害廃棄物ベクトルについては、⽇本が韓国に依存してい
る。⾒かけ上この有害廃棄物ベクトルが両国間の不均衡を改善しているように⾒えるが、実
際は、⽇本が有害廃棄物を韓国に直接輸出（環境省（2012））しており、この部分に関する
⽇本起因の韓国への廃棄物環境負荷影響は⼤きいと推定され、評価に注意が必要である。  
 廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの有害廃棄物を区分して算出することにより、更に現実
に近い関係を分析することができる。このような観点で、廃棄物の強度を考慮する廃棄物発
⽣不均衡・負荷ベクトル算出の取り組みを進めることが更に本研究を深化させる。 
 
 
 図 6-3 ⽇本と韓国間の有害廃棄物を考慮した廃棄物発⽣不均衡・負荷ﾍﾞｸﾄﾙ      
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６．２．２ 相⼿国の廃棄物環境負荷受⼊容量による補正 
 
 第４章において、相⼿国の廃棄物環境負荷受け⼊れ容量に基づいて廃棄物発⽣不均衡・負
荷ベクトルを補正する必要性を述べ、⼀⾯的ではあるが、道路密度に基づく補正係数の試算
を実施した。同じ廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル算出値であっても、相⼿国の受け⼊れ容
量が異なれば、それによる両国の受ける不公平感が異なる。 
例えば、⽇本とアメリカの⼀般廃棄物の処理処分⽅法について⽐較した場合、⽇本は地理
的にも、社会的にも廃棄物の最終処分場を建設する⼗分な容量がなく、焼却が主要な処理⽅
法になっている。⼀⽅、アメリカでは⼀般廃棄物のかなりの量が最終処分場で処分されてい
る。これは両国の処理処分の地理的、社会的受け⼊れ容量に基づくものである。不均衡に起
因する不公平感は、受け⼊れ容量に左右されており、上記のように受け⼊れ容量は単純なも
のではなく、複合的な受け⼊れ容量を扱う必要がある。適正な補正係数を得ることができれ
ば、より現実に近い実務的な廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの活⽤が可能になる。 
 
６．３ 政策への提⾔ 
 
（１）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルの活⽤ 
 
①廃棄物発⽣の不均衡を⽣じさせない政策⽴案 
 
本研究の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルを活⽤した分析法を踏まえ廃棄物発⽣不均衡
を⽣じない政策等を⽴案すべきである。廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルは、海外直接投資・
貿易に起因する⼆国間廃棄物発⽣の不均衡（不公平感）を可視化しすることができる。相⼿
国政府等利害関係者との協議の場で、これを⽤いれば、両者間で不均衡（不公平感）の共通
認識を得るための強⼒なツールとなる。 
 
 ②アフリカ各国との関係重視 
アフリカ⼤陸の各国は、海外直接投資額・貿易額の⾯で⽇本との関係が希薄である。今後
海外直接投資・貿易に起因する、廃棄物発⽣の不均衡を⽣じさせない経済関係推進のモデル
ケースとして重要な関係国にすべきである。 
 
（２）廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル研究の推進  
 
有害廃棄物等の廃棄物の強度区分、及び相⼿国の廃棄物負荷受⼊れ容量による補正の導
⼊の研究を推進し、廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルをより現実的なツールとすべきである。 
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付録： ⽇本と相⼿国間毎の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトルのチャート集          
 
 
 
 
凡例：⽇本と⽶国間を例として 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ࢃࢂ⽇	⽶ 
ࢃࢂ૝	૞
⽇	⽶
 
ࢃࢂ૛	૚	
⽇	⽶
 
ࢃࢂ૚	૛
⽇	⽶
 
ࢃࢂ૚	૚
⽇	⽶
 
⿊⾊：⽇⽶間の廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトルの海外直接投資起因
分（産業廃棄物） 
緑⾊：⽇⽶間の廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトルの海外直接投資起因
分（⼀般廃棄物） 
⻩⾊：⽇⽶間の廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトルの輸⼊起因分（産業
廃棄物） 
⻘⾊：⽇⽶間の廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトルの廃棄物直接輸⼊分
（廃棄物計） 
x 軸は、⼆国間廃棄物発
⽣量の差、不均衡（収⽀）
を⽰す。 
y 軸は、⼆国間廃棄物発
⽣量の和、環境への負荷
を⽰す。 
⾚⾊：⽇⽶間の廃棄物発⽣不均衡・
負荷ベクトルの計（廃棄物計） 
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付図 1 ⽇本とアイルランド間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 愛 
 
 
 
付図 2 ⽇本とアメリカ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⽶ 
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付図 3 ⽇本とアラブ⾸⻑国連邦間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 刺 
 
 
 
付図 4 ⽇本とイギリス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 英 
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付図 5 ⽇本とイラン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 以 
 
 
 付図 6 ⽇本とインド間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 印 
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付図 7 ⽇本とインドネシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 尼 
 
 
 
付図 8 ⽇本とオーストラリア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 豪 
 
 
付 録 
                                          
141 
 
 
 
付図 9 ⽇本とオランダ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 蘭 
 
 
 
 
付図 10 ⽇本とカタール間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 華 
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付図 11 ⽇本とカナダ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 加 
 
 
 
付図 12 ⽇本と韓国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 韓 
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付図 13 ⽇本とサウジアラビア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 沙 
 
 
 
 
付図 14 ⽇本とシンガポール間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 星 
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付図 15 ⽇本とスイス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 瑞 
 
 
 
 
付図 16 ⽇本とスウェーデン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 典 
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付図 17 ⽇本とタイ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 泰 
 
 
 
 
付図 18 ⽇本と台湾間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 台 
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付図 19 ⽇本と中国間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 中 
 
 
 
付図 20 ⽇本とドイツ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 独 
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付図 21 ⽇本とパナマ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 巴 
 
 
 
 
付図 22 ⽇本とフィリピン間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⽐ 
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付図 23 ⽇本とブラジル間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 伯 
 
 
 
 
付図 24 ⽇本とフランス間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 仏 
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付図 25 ⽇本と⾹港間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 港 
 
 
 
 
付図 26 ⽇本とマレーシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 ⾺ 
 
付 録 
                                          
150 
 
 
 
付図 27 ⽇本とメキシコ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 墨 
 
 
 
 
付図 28 ⽇本とルクセンブルグ間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 盧 
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付図 29 ⽇本とロシア間の廃棄物発⽣不均衡・負荷ベクトル ࢃࢂ	⽇	 露 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
